
美しい社会と輝く未来のために―。
資生堂は、さまざまな活動を通して、社会から共感されるCSR活動をめざしています。

当バックナンバーに掲載している情報の対象期間は、2013年度(2013年4月1日から2014年3月31日)を
中心としていますが、一部当該期間以前もしくは以後の内容も含まれています。

*CSR(Corporate Social Responsibility)とは企業の社会的責任を表す言葉です。
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資生堂グループのCSR活動は、資生堂グループ企業理念「Our
Mission,Values and Way」 のもと、ステークホルダーに対し
て社員一人ひとりがとるべき行動基準を示した「Our Way」
の実践として推進しています。

資生堂は2004年9月、 国連グローバル・コンパクト への参加を表明、国際社会に対し地球
社会が持続可能な成長を実現するための課題解決や世界的な枠組み作りに参加、自発的に取
り組むことを宣言しました。
具体的な取り組みとして、グローバル・コンパクト 4分野10原則を参考に、当社の調達活動
基準である「 資生堂グループ・サプライヤー行動基準[PDF:221KB]」を2006年3月に制定
（2011年12月に改訂）、お取引先さまとともに高い倫理基準をもって調達活動に努める約
束を社会にしています。
人権活動においては自らの企業活動の中で継続的に取り組むことはもちろんのこと、グロー
バル・コンパクト支持の一環として、2008年12月、世界人権宣言60周年を記念し、グロー
バル・コンパクトが企画するCEO宣言に賛同、世界に向け「人権が普遍的かつビジネスにお
いて重要な課題であり、それぞれの企業活動において人権を尊重し、サポートする」ことを
宣言しました。
環境活動においては、同じくグローバル・コンパクトが取り組む気候変動に関するイニシア
ティブ「Caring for Climate」に参加表明、自らの事業活動において地球環境の保全に努め
ることはもちろんのこと、世界的な気候変動への取り組みを支持し、積極的に参画してまい
ります。
また、企業や民間団体が女性のエンパワーメントに取り組む上での実践的な手引きとするた
めに、国連女性開発基金（ユーエヌウーマン）と国連グローバル・コンパクトが協同制作し
たガイドライン「女性のエンパワーメントのための指針～平等はビジネス向上の鍵～」に、

「Our Way」の実践にもとづいた、CSR活動の全体像や活動領域をご案内します。

私たちは、サステナブルな社会の実現をめざし、ステークホルダーとの対話と協働を通じて、社会の課題と期待に応え
る活動を展開し、人々の美しさ、健やかさを創造する経営を推進します。

資生堂のCSRとは

基本的考え方

国連グローバル・コンパクトへの参加

2010年9月に署名をしました。
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国連グローバル・コンパクト 
『気候変動に関するイニシアティブ』への参加表明

認証状

CSR活動の領域
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体制図

取締役会直轄委員会の目的

取締役会直轄委員会の「CSR委員会」は、資生堂グループが社会的責任を果たすために求められるすべての領域を対象にし
ています。社会からの要請に対して一元的な視点で課題を抽出、適切な対策を推進し（CSRアクション）、CSR活動の方向
性を検討するとともに、経営戦略上および業務運営上のリスクを把握・評価し、必要な対策を講じます。 
CSR委員会は、社内から横断的に委員を選定するとともに、社外有識者を委員に加えて運営し、重要課題については活動結
果を取締役会に提案・報告しています。

企業価値の向上につながる、資生堂らしいCSR活動を着実に推進していくために、取締役会直轄である「CSR委員会」にお
いて、審議検討が行われています。専門性・第三者性、透明性を担保するために社外の委員、また社員代表として資生堂の
労働組合委員長を入れています。

CSR活動の推進体制
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具体的には「Our Way」、GRIガイドラインやISO26000の項目に沿って、SRI（社会的責任投資）機関やCSR
関連調査機関から資生堂に寄せられるすべてのアンケート内容などをコーポレートガバナンス、人権、労働慣
行、環境、公正な事業慣行、消費者課題、コミュニティーへの参画および発展などの領域で分類。さらに領域ご
とにより詳細な項目を設定し、それぞれの項目に対して「基本計画があるか（Plan）」、「実行の仕組みがある
か（Do）」、「評価・検証が行われているか（Check＆Action）」の観点で精査し、取り組むべき活動の洗い出
しを実施しています。抽出した課題については、「事業への影響度」と「社会的注目度」の2つの軸で評価し、優
先順位付けを行っています。 
これを資生堂ではリスクマップとして活用し、抽出結果はCSR委員会に報告するとともに、対応担当部門にフィ
ードバックし、速やかに計画立案・実行に結び付けることとしています。さらに、2012年3月期からは国内外関
係会社を対象に、CSRアクションと同様の項目に沿ったセルフアセスメントを実施し、資生堂グループ全体とし
て潜在的なリスクを抽出できる体制を整えました。今後も、常に社会からの視点と事業への影響度を見極め、迅
速で適切な対応に努めていきます。

推進要領

資生堂では、事業継続に向けてリスクの予防が重要と認識し、潜在するリスクの検証を重点的に実施していま
す。将来にわたる社会環境の予測や国際情勢、国内外における条約・法律の改正といった対応課題も見落とすこ
とがないよう、「社会から要請されていること」、「資生堂が対応していない（できていない）こと」、「資生
堂として対応すべきこと」といった3つの視点からリスクを抽出した上で、取り組むべき活動（CSRアクション）
を決定しています。
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※2007年3月から継続して組み入れ ※2004年6月から継続して組み入れ

SRI（社会的責任投資）インデックス等採用状況等

倫理・環境・雇用・安全などに配慮した社会的信頼度の高い企業を集めたSRI（Sustainable and Responsible
Investment）インデックスに採用されるということは、高い社会的信頼度と健全な財務内容を併せ持った企業であるという
証となります。

※2013年10月に組み入れ

※インデックス公表開始の2003年7月から継続して組み入れ
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SRIインデックスの他にも、SRIへの情報提供機関や、国際的シンクタン
クからの選定を受けています。

2014年3月、資生堂は、世界100カ国以上、約1,000社を対象とした企業
倫理などに関する調査回答企業のうち最も高い評価を得たとして、企業倫
理やCSR（企業の社会的責任）などを専門とする米国のシンクタンク
「Ethisphere Institute 」が発表した「World's Most Ethical
Companies 2014 （世界で最も倫理的な企業）」に3年連続で選定されま
した。

また、国内では、2003年度以降、日本総合研究所より「社会的責任経営
の取り組みの進んだ企業」として毎年選定されています。

なお、資生堂では、「成長性の拡大と収益性の向上」により企業価値・株
主価値の最大化をめざすとともに、株主の皆さまの理解と信頼を得るた
め、適時適切な情報開示や対話など、コミュニケーションの充実を図って
います。

2013年度　調査・評価機関からの評価

Copyright (C) 1995-2014Shiseido Co., Ltd. All Rights Reserved.　
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資生堂をとりまくすべての方々とともに、未来まで続く、美しい社会をつくること。 それが資生堂のめざすCSRの形です。
資生堂の社会的責任は、企業理念体系である「Our mission, Values and Way」の「Our Way」にもとづいています。
特に、社会課題の解決のために、2020年に向けて資生堂が重点的に取り組む3つの活動領域を、「資生堂CSR 3つの約束」
としてご紹介します。

資生堂CSR 3つの約束

2020年にむけての「資生堂CSR 3つの約束」

Copyright (C) 1995-2014Shiseido Co., Ltd. All Rights Reserved.　
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資生堂はすべての女性がすこやかで美しくあるよう、支援します。化粧や美容を通じた社会活動や、女性の自立・活躍の支
援など、あらゆる面から女性の生き方をサポートしています。

女性・化粧

ー肌に深いお悩みを持つお客さまに、最適な商品と美容法を提供すること
で、肌も心も一層美しくなっていただく。そしてお客さまの
QOL（Quality of Life＝生活の質）向上をサポートする」ことをめざした
活動です。

この活動では、あざや白斑（はくはん※）などに対応したファンデーショ
ン『パーフェクトカバー』の開発を進める一方で、医療機関と連携して皮
膚に疾患や傷跡を抱えた方々に対するメーキャップアドバイスを行ってき
ました。

この活動をさらに広めるため、2006年6月、東京・銀座の本社ビル内の資
生堂ライフクオリティー ビューティーセンターの開設を皮切りに、中国
（上海・香港）、台湾（台北・高雄）にも同様の施設を開設し、グローバ
ルに展開しています。医療機関での実習やOJT（オン・ザ・ジョブ・トレ
ーニング）で専門の教育を受けたスタッフが、あざや濃いシミ、白斑、肌
の凹凸（傷あと）、くすみやがん治療の副作用による美容上のお悩みな
ど、肌のさまざまな問題にあわせて、化粧によるカバー技術など、メーキ
ャップアドバイスを無料で行っています。完全予約制かつプライバシーが
保たれた空間なので、ゆっくりと安心してご利用いただけます。お客さま
からは「自信がでてきて希望が持てるようになった」「キレイに隠すこと
ができたのでこれからは メークを楽しみたい」などの声が寄せられてい
ます。

また、この活動に共鳴し教育を受けた全国の取引先や医療機関でも紹介し
ていただいています。
（2014年3月31日現在 約370機関）

※ 白斑（はくはん）：原因不明の後天性の皮膚疾患で、顔や首、手足などの色素が白く
抜ける症状。

清潔で落ち着いた個室で、メーキャップアドバイ
スを行います。

資生堂ライフクオリティー ビューティープログラム

資生堂が開発した『パーフェクトカバーファンデ
ーション』シリーズ。
肌色の悩みや肌の凸凹を効果的にカバーします。

資生堂では、これまで蓄積してきたハード・ソフト両面からの化粧や美容に関する研究成果を活用することで、一人ひとり
のお客さまが望む美の実現をお手伝いし、心まで豊かになっていただくための取り組み「資生堂ライフクオリティー ビュー
ティープログラム」を推進しています。
この活動は、2006年に開設した「資生堂ライフクオリティー ビューティーセンター」（東京都）で、肌に深い悩みを持つ
方々へのメーキャップを行う「資生堂ライフクオリティー メーキャップ」と、全国で高齢者、障がいのある方や、学生、社
会人などを対象にスキンケアやメーキャップを行う「資生堂ライフクオリティー ビューティーセミナー」からなり、これら
の活動は海外でも展開しています。

資生堂ライフクオリティー メーキャップ
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ボランティアによるハンドマッサージ

2014年3月15日（土）、資生堂 ライフクオリティー ビューティーセンター主催による資生堂公開講座『前を
向いて生きていくヒント　がん治療による外見上のお悩みを化粧でカバー』を資生堂銀座ビル（東京都中央
区）にて開催し、約170名の方が来場しました。
第１回目となる今回は、「がんを経験され、外見上にお悩みをお持ちのご本人やご家族が、前を向いて未来へ
歩んでいただきたい」との想いのもと、第１部では医療ソーシャルワーカーによる「化粧のちから」に関する
講演、第2部では、がん治療による肌のくすみや、眉、まつ毛の脱毛など、外見上のお悩みをお持ちの方に向
けた、当センター美容技術者による、専用アイテムを使用したメーキャップテクニックの紹介を行いました。
講演後は、当センターの見学に加え、自由参加できるふれあい体験ブースを設け、ハンドマッサージや手が美
しくみえる色体験、カバーメーキャップなどを体験いただきました。
参加された方からは、「治療に対して前向きに取り組みたいと思った」「いざという時、知っておくと役立つ
情報で参考になった」「楽しく、悩みに対する方法を体験できた」などの声をいただきました。
資生堂 ライフクオリティー ビューティーセンターでは今後も、肌に深いお悩みをお持ちの方を「化粧のちか
ら」でお手伝いしてまいります。

「資生堂公開講座」にて、がん患者さんへの美容ケア情報を紹介

医療ソーシャルワーカー 大沢氏による講演

 

2014年2月8日（土）、9日（日）、「第28回日本がん看護学会学術集会」（新潟市）にて、資生堂 ライフク
オリティー ビューティーセンターが企業展示ブースを出展しました。
全国から約3,800名の看護師などが参加されている中、会場では当センターの専門の教育を受けたスタッフが
美容ケア情報として、「脱毛時の眉の描き方」や「濃いくすみなどのカバー方法」をデモンストレーションに
てご紹介しました。
展示ブースに立ち寄られた看護師からは、「悩みをもつ患者さんは多いけれど、実際にどんなアドバイスをし
てよいかわらなかった。資生堂でこのような活動をしていると知って安心した」「患者さんに教えてあげた
い」などの声をいただき、メーキャップへの関心の高さが伺えました。

「第28回日本がん看護学会学術集会」にて、がん患者さんへの美容ケア情報を
紹介
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資生堂 ライフクオリティー ビューティーセンターでは、プライバシーが保たれた個室で、治療の副作用にと
もなう美容上のお悩みをカバーする方法をご紹介しています。
また、今回ご案内した『パーフェクトカバー ファンデーション』は、資生堂 ライフクオリティー ビューティ
ー契約店で取り扱っています。 資生堂では今後も、肌に深いお悩みをお持ちの方を「化粧のちから」でお手
伝いしてまいります。

看護師に、濃いくすみのカバー方法を伝えるスタッフ パーフェクトカバー ファンデーションなどの展示

2013年7月10日（水）、東京都港区白金にある明治学院大学にて「"化粧のちから" 体験講座」を開催し、同
校の学生約160名が参加しました。

同校では、学生一人ひとりの人間性を豊かにし、学生生活を充実させることを目的として、学生の要望や社会
動向を踏まえた内容で、2012年度より課外講座プロジェクトをスタートしました。「化粧を通じて心まで豊
かになっていただくことが原点」という資生堂の活動に共感いただき、今回の講座開講となりました。

講座は第1部と2部にて構成されています。第1部は『化粧のちから それは希望』と題し、①社会とつながる
ことで人生が変わる「長年取り組み続けてきた資生堂ライフクオリティー メーキャップ活動」 ②生きるため
の化粧「紫外線から肌を守る」 ③自己表現「就活そして社会人―演出する印象と自分への自信―」について
の講演とデモンストレーションを約1時間受講いただきました。

第2部では、『体験しよう、化粧のちから』をテーマにブースを3つ設けて「あざのカバー」「紫外線と肌」
「男子学生の身だしなみ（正しい洗顔方法）」の実習を通して「化粧のちから」を体感いただきました。
参加した学生からは「資生堂のCSR活動の奥深さが理解できた」「カバーメーキャップの実習は貴重な体験だ
った」「身だしなみをプロの方から学べて自信がもてた」などの声をいただきました。

また大学からも、「講演に加えて、実習を交えての体験講座という本学初の試みでしたが、皆さまのお力で、
かつてない手応えを感じた講座となりました。心より感謝申し上げます」とのお言葉をいただきました。

資生堂では今後も、このような講座を実施していくことで、「化粧のちから」を通じて多くの学生に資生堂の
活動・正しい化粧品の使用方法などを理解いただき、資生堂の愛用者拡大につなげてまいります。

明治学院大学にて「 "化粧のちから" 体験講座」開催
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第1部講演の様子 正しい日やけ止めの使い方実習の様子

「資生堂ライフクオリティー ビューティーセミナー」は、1949 年に高校卒業予定者を対象に、社会人の身だしなみとし
ての化粧法を知っていただくことをめざし、「整容講座」としてスタートしました。
以来、この活動は60年以上にわたり、すべてのお客さまに美しくなっていただきたいという想いのもと、高齢者や障がい
のある方など、参加者や目的に応じて内容を変え、発展してきました。
また、このセミナーは「美と健康を通じて社会のお役に立つ」という当社の理念に基づくCSR活動の柱のひとつとして、
グローバルで展開しており、主にアジアでは高齢者や障がいのある方、欧州・米州ではがん患者の方などを対象に開催し
ています。2012 年度は、日本をはじめ中国、ドイツ、アメリカなど、18カ国1地域※で延べ2,206 件のセミナーを開催
し、延べ38,525 名の方に参加いただきました。なお、国内では2011 年に事業化した「高齢者美容サービス」と、これま
で実施してきた、高齢者、障がいのある方や、学生、社会人などを対象とした各種美容セミナーを統合、2013 年7月より
「資生堂ライフクオリティー事業」として超高齢社会の抱える課題解決にも貢献するサステナブルな活動を展開します。
資生堂では今後も、こうした「化粧のちから」を活かしたセミナーを通して、より多くの方々の幅広い化粧ニーズにお応
えし、一人ひとりの方がよりよく健やかな日々を過ごすためのお手伝いを続けていきます。
※18カ国1地域・・・日本、中国、シンガポール、韓国、タイ、ベトナム、マレーシア、ニュージーランド、オーストラリア、フランス、ドイ
ツ、イタリア、スペイン、ロシア、ギリシャ、カナダ、アメリカ、ブラジル、台湾

日本 高齢者福祉施設でのセミナーの様子 ドイツ 医療機関でのセミナーの様子

資生堂ライフクオリティー ビューティーセミナー
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立教女学院中学校・高等学校における授業 國學院大學久我山中学高等学校における授業

資生堂では、自然科学分野で指導的研究者をめざす女性への支援や、40年以上にわたる皮膚科領域への助成を通じ、科学界
および皮膚科領域の発展に貢献しています。 また、美容皮膚研究分野では、医療法人財団花椿会の寄付により「南青山皮膚
科　スキンナビクリニック」を開設しています。その研究成果は、すべての方のQOL（Quality of Life=生活の質）向上をめ
ざし、新たな化粧品開発や美容医療に役立てられています。この功績が認められ、日本美容皮膚科学会からも表彰されてい
ます。

資生堂では、「女性の理系人材の育成」という日本の社会課題解決の一助となるべく、2011年度より女子中高生（中学3年
～高校1年）を対象に、資生堂の豊富な技術と人材を活かした理系進路選択支援活動を開始しました。
具体的には、資生堂の研究員などの理系出身社員が講師となり、女子中高生に対し、学問としての理科への興味を喚起する
とともに、「理系を選択することで導かれる将来の選択肢の広さ・可能性」について、体験を踏まえたキャリア教育を行っ
ています。
2013年度は、立教女学院中学校・高等学校、國學院大學久我山中学高等学校など、7校で実施し、延べ約650人の中高生を
対象に理系の進路選択の魅力を伝えてきました。
授業を受けた生徒からは、「理系に進んだ先の職業選択の幅の広さがわかった」などの感想が寄せられています。また、講
師を担当した研究員にとっても自身の原点を振り返る良い機会となっています。
今後も学校側と連携をとりながら、資生堂にしかできない社会活動を提示することで、女子中高生が将来の“夢”を設計する
後押しを行い、科学技術立国日本を支える未来の理系人材育成に貢献してまいります。

資生堂では、社員への「仕事」と「育児」両立支援にとどまらず、育児期の女性の多様な悩みについて社会全体で共有し応
えるための取り組みを行っています。

女性活躍支援

女性研究者・学術支援活動

女子中高生の理系進路選択支援

子育て支援
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首都圏に勤務する子育て社員の「仕事」と「育児」の両立支援の一環とし
て、2003年9月に事業所内保育所「カンガルーム汐留」をオープンしまし
た。

"企業が連携して子育て環境を改善していく"という考えに基づき、主旨賛
同の近隣企業へ定員枠の一部を開放しています。当施設により「いつでも
安心して復職することができる」「子どもが近くにいる安心感」「迎え時
間が不要なため、仕事に集中できる」など、働き方の意識改革やワーク・
ライフ・バランスの実現へ大きく貢献しています。

社員への仕事と育児・介護の両立支援についてはこちら

事業所内保育所「カンガルーム汐留」

資生堂ランニングクラブは「強く・早く・美しく」をスローガンとして活動しています。
女性アスリートの支援を通じ、“自己に克つ強さ”“早く走る能や技術”のみならず、“おもてなしの心”を育成し、心・技・体3
拍子整った“資生堂ならではの健康美”を提唱していきます。
クラブに所属する選手を育成するとともに、社会貢献活動として、「社外ランニング教室・講演会」「地域ランニングイベ
ントへの参加」を積極的に推進し、子どもから高齢者までの一般市民ランナーに“走ることの楽しさ”や“健康増進効果”をお伝
えしています。

資生堂ランニングクラブ

化粧品使用の低年齢化に伴い、自己流の化粧法によって肌あれなどを起こ
す子どもが増えています。資生堂では、肌が変わる思春期直前の子どもた
ちに向けて、正しい手入れ法を身につけて末永く美しい肌を守っていただ
くために、紫外線対策や洗顔方法などの美容生活情報をわかりやすく発信
しています。

小学校における体験型出前授業「資生堂子どもセミナー」の実施
ウェブサイトウェブサイト「キッズのためのキレイクラブ 」での美容生
活情報発信活動
保健授業をサポートする映像教材（DVD）・校内掲示用かべ新聞・児
童配付用リーフレットの無償提供

「資生堂子どもセミナー」へのお問い合わせは、メールにてお願いいたし
ます。

「資生堂子どもセミナー」の様子

子どものための取り組み

ジュニア層へ向けた美容生活情報の提供活動

Copyright (C) 1995-2014Shiseido Co., Ltd. All Rights Reserved.　
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資生堂が企業として社会的責任を果たすための仕組みづくりです。

組織統治

資生堂は、「お客さま」「取引先」「株主」「社員」「社会・地球」というすべてのステークホルダーから「価値ある企業
として支持され続けるために、企業価値・株主価値の最大化に努めるとともに、社会的な責任を果たし、かつ持続的な成
長、発展を遂げていくことが重要であるとの認識に立ち、コーポレートガバナンス（企業統治）の強化に努めています。

コーポレートガバナンス

資生堂は、お客さま、お取引先、社員、株主、社会・地球という

すべてのステークホルダーから「価値ある企業」として支持され続けるために、

中長期的な企業価値・株主価値の最大化に努めるとともに、社会的な責任を果たし、

かつ持続的な成長、発展を遂げていくことが重要であると認識しています。

これを実現するために必要な「経営の透明性・公正性・迅速性」の向上に向け、

コーポレートガバナンス（企業統治）の強化に努めます。

コーポレートガバナンス

コーポレートガバナンスの基本方針

当社の取締役会は社外取締役3名を含む取締役7名で構成され、代表取締役 執行役員社長が議長を務め、少人数で迅速な意思
決定を行う体制としています。取締役会は最低毎月1回開催し、重要事項はすべて付議されています。

また、執行役員制度を採用し、意思決定・監督を担う取締役会の機能と、業務執行を担う執行役員の機能を分離していま
す。さらに、執行役員が重要案件の業務遂行を決裁する「Executive Committee」、および執行役員により当社の中期計
画・年度計画に関する事項を定める「経営戦略会議」「経営計画会議」を設けることで、執行役員への権限委譲を進め、責
任の明確化と経営のスピードアップを図っています。これらの3つの会議は、CEO（最高経営責任者）である社長が議長を務
めています。このほか、各執行役員は担当執行役員の意思決定を行う会議において、業務執行に係る意思決定を行うほか、
取締役会やExecutive Committee等への提案事項等を審議しています。なお、取締役および執行役員の任期は1年としてい
ます。

経営に外部視点を取り入れ、業務執行に対する一層の監督機能の強化を図ることを目的に、2006年度より独立性の高い社外
取締役2名を起用しています。2011年には更に1名追加し、3名の独立性の高い社外取締役を起用しています。

これに加えて、社外取締役を除く5名のうちの2名は当社以外でのキャリアを持つ人材であるなど、取締役のダイバーシティ
（多様性）を確保しています。あわせて、執行役員についても、若手の登用などを進めており、執行能力の向上を図ってい
ます。

（2015年4月1日現在）

コーポレートガバナンス

経営・執行体制

取締役会、執行役員が関連する会議
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このほか、経営の透明性・客観性を高める観点から、取締役会の諮問機関として、役員の報酬制度などの答申案を策定する
「役員報酬諮問委員会」と取締役・執行役員候補の選抜などの答申案の策定を行う「役員指名諮問委員会」を設置していま
す。いずれの委員会も社外取締役を委員長とし、客観性を確保しています。

「役員報酬諮問委員会」では、さらなるグローバル化の進展を見据え、欧州企業の報酬制度を参考に、業績や株価との連動
性をより高めた役員報酬制度の答申案を策定し、2008年度に取締役会において報酬制度を改定しました。

「役員指名諮問委員会」では、新任執行役員候補の選抜のほか、トップマネジメント力の強化を狙いに、執行役員の在任期
間の上限設定や昇降格・退任のルールなどを構築し、透明性の高い厳正な運用を行っています。なお、執行役員の在任期間
の上限は、同一役位で原則4年、最大6年としています。

取締役会諮問委員会
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当社では社長直轄の監査部が、グループ全体を対象に、業務執行の適正性を監査するとともに、内部統制の有効性を評価
し、その結果を取締役会および監査役に報告しています。
このほか、安全、環境、情報システムなどの専門領域は、それぞれの担当部門が主管となり監査を実施しています。

当社は、常勤監査役2名と、独立役員である非常勤の社外監査役3名で監査役会を構成しています。監査役は、取締役会その
他重要な会議への出席などを通じ、取締役の業務執行の適法性・妥当性について監査しています。また、社外監査役は、そ
れぞれの分野での豊富な経験と識見を活かし、独立的な視点で必要な助言・提言・意見を述べています。
代表取締役と監査役は、定期的な意見交換会を開催し、コーポレートガバナンスについての課題解決に向けた活動へと結び
付けています。また、監査役専従スタッフを配置するなど、監査役の監査が実効的に行われるための体制を整備していま
す。

当社は、会社法に基づく会計監査人および金融商品取引法に基づく会計監査人である有限責任あずさ監査法人により会計士
監査を受けています。
業務を執行した公認会計士の氏名および所属する監査法人名等は以下のとおりです。

（2014年6月末日現在）

所属する監査法人名 業務を執行した公認会計士の氏名等 継続監査年数

有限責任あずさ監査法人

指定有限責任社員　業務執行社員　目加田 雅洋 3年

指定有限責任社員　業務執行社員　藤井 亮司 1年

指定有限責任社員　業務執行社員　川上 尚志 4年

また、監査業務に係る補助者は、公認会計士・会計士補等で構成されています。

当社は、いわゆる三様監査（内部監査、監査役監査および会計士監査）の有効性と効率性の向上を図るため、それぞれの間
で定期的な連絡会を開催して監査計画・結果の報告、意見交換などの相互連携の強化に努めています。

コーポレートガバナンス

監査体制

内部監査

監査役監査、監査役の機能強化に関する取組状況

会計士監査

内部監査、監査役監査および会計士監査の相互連携
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当社の役員報酬制度は、社外取締役を委員長とし社外メンバーを加えた役員報酬諮問委員会で設計されており、客観的な視
点を取り入れた透明性の高い報酬制度となっています。
役員報酬は、固定報酬である「基本報酬」と、業績目標の達成度や株価によって変動する業績連動報酬によって構成され、
取締役については、執行役員としての役位が上位の者ほど業績連動報酬の割合を高く設計しており、平均では、3カ年計画お
よび各年度の業績目標達成度が100%の場合に固定報酬の比率が40%程度、業績連動報酬の比率が60%程度となるよう設計
しています。
業績連動報酬は、毎年の業績に応じて支給される「賞与」のほか、3カ年計画の目標を基準とし3カ年計画最終年度終了後に
目標達成度に応じて支給する「中期インセンティブ型報酬」としての金銭報酬、株主のみなさまとの利益意識の共有を主眼
とした「長期インセンティブ型報酬」としての株式報酬型ストックオプションからなり、当社の取締役に単年度だけでなく
中長期的な視野をもって、業績や株価を意識した経営を動機づける設計としています。
また、業務執行から独立した立場である社外取締役および監査役には、業績連動報酬は相応しくないため、固定報酬のみと
しています。
報酬の水準につきましては、同業あるいは同規模の他企業と比較して、当社の業績に見合った水準を設定しています。
なお、役員退職慰労金制度については、2004年6月29日開催の第104回定時株主総会の日をもって廃止しました。

当社取締役の役位毎の種類別報酬割合および報酬算定基準（業績連動報酬に係る目標達成率が全て100％の場合）

※各役位とも、代表取締役と取締役の報酬は同一です。

コーポレートガバナンス

役員報酬
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取締役および監査役の第114期に係る報酬等の総額

単位：百万円

（注）

1. 取締役の基本報酬は、第89回定時株主総会（1989年6月29日）決議による報酬限度額月額30百万円以内です。また、監査役の基本報酬は、第10
回定時株主総会(2005年6月29日）決議による報酬限度額月額10百万円以内です。

2. 上記の基本報酬には、当社の子会社の取締役を兼務している当社取締役1名に対し、当該子会社4社が当社を経由して支払った2013年度に係る基本
報酬31百万円が含まれています。また、2011年度から2013年度までの3カ年計画について当初の業績目標から下方修正し、これを前提に2013年
度の目標を策定したことに加え、減配を決定したことを重く受け止め、代表取締役の前田新造氏について基本報酬を減額したほか、支給対象の取
締役の賞与も引き下げました（代表取締役：基準額を40％引き下げ　取締役：基準額を20％引き下げ）。

3. 取締役の中期インセンティブ型報酬は、第111回定時株主総会（2011年6月24日）決議によるものです。代表取締役カーステン・フィッシャー氏
を除く取締役の本報酬は、2013年度末までの3カ年計画での目標であった3カ年の年平均売上高成長率6％、連結営業利益率10％の目標達成状況を
算定基準としており、これらの指標が支給下限値に達しなかったため、本報酬の支給はありません。また、社外取締役には本報酬の支給はありま
せん。代表取締役カーステン・フィッシャー氏の本報酬は、2011年4月から2014年3月末までの同氏の担当事業売上に係る目標達成率および担当
事業利益に係る目標の達成率を算定基準としています。2013年度の終了をもって当該3カ年の業績が確定して目標を達成したことにより、報酬の
見込みの額が明らかとなったため、上記表中に記載しています。表中の金額は、当該3カ年に係る報酬です。

4. 上記の取締役の長期インセンティブ型報酬（ストックオプション）は、取締役の職務執行の対価として株主総会の承認を得たうえで交付したスト
ックオプション（新株予約権）の当期費用計上額です。賞与と同様に、支給対象の取締役のストックオプションとして割り当てる新株予約権に係
る報酬等の額を引き下げました（代表取締役：報酬等の額を40％引き下げ　取締役：報酬等の額を20％引き下げ）。

5. 上記支給額のほか、当社取締役3名に対して、当該取締役が取締役を兼務しない執行役員の地位にあったときに付与されたストックオプションの当
期費用計上額13百万円があります。

6. 取締役全員および監査役全員について上記の役員報酬（注1.～5.に記載したものを含む）以外の報酬の支払いはありません。
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2. 上記の基本報酬には、代表取締役カーステン・フィッシャー氏に対し、同氏が取締役を兼務している当社の子会社4社が当社を経由して支払った
2013年度に係る基本報酬31百万円が含まれています。

3. 中期インセンティブ型報酬について

は

、「取締役および監査役の第114期に係る報酬等の総額」の注3.の通りです。

4. 上記の取締役の長期インセンティブ型報酬（ストックオプション）は、取締役の職務執行の対価として株主総会の承認を得たうえで交付したスト
ックオプション（新株予約権）の当期費用計上額です。賞与と同様に、支給対象の取締役のストックオプションとして割り当てる新株予約権に係
る報酬等の額を引き下げました（代表取締役：報酬等の額を40％引き下げ　取締役：報酬等の額を20％引き下げ）

5. 上記2名の取締役について上記の役員報酬（注1.～4.に記載したものを含む）以外の報酬の支払いはありません。

単位：百万円

（注）

1. 2011年度から2013年度までの3カ年計画について当初の業績目標から下方修正し、これを前提に2013年度の目標を策定したことに加え、減配を
決定したことを重く受け止め、代表取締役の前田新造氏について基本報酬を減額したほか、支給対象の取締役の賞与も引き下げました（代表取締
役：基準額を40％引き下

げ

　取締役：基準額を20％引き下げ）。

代表取締役および報酬等の総額が1億円以上である取締役の第114期に係る報酬等の種類別の額
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前3カ年計画期間中の社外取締役を除く取締役の当該3カ年に係る報酬の種類別の割合

2011年4月から2014年3月末までの当社の3カ年計画の期間に対応した取締役（社外取締役を除く）への報酬の種類別の比
率は、下表のとおりです。なお、子会社の取締役を兼務する取締役の子会社からの報酬を含んでおり、長期インセンティブ
としての株式報酬型ストックオプションは当3カ年にかかる取締役の報酬のみを算入しています。
2012年度に係る賞与の支給がなかったことや、2011年度から2013年度までの3カ年計画について当初の業績目標からの下
方修正を行い、2013年度の業績連動報酬を引き下げたことなどにより、以下のような固定報酬部分と業績連動報酬部分との
比率となっています。

会計監査人へ支払うべき報酬等の額

単位：百万円

（注） 
当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的
にも区分できないため、「第113期に係る会計監査人としての報酬等の額」にはこれらの合計額を記載しています。
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コーポレートガバナンスの報告書

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 
資生堂は「お客さま」「取引先」「株主」「社員」「社会・地球」という全てのステークホルダーから「価値ある企業」として支持され続けるために、 
企業価値・株主価値の最大化に努めるとともに、社会的な責任を果たし、かつ持続的な成長、発展を遂げていくことが重要であるとの認識に立ち、 
コーポレートガバナンス（企業統治）の強化に努めています。  

２．資本構成 

【大株主の状況】
 

補足説明 

特になし。  

３．企業属性 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 
―――  

コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE Shiseido Company, Limited

最終更新日：2014年10月10日
株式会社資生堂

代表取締役 執行役員社長 魚谷雅彦
問合せ先：IR部（03-6218-5530）

証券コード：4911
http://www.shiseidogroup.jp/

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

外国人株式保有比率 30%以上

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 29,625,800 7.40
ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳＥ ＢＡＮＫ ３８００５５ 28,039,628 7.00
株式会社みずほ銀行 23,526,732 5.88
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 13,833,100 3.45
資生堂従業員自社株投資会 9,695,032 2.42
損害保険ジャパン日本興亜株式会社 5,934,497 1.48
日本生命保険相互会社 5,615,653 1.40
三井住友海上火災保険株式会社 5,600,000 1.40
ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ ＣＯ． （ＡＶＦＣ） ＳＵＢ Ａ／Ｃ ＮＯＮ ＴＲＥＡＴＹ 5,494,037 1.37
ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ 4,869,293 1.21

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 化学

直前事業年度末における（連結）従業員
数 1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 50社以上100社未満

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 
特になし。  
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Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

会社との関係(1) 

※１ 会社との関係についての選択項目 

会社との関係(2) 

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数 3 名

氏名 属性 会社との関係(※１)
a b c d e f g h i

岩田 彰一郎 他の会社の出身者     ○   ○  
永井 多惠子 その他        ○  
上村 達男 学者        ○  

a 親会社出身である
b 他の関係会社出身である
c 当該会社の大株主である
d 他の会社の社外取締役又は社外監査役を兼任している
e 他の会社の業務執行取締役、執行役等である
f 当該会社又は当該会社の特定関係事業者の業務執行取締役、執行役等の配偶者、三親等以内の親族その他これに準ずる者である
g 当該会社の親会社又は当該親会社の子会社から役員としての報酬等その他の財産上の利益を受けている
h 本人と当該会社との間で責任限定契約を締結している
i その他

氏名 独立
役員 適合項目に関する補足説明

当該社外取締役を選任している理由（独立
役員に指定している場合は、独立役員に指

定した理由を含む）

岩田彰一郎氏は、アスクル株式会社の代 
表取締役社長 兼 CEOを兼務しており、当 
社の取引先の業務執行者」および「社外 
役員の相互就任の関係にある先の業務 
執行者」に該当いたします。 
 
当社は、同社から文具等を購入しており 
ます。当連結会計年度における支払実績 
は、当社の当連結会計年度における売上 
原価、販売費および一般管理費の合計額 
の0.1％未満であり、当社から見た取引額 
は僅少であります。 
同社の当社への文具等の売上実績は、 
同社の2013年5月期の売上高の0.1％未 
満であり、同社から見た取引額は僅少で 
あります。 
当社グループは同社グループから文具等 
を購入しております。当社グループの当 
連結会計年度における同社グループへの 
支払実績は、当社連結ベースにおける当 

＜社外取締役選任理由と当社における 
役割・機能＞ 
 
異業種・他業界の現役経営者として、従来 
の枠組みにとらわれることのない視点を 
当社経営に反映させるため、同氏を社外 
取締役に選任しています。 

岩田 彰一郎 ○

連結会計年度の売上原価、販売費および 
一般管理費の合計額の0.1％未満であり、 
当社グループから見た取引額は僅少で 
あります。 
同社グループの当社グループへの文具 
等の売上実績は、同社グループの2013年 
5月期の連結売上高の約0.1％であり、同 
社グループから見た取引額は僅少であり 
ます。 
 

同氏は独立的な視点で必要な意見を述べ 
ているほか、「役員報酬諮問委員会」の委員 
長を担当し、役員の報酬制度などの答申案 
策定のとりまとめを行っています。 
 
 
＜独立役員基準該当状況と独立役員 
指定理由＞ 
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当社グループは、同社グループにオフィ 
ス用トイレタリー製品等を販売しておりま 

 
 同氏は、以下の1.から5.に掲げる事項の 
いずれにも該当しておらず、充分な独立性 

ているほか、「役員指名諮問委員会」の 

す。当社グループの当連結会計年度にお 
ける同社グループへの販売実績は、当社 
の当連結会計年度における連結売上高 
の0.1％未満であり、当社グループから見 
た取引額は僅少であります。 
同社グループの当社グループからのオフ 
ィス用トイレタリー製品等の仕入額は、同 
社の2013年5月期の連結売上原価の約 
0.1％であり、同社グループから見た取引 
額は僅少であります。 
同社は、当社グループ製品ではないオフ 
ィス用トイレタリー製品等のカタログ販売 
を行っております。当社グループ製品で 
はないオフィス用トイレタリー製品等の販 
売実績は、同社の2013年5月期の売上高 
の約0.7％であり、同社における当社グル 
ープとの競業取引の金額は僅少でありま 
す。 
同社の社外取締役である斎藤忠勝氏は、 
1997年6月から2004年6月まで当社の取 
締役を務めておりましたが、現在は当社と 
特記すべき関係はありません。 

 
同氏の会社法および同施行規則に定める 
「重要な兼職の状況」は、以下の通りで 
す。 

 
・アスクル株式会社 代表取締役社長 兼  
CEO 

 
なお当社は、「重要な兼職の状況」につい 
て、独立性の観点だけでなく「主な職業」 
その他の観点も加え、多面的に兼職の重 
要性を判断しています。

 を有しています。また、同氏は、当社が定める 
「社外役員の独立性に関する判断基準」もクリ 
アしています。 
このことから、一般株主の利益保護の役割を 
充分に果たすことができると判断し、独立役員 
に指定しています。 
 
 1.当社の親会社又は兄弟会社の業務 
  執行者等 
 2.当社を主要な取引先とする者若しくは 
  その業務執行者等又は当社の主要な 
  取引先若しくはその業務執行者等 
 3.当社から役員報酬以外に多額の金銭 
  その他の財産を得ているコンサルタント、 
  会計専門家又は法律専門家 
 4.当社の主要株主 
 5.次の（a）又は（b）に掲げる者（重要で 
  ない者を除く）の近親者 
   （ａ）1.から4.までに掲げる者 
   （ｂ）当社又は当社の子会社の業務 
      執行者等 

永井 多惠子 ○

永井多惠子氏につきましては、「当社の取 
引先の業務執行者」、「社外役員の相 
互就任の関係にある先の業務執行者」お 
よび「当社が寄付を行っている先の業務 
執行者」のいずれにも該当しません。 
 同氏の会社法および同施行規則に定める 
「重要な兼職の状況」は、以下の通りで 
す。 
 ・公益財団法人せたがや文化財団 代表 
理事 ・三井化学株式会社 社外取締役 
・公益社団法人国際演劇協会 代表理事 
 なお当社は、「重要な兼職の状況」につい 
て、独立性の観点だけでなく「主な職業」 
その他の観点も加え、多面的に兼職の重 
要性を判断しています。

＜社外取締役選任理由と当社における 
役割・機能＞ 
 
文化・芸術に造詣が深く、社会、文化、 
消費生活など幅広い視点を当社の経営 
に反映していただくため、同氏を社外取締 
役に選任しています。 
 
＜独立役員基準該当状況と独立役員 
指定理由＞ 
 同氏は、以下の1.から5.に掲げる事項の 
いずれにも該当しておらず、充分な独立性 
を有しています。また、同氏は、当社が定める 
「社外役員の独立性に関する判断基準」もクリ 
アしています。 
このことから、一般株主の利益保護の役割を 
充分に果たすことができると判断し、独立役員 
に指定しています。 

  1.当社の親会社又は兄弟会社の業務 
  執行者等 
 2.当社を主要な取引先とする者若しくは 
  その業務執行者等又は当社の主要な 
  取引先若しくはその業務執行者等 
 3.当社から役員報酬以外に多額の金銭 
  その他の財産を得ているコンサルタント、 
  会計専門家又は法律専門家 
 4.当社の主要株主 
 5.次の（a）又は（b）に掲げる者（重要で 
  ない者を除く）の近親者 
   （ａ）1.から4.までに掲げる者 
   （ｂ）当社又は当社の子会社の業務 
      執行者等

＜社外取締役選任理由と当社における 
役割・機能＞ 
 
法律知識に加え、資本市場・コーポレート 
ガバナンスに関する経験・識見を当社経営 
に反映させるため、同氏を社外取締役に 
選任しています。 
同氏は独立的な視点で必要な意見を述べ 

○男達 村上

上村達男氏につきましては、「当社の取 
引先の業務執行者」、「社外役員の相 
互就任の関係にある先の業務執行者」お 
よび「当社が寄付を行っている先の業務 
執行者」のいずれにも該当しません。 

 

同氏の会社法および同施行規則に定める 
「重要な兼職の状況」は、以下の通りで 
す。 

・早稲田大学 法学部教授 
・日本放送協会 経営委員（委員長職務 
代行者） 

なお当社は、「重要な兼職の状況」につい 
て、独立性の観点だけでなく「主な職業」 
その他の観点も加え、多面的に兼職の重 
要性を判断しています。

委員長を担当し、取締役・執行役員候補の 
選抜などの答申案策定の取りまとめを行っ 
ています。 
 
 
＜独立役員基準該当状況と独立役員 
指定理由＞ 
 
同氏は、以下の1.から5.に掲げる事項の 
いずれにも該当しておらず、充分な独立性 
を有しています。また、同氏は、当社が定める 
「社外役員の独立性に関する判断基準」もクリ 
アしています。 
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このことから、一般株主の利益保護の役割を 
充分に果たすことができると判断し、独立役員 
に指定しています。 

  1.当社の親会社又は兄弟会社の業務 
  執行者等 
 2.当社を主要な取引先とする者若しくは 
  その業務執行者等又は当社の主要な 
  取引先若しくはその業務執行者等 
 3.当社から役員報酬以外に多額の金銭 
  その他の財産を得ているコンサルタント、 
  会計専門家又は法律専門家 
 4.当社の主要株主 
 5.次の（a）又は（b）に掲げる者（重要で 
  ない者を除く）の近親者 
   （ａ）1.から4.までに掲げる者 
   （ｂ）当社又は当社の子会社の業務 
      執行者等

【監査役関係】 

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

監査役は、会計監査人の監査手続・日程に関する監査計画について説明を受け意見交換しています。また、会計監査人より事業年度を 
通じて監査の方法およびその結果について報告を受けています。 
監査役は、内部監査部門による内部監査計画ならびに監査・調査の結果について報告を受け、必要案件について意見交換しています。 
また、これらに加え、代表取締役と監査役との間で定期的な意見交換会を実施しています。 

会社との関係(1) 

※１ 会社との関係についての選択項目 

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 員数の上限を定めていない

監査役の人数 5 名

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数 3 名

氏名 属性 会社との関係(1)
a b c d e f g h i

原田 明夫 弁護士    ○    ○  
大塚 宣夫 その他        ○  
辻山 栄子 公認会計士    ○    ○  

a 親会社出身である
b その他の関係会社出身である
c 当該会社の大株主である
d 他の会社の社外取締役又は社外監査役を兼任している
e 他の会社の業務執行取締役、執行役等である
f 当該会社又は当該会社の特定関係事業者の業務執行取締役、執行役等の配偶者、三親等以内の親族その他これに準ずるものである
g 当該会社の親会社又は当該親会社の子会社から役員としての報酬等その他の財産上の利益を受けている
h 本人と当該会社との間で責任限定契約を締結している
i その他

会社との関係(2) 

氏名 独立
役員 適合項目に関する補足説明

当該社外監査役を選任している理由（独立
役員に指定している場合は、独立役員に指

定した理由を含む）

原田 明夫 ○

原田明夫氏につきましては、「当社の取 
引先の業務執行者」、「社外役員の相 
互就任の関係にある先の業務執行者」お 
よび「当社が寄付を行っている先の業務 
執行者」のいずれにも該当しません。 

 

同氏の会社法および同施行規則に定める 
「重要な兼職の状況」は、以下の通りで 
す。 

 

・セイコーホールディングス株式会社 社 
外取締役 
・住友商事株式会社 社外取締役 
・山崎製パン株式会社 社外取締役 

＜社外監査役選任理由と当社における 
役割・機能＞ 
 
法務分野を中心とした豊富な経験と識見 
によって、監査役監査の客観性や中立性 
を保つため、同氏を社外監査役に選任して 
います。 
同氏は独立的な視点で必要な意見を述べ 
ています。 
 
 ＜独立役員基準該当状況と独立役員 
指定理由＞ 
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 ・公益財団法人東京大学学生キリスト教 
青年会 代表理事 
・一般財団法人日本刑事政策研究会 代 
表理事 
・公益財団法人国際民商事法センター  
代表理事 

 

なお当社は、「重要な兼職の状況」につい 
て、独立性の観点だけでなく「主な職業」 
その他の観点も加え、多面的に兼職の重 
要性を判断していま 
す。

 

同氏は、以下の1.から5.に掲げる事項の 
いずれにも該当しておらず、充分な独立性 
を有しています。また、同氏は、当社が定める 
「社外役員の独立性に関する判断基準」もクリ 
アしています。 
このことから、一般株主の利益保護の役割を 
充分に果たすことができると判断し、独立役員 
に指定しています。  
 1.当社の親会社又は兄弟会社の業務 
  執行者等 
 2.当社を主要な取引先とする者若しくは 
  その業務執行者等又は当社の主要な 
  取引先若しくはその業務執行者等 
 3.当社から役員報酬以外に多額の金銭 
  その他の財産を得ているコンサルタント、 
  会計専門家又は法律専門家 
 4.当社の主要株主 
 5.次の（a）又は（b）に掲げる者（重要で 
  ない者を除く）の近親者 
   （ａ）1.から4.までに掲げる者 
   （ｂ）当社又は当社の子会社の業務 
      執行者等

大塚 宣夫 ○

大塚宣夫氏につきましては、「当社の取 
引先の業務執行者」、「社外役員の相 
互就任の関係にある先の業務執行者」お 
よび「当社が寄付を行っている先の業務 
執行者」のいずれにも該当しません。 
 同氏の会社法および同施行規則に定める 
「重要な兼職の状況」は、以下の通りで 
す。 
 ・医療法人社団慶成会 会長 
なお当社は、「重要な兼職の状況」につい 
て、独立性の観点だけでなく「主な職業」 
その他の観点も加え、多面的に兼職の重 
要性を判断しています。

＜社外監査役選任理由と当社における 
役割・機能＞ 
 
医療法人の経営者としての経験と識見に 
よって、監査役監査の客観性や中立性を 
保つため同氏を社外監査役に選任してい 
ます。 
同氏は独立的な視点で必要な意見を述べ 
ています。 
 
 ＜独立役員基準該当状況と独立役員 
指定理由＞ 
 同氏は、以下の1.から5.に掲げる事項の 
いずれにも該当しておらず、充分な独立性 
を有しています。また、同氏は、当社が定める 
「社外役員の独立性に関する判断基準」もクリ 
アしています。 
このことから、一般株主の利益保護の役割を 
充分に果たすことができると判断し、独立役員 
に指定しています。 

 
 
1.当社の親会社又は兄弟会社の業務 
  執行者等 
 2.当社を主要な取引先とする者若しくは 
  その業務執行者等又は当社の主要な 
  取引先若しくはその業務執行者等 
 3.当社から役員報酬以外に多額の金銭 
  その他の財産を得ているコンサルタント、 
  会計専門家又は法律専門家 
 4.当社の主要株主 
 5.次の（a）又は（b）に掲げる者（重要で 
  ない者を除く）の近親者 
   （ａ）1.から4.までに掲げる者 
   （ｂ）当社又は当社の子会社の業務 
      執行者等

＜社外監査役選任理由と当社における 
役割・機能＞ 
 
財務・会計・税制の専門家としての経験と識見 
によって、監査役監査の客観性や中立性を保 

○子栄 山辻

辻山栄子氏につきましては、「当社の取 
引先の業務執行者」、「社外役員の相 
互就任の関係にある先の業務執行者」お 
よび「当社が寄付を行っている先の業務 
執行者」のいずれにも該当しません。 

 
同氏の会社法および同施行規則に定める 
「重要な兼職の状況」は、以下の 
通りです。 

 

・早稲田大学 商学部教授、大学院 商学 
研究科教授 
・三菱商事株式会社 社外監査役 
・オリックス株式会社 社外取締役 
・株式会社ローソン 社外監査役 
・株式会社NTTドコモ 社外監査役 

 

なお当社は、「重要な兼職の状況」につい 
て、独立性の観点だけでなく「主な職業」 
その他の観点も加え、多面的に兼職の重 
要性を判断しています。

つため同氏を社外監査役に選任しています。 
 
 
＜独立役員基準該当状況と独立役員 
指定理由＞ 
 
同氏は、以下の1.から5.に掲げる事項の 
いずれにも該当しておらず、充分な独立性 
を有しています。また、同氏は、当社が定める 
「社外役員の独立性に関する判断基準」もクリ 
アしています。 
このことから、一般株主の利益保護の役割を 
充分に果たすことができると判断し、独立役員 
に指定しています。 
  1.当社の親会社又は兄弟会社の業務 
  執行者等 
 2.当社を主要な取引先とする者若しくは 
  その業務執行者等又は当社の主要な 
  取引先若しくはその業務執行者等 
 3.当社から役員報酬以外に多額の金銭 
  その他の財産を得ているコンサルタント、 
  会計専門家又は法律専門家 
 4.当社の主要株主 
 5.次の（a）又は（b）に掲げる者（重要で 
  ない者を除く）の近親者 
   （ａ）1.から4.までに掲げる者 
   （ｂ）当社又は当社の子会社の業務 
      執行者等
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【独立役員関係】 

その他独立役員に関する事項 

当社は「社外役員の独立性に関する判断基準」(以下、判断基準という) およびこれに付随する「各種届出書類・開示書類における関 係性記載の 
省略のための軽微基準」(以下、軽微基準という)を以下のとおり定めております。本報告書では、軽微基準にしたがい独立役員の兼務先と当社と 
の関係性の記載を一部省略しています。 
 
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 
＜社外役員の独立性に関する判断基準＞ 
 
株式会社資生堂(以下、当社という)は、当社の社外取締役および社外監査役(以下、併せて「社外役員」という)または社外役員候補者が、当社 
において合理的に可能な範囲で調査した結果、次の各項目の要件を全て満たすと判断される場合に、当社は当該社外役員または当該社外役員 
候補者が当社に対する十分な独立性を有しているものと判断します。 
 
1. 現に当社および当社の関係会社(注1)(以下、併せて「当社グループ」という)の業務執行者(注2)ではなく、かつ過去においても業務執行者で 
あったことが一度もないこと。 
社外監査役にあっては、これらに加え、当社グループの業務執行を行わない取締役および会計参与(会計参与が法人の場合はその職務を行う 
べき社員）であったことが一度もないこと。 
 
2. 現事業年度および過去9事業年度(以下、これらの事業年度を「対象事業年度」という)において、以下の各号のいずれにも該当していないこ 
と。 
1）当社グループを主要な取引先としている者（注3）、またはその業務執行者(対象事業年度において一度でもその業務執行者であった者 を含 
む。以下、本項の第2）号ないし第4）号において同じ）。 
2）当社グループの主要な取引先(注4）、またはその業務執行者。 
3）当社の議決権の10％以上の議決権を直接または間接的に現に保有しもしくは対象事業年度において保有していた当社の大株主、または その 
業務執行者。 
4）当社グループが総議決権の10％以上の議決権を直接または間接的に現に保有しもしくは対象事業年度において保有していた者の業務執行 
者。 
5）対象事業年度において当社グループから役員報酬以外に多額の金銭その他の財産(注5)を得ているコンサルタント、会計専門家および 法律 
専門家。なお、これら者が法人、組合等の団体である場合は当該団体に所属する者(対象事業年度において一度でも当該団体に所属していた者 
を含む。以下、本項第6）号および第7）号において同じ）を含む。 
6）対象事業年度において当社グループから多額の金銭その他の財産(注5)による寄付を受けている者。なお、これらの者が法人、組合等の団体 
である場合は当該団体に所属する者を含む。 
7）当社の会計監査人（対象事業年度において一度でも当社の会計監査人であった者を含む）。なお、会計監査人が法人、組合等の団体である場 
合は当該団体に所属する者を含む。 
 
3. 以下の各号に掲げる者の配偶者、2親等内の親族、同居の親族または生計を共にする者ではないこと。ただし、本項の第2）号については、社 
外監査役の独立性を判断する場合にのみ適用する。 
1）当社グループの業務執行者のうちの重要な者（注6）。 
2）当社グループのいずれかの会社の業務執行をしない取締役。 
3）第2項第1）号ないし第4）号に掲げる者。ただし、これらの業務執行者については、そのうちの重要な者（注6）に限る。 
4）第2項第5）号ないし第7）号に掲げる者。ただし、これらに所属する者については、そのうちの重要な者（注7）に限る。 
 
4. 以下の各号に掲げる「役員等の相互就任」の状況のいずれにも該当していないこと。 
1）当社の社外役員本人または当社の社外役員候補者本人が現に当社以外の国内外の会社の業務執行者、社外取締役、監査役またはこれら 
に準ずる役職（注8）に就いている場合において、当社グループの業務執行者、社外取締役、監査役（当該社外役員本人または社外役員候補者 
本人を除く）またはこれらに準ずる役職（注8）にある者が、当該会社の取締役(社外取締役を含む)、執行役、監査役(社外監査役を含む)、執行 
役員またはこれらに準ずる役職（注8）に就任している状況。 
2）当社の社外役員本人または当社の社外役員候補者本人が現に当社以外の法人（会社を除く）、その他の団体の業務執行者、役員または役 
員に準ずる役職（注9）に就いている場合において、当社グループの業務執行者、社外取締役、監査役（当該社外役員本人または社外役員候補 
者本人を除く）またはこれらに準ずる役職（注8）にある者が、当該団体の役員または役員に準ずる役職（注9）に就任している状況。

独立役員の人数 6 名

 
5. 前記1.ないし4.の他、独立した社外役員としての職務を果たせないと合理的に判断される事情を有していないこと。 
 
6. 現在において、今後前記1.ないし5.の定めに該当する予定がないこと。  
 
 
（注釈） 
注1）「関係会社」とは、会社計算規則（第2条第3項第22号）に定める関係会社をいう。 
 
注2）「業務執行者」とは、株式会社の業務執行取締役、執行役、執行役員、持分会社の業務を執行する社員(当該社員が法人である場合は、会 
社法第598条第1項の職務を行うべき者その他これに相当する者)、会社以外の法人・団体の業務を執行する者および会社を含む法人・団体の使 
用人（従業員等）をいう。 
 
注3）「当社グループを主要な取引先としている者」とは、次のいずれかに該当する者をいう。 
1：当社グループに対して製品もしくはサービスを提供している（または提供していた）取引先グループ（直接の取引先が属する連結グループに属 
する会社）であって、当社の各対象事業年度における当社グループと当該取引先グループの間の当該取引に係る総取引額が１事業年度につき 
1,000万円以上でかつ当該事業年度内に終了する当該取引先グループの連結会計年度における連結売上高（当該取引先グループが連結決算を 
実施していない場合にあっては、当該取引先単体の売上高）の2％を超える者。 
2：当社グループが負債を負っている（または負っていた）取引先グループであって、当社の各対象事業年度末における当社グループの当該取引 
先グループに対する負債の総額が1,000万円以上でかつ当該事業年度内に終了する当該取引先グループの連結会計年度における連結総資産 
（当該取引先グループが連結決算を実施していない場合にあっては、当該取引先単体の総資産）の2％を超える者。 
 
注4）「当社グループの主要な取引先」とは、次のいずれかに該当する者をいう。 
1：当社グループが製品もしくはサービスを提供している（または提供していた）取引先グループであって、当社の各対象事業年度における当社グ 
ループの当該取引先グループに対する当該取引に係る総取引額が１事業年度につき1,000万円以上でかつ当社グループの当該事業年度におけ 
る連結売上高の2％を超える者。 
2：当社グループが売掛金、貸付金、その他の未収金(以下、「売掛金等」という)を有している(または有していた)取引先グループであって、当社 
の各対象事業年度末における当社グループの当該取引先グループに対する売掛金等の総額が1,000万円以上でかつ当社グループの当該事業 
年度末における連結総資産の2％を超える者。 
3：当社グループが借入れをしている（またはしていた）金融機関グループ（直接の借入先が属する連結グループに属する会社）であって、当社の 
各対象事業年度末における当社グループの当該金融機関グループからの借入金の総額が当社グループの当該事業年度末における連結総資 
産の2％を超える者。 
 
注5）「多額の金銭その他の財産」とは、その価額の総額が1事業年度につき1,000万円以上のものをいう。 
 
注6）業務執行者のうちの「重要な者」とは、取締役（社外取締役を除く）、執行役、執行役員および部長格以上の上級管理職にある使用人をいう。 
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注7）第2項第5)号ないし第7) 号に掲げる「当該団体に所属する者」のうちの「重要な者」とは、監査法人または会計事務所に所属する者のうち公 
認会計士、法律事務所に所属する者のうち弁護士（いわゆるアソシエイトを含む）、財団法人・社団法人・学校法人その他の法人（以下、「各種法 
人」という）に所属する者のうち評議員、理事および監事等の役員をいう。所属先が監査法人、会計事務所、法律事務所および各種法人のいずれ 
にも該当しない場合には、当該所属先において本注釈前記に定める者と同等の重要性を持つと客観的・合理的に判断される者をいう。 
 
注8）「業務執行者、社外取締役、監査役またはこれらに準ずる役職」とは、注2に定める業務執行者、業務執行者以外の取締役（社外取締役を含 
む)、監査役(社外監査役を含む)のほか、「相談役」、「顧問」等、取締役、監査役、執行役または執行役員を退任した者で会社に対し助言を行う 
立場にある役職を含む。 
 
注9）「役員または役員に準ずる役職」とは、理事、監事および評議員のほか、「相談役」、「顧問」等、理事、監事または評議員を退任した者で当該 
団体に対し助言を行う立場にある役職を含む。 
 
 
                                                         
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 
＜各種届出書類・開示書類における関係性記載の省略のための軽微基準＞ 
 
株式会社資生堂（以下、当社という）は、当社の定める「社外役員の独立性に関する判断基準」に付随して、下記のとおり「各種届出書類・開示書 
類における関係性記載の省略のための軽微基準」（以下、本基準という）を定める。本基準は、社外役員の独立性が十分に高いことが明らかであ 
り、各種届出書類・開示書類（以下、届出書類等という）における詳細な記載を省略しても差し支えないと当社が判断する金額基準等を定めたもの 
であり、届出書類等の社外役員の独立性に係る記載については、原則として本基準に該当するものを省略して記載するものとする。なお、以下に 
おいて「対象事業年度」とは、当社の現事業年度および過去9事業年度をいう。 
 
1. 主要な取引先に関する記載 
各対象事業年度における次の金額が、いずれも1,000万円未満のものについては、当該事業年度におけるこれらの取引関係に関する記載を省略 
する。 
 
1）各対象事業年度における取引先グループから当社グループへの商品またはサービスの提供に係る取引の総取引額 
2）各対象事業年度末における当社グループの取引先グループに対する負債の総額 
3）各対象事業年度における当社グループから取引先グループへの商品またはサービスの提供に係る取引の総取引額 
4）各対象事業年度末における当社グループの取引先グループに対する売掛金等の総額 
5）各対象事業年度末における当社グループの金融機関グループからの借入金の総額 
 
2. 当社グループから役員報酬以外の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家および法律専門家に関する記載 
各対象事業年度において、当社グループが支払いまたは提供した金銭その他の財産の価額の総額が1,000万円未満のものについては、当該事 
業年度に係る記載を省略する。 
 
3. 当社グループから寄付を受けている者に関する記載 
各対象事業年度において、当社グループが支払いまたは提供した金銭その他の財産の価額の総額が500万円未満のものについては、当該事業 
年度に係る記載を省略する。 
 
4. 配偶者以外の親族に関する記載 
4親等以上離れた者（ただし、同居の親族または生計を共にする者を除く）については、記載を省略する。 
 
5. 役員等の相互就任に関する記載 
当社の社外役員がその出身会社の業務執行者、社外取締役、監査役もしくはこれらに準ずる役職者、またはその出身団体の業務執行者、役員 
もしくは役員に準ずる役職者に該当しなくなってから10年以上が経過しており、かつ、当該出身会社の取締役(社外取締役を含む)、執行役、監査 
役（社外監査役を含む）、執行役員もしくはこれらに準ずる役職、または当該出身団体の役員もしくは役員に準ずる役職を務める当社グループ出 
身者が当社グループの業務執行者、社外取締役、監査役またはこれらに準ずる役職者に該当しなくなってから10年以上が経過している場合につ 
いては、記載を省略する。  

【インセンティブ関係】 

該当項目に関する補足説明 

社内取締役の報酬は、固定部分と業績目標の達成度や株価によって連動する業績連動部分からなります。執行役員としての役位が上位の者ほ 
ど業績連動部分の比率が高くなる設計としていますが、平均では、3カ年および各年度の業績目標達成率が全て100％であった場合に報酬全体 
の約60％を業績連動部分が占めることとなります。 
業績連動部分は、毎年の連結業績に応じて支給される「短期インセンティブとしての賞与」、3カ年計画の目標達成を基準とした「中期インセンティ 
ブとしての金銭報酬」、株主との利益意識の共有を主眼とした「長期インセンティブとしてのストックオプション」で構成されており、この3種の 
インセンティブにより、単年度のみならず中長期的な視野をもって業績や株価を意識した経営を動機付ける設計としています。評価指標、目標水準
    支 給額の水準および連動幅については、客観性を確保するため、社外取締役を委員長とする役員報酬諮問委員会にて議論され、取締役会に答申 
されます。 
報酬の水準につきましては、同業または同規模の他企業と比較して、当社の業績に見合った水準を設定しています。  

該当項目に関する補足説明 

当社は、業務執行を担当する取締役のほか、取締役を兼務しない執行役員に対してもストックオプションを付与しており、これにより、業務執行を 
担当する取締役および執行役員に対し、リスクを株主と共有し、短期的視点だけでなく中長期的な視野を持ったバランスの取れた経営の動機付けを 
行っています。  

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況 業績連動型報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、その他
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【取締役報酬関係】 

該当項目に関する補足説明 

取締役・社外取締役・監査役・社外監査役に区分した当期に係る報酬等の種類別（基本報酬・賞与・ストックオプション）の総額を開示 
しています。 
また、代表取締役および報酬等の額が1億円以上である取締役の当期に係る報酬等の種類別の額もあわせて開示しています（2009 
年度より）。 
 
取締役および監査役の2013年度に係る報酬等の総額 
 
                  基本報酬    賞  与   中期インセンティブ   ストックオプション    合   計 
                                      
取締役（9名）          247百万円   84百万円     196百万円        98百万円         626百万円 
 うち社外取締役（3名）    39百万円      －         －             －            39百万円 
監査役（5名）           96百万円     －         －              －            96百万円 
 うち社外監査役（4名）    36百万円      －         －              －           36百万円 
  合     計         343百万円   84百万円     196百万円        98百万円        722百万円 
 
（注） 
1 取締役の基本報酬は、第89回定時株主総会（1989年6月29日）決議による報酬限度額月額30百万円以内です。 
  また、監査役の基本報酬は、第105回定時株主総会(2005年6月29日）決議による報酬限度額月額10百万円以内 
  です。 
2 上記の基本報酬には、当社の子会社の取締役を兼務している当社取締役1名に対し、当該子会社4社が当社を経由 
  して支払った2013年度に係る基本報酬31百万円が含まれています。また、2011年度から2013年度までの3カ年計画 
  について当初の業績目標から下方修正し、これを前提に2013年度の目標を策定したことから、代表取締役の前田 
  新造氏について基本報酬を減額したほか、支給対象の取締役の賞与も引き下げました 
  （代表取締役：基準額を40％引き下げ 取締役：基準額を20％引き下げ）。 
3 .取締役の中期インセンティブ型報酬は、第111回定時株主総会（2011年6月24日）決議によるものです。代表取締役 
  カーステン・フィッシャー氏を除く取締役の本報酬は、2013年度末までの3カ年計画での目標であった3カ年の年平均 
  売上高成長率6％、連結営業利益率10％の目標達成状況を算定基準としており、これらの指標が支給下限値に達し 
  なかったため、本報酬の支給はありません。また、社外取締役には本報酬の支給はありません。代表取締役カーステン・ 
  フィッシャー氏の本報酬は、2011年4月から2014年3月末までの同氏の担当事業売上に係る目標達成率および担当 
  事業利益に係る目標の達成率を算定基準としています。2013年度の終了をもって当該3カ年の業績が確定して目標を 
  達成したことにより、報酬の見込みの額が明らかとなったため、上記表中に記載しています。表中の金額は、当該3カ年 
  に係る報酬です。 
4 上記の取締役の長期インセンティブ型報酬（ストックオプション）は、取締役の職務執行の対価として株主総会の承認を 
  得たうえで交付したストックオプション（新株予約権）の当期費用計上額です。賞与と同様に、支給対象の取締役のストック 
  オプションとして割り当てる新株予約権に係る報酬等の額を引き下げました 
  （代表取締役：報酬等の額を40％引き下げ 取締役：報酬等の額を20％引き下げ）。 
5 上記支給額のほか、当社取締役3名に対して、当該取締役が取締役を兼務しない執行役員の地位にあったときに付与 
  されたストックオプションの当期費用計上額13百万円があります。 
6 取締役全員および監査役全員について上記の役員報酬（注1～5に記載したものを含む）以外の報酬の支払いはあり 
  ません。 
 
 
 
代表取締役および報酬等の総額が1億円以上である取締役の2013年度に係る報酬等の種類別の額 

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

 
                   基本報酬   賞  与  中期インセンティブ  ストックオプション  合 計 
                                      
代表取締役 前田新造    43百万円   22百万円       －        49百万円     115百万円 
代表取締役 カーステン・   82百万円   27百万円    196百万円      24百万円    330百万円 
        フィッシャー 
 
（注） 
1 2011年度から2013年度までの3カ年計画について当初の業績目標から下方修正し、これを前提に2013年度の目標 
  を策定したことに加え、減配を決定したことを重く受け止め、代表取締役の前田新造氏について基本報酬を減額した 
  ほか、支給対象の取締役の賞与も引き下げました 
  （代表取締役：基準額を40％引き下げ 取締役：基準額を20％引き下げ）。 
2 上記の基本報酬には、代表取締役カーステン・フィッシャー氏に対し、同氏が取締役を兼務している当社の子会社 
  4社が当社を経由して支払った2013年度に係る基本報酬31百万円が含まれています。 
3 中期インセンティブ型報酬については、「取締役および監査役の第114期に係る報酬等の総額」の注3.の通りです。 
4 上記の取締役の長期インセンティブ型報酬（ストックオプション）は、取締役の職務執行の対価として株主総会の 
  承認を得たうえで交付したストックオプション（新株予約権）の当期費用計上額です。賞与と同様に、支給対象の取締役 
  のストックオプションとして割り当てる新株予約権に係る報酬等の額を引き下げました 
   （代表取締役：報酬等の額を40％引き下げ 取締役：報酬等の額を20％引き下げ） 
5 上記2名の取締役について上記の役員報酬（注1～4に記載したものを含む）以外の報酬の支払いはありません。 
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報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

当社の役員報酬制度は、社外取締役を委員長とし社外メンバーを加えた役員報酬諮問委員会で設計されており、客観的な視点を取り入れた透 
明性の高い報酬制度となっています。 
本制度における役員報酬は、固定報酬である「基本報酬」と、業績目標の達成や株価によって変動する業績連動報酬によって構成され、執行役 
員としての役位が上位の者ほど業績連動部分の比率が高くなる設計としていますが、平均では、3カ年および各年度の業績目標達成率が全て 
100％であった場合に報酬全体の約60％を業績連動部分が占めることとなります。 
業績連動部分は、毎年の連結業績に応じて支給される「短期インセンティブとしての賞与」、3カ年計画の目標達成を基準とした「中期インセンティ 
ブとしての金銭報酬」、株主との利益意識の共有を主眼とした「長期インセンティブとしてのストックオプション」で構成されており、この3種の 
インセンティブにより、単年度のみならず中長期的な視野をもって業績や株価を意識した経営を動機付ける設計としています。評価指標、目標水準、 
支給額の水準および連動幅については、客観性を確保するため、社外取締役を委員長とする役員報酬諮問委員会にて議論され、取締役会に答申 
されます。 
報酬の水準につきましては、同業または同規模の他企業と比較して、当社の業績に見合った水準を設定しています。 
なお、業務執行から独立した立場である社外取締役および監査役には、業績連動報酬は相応しくないため、固定報酬のみとしています。  

【 社外取締役（社外監査役）のサポート体制】 
＜社外取締役＞ 
社外取締役の業務を補助する担当窓口を設置し、業務遂行に支障のないようサポートを行っています。 
＜社外監査役＞ 
監査役会および監査役の業務を補助する監査役会スタッフグループを設置して使用人を配置しています。  

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要） 
＜経営・執行体制の状況(社外取締役の役割・機能を含む）＞ 
（取締役会、執行役員が関連する会議） 
当社の取締役会は社外取締役3名を含む取締役8名で構成され、代表取締役社長を議長とし、少人数で迅速な意思決定を行う体制として 
います。 
取締役会は最低毎月1回開催し、重要事項はすべて付議されています。 
また、執行役員制度を採用し、意思決定・監督を担う取締役会の機能と、業務執行を担う執行役員の機能を分離しています。さらに、執行 
役員が重要案件の業務遂行を決裁する「経営会議」、および執行役員により当社の中長期的な戦略を討議し、その方向性を定めていく 
「執行役員政策会議」を設けることで、執行役員への権限委譲を進め、責任の明確化と経営のスピードアップを図っています。両会議ともに、 
CEO（最高経営責任者）である社長が議長を務めています。このほか、各執行役員は担当執行役員の意思決定を行う会議において、業務 
執行に係る意思決定を行うほか、取締役会や経営会議への提案事項等を審議しています。なお、取締役および執行役員の任期は1年と 
しています。 
経営に外部視点を取り入れ、業務執行に対する一層の監督機能の強化を図ることを目的に、2006年度より独立性の高い社外取締役2名を 
起用しています。2011年には更に1名追加し、3名の独立性の高い社外取締役を起用しています。 
これに加えて、社外取締役を除く6名のうちの1名が当社以外でのキャリアを持つ人材で構成されるなど、取締役のダイバーシティ（多様性） 
を確保しています。あわせて、執行役員についても、少数精鋭化と若手の登用を進めており、執行能力の向上を図っています。 
 
（取締役会諮問委員会） 
このほか、経営の透明性・客観性を高める観点から、取締役会の諮問機関として、役員の報酬制度などの答申案を策定する「役員報酬 
諮問委員会」と取締役・執行役員候補の選抜などの答申案の策定を行う「役員指名諮問委員会」を設置しています。いずれの委員会も 
社外取締役を委員長とし、客観性を確保しています。 
「役員報酬諮問委員会」では、さらなるグローバル化の進展を見据え、欧州企業の報酬制度を参考に、業績や株価との連動性をより高めた 
役員報酬制度の答申案を策定し、2008年度に取締役会において報酬制度を改定しました。 
「役員指名諮問委員会」では新任執行役員候補の選抜のほか、トップマネジメント力の強化を狙いに、執行役員の在任期間の上限設定 
や昇降格・退任のルールなどを構築し、透明性の高い厳正な運用を行っています。なお、執行役員の在任期間の上限は、同一役位で原則 
4年、最大6年としています。 
 
 
＜取締役および監査役等のダイバーシティ＞ 
当社の取締役および監査役は、業務執行の監督と重要な意思決定をするために、多様な視点、多様な経験、多様かつ高度なスキルを 
持ったメンバーで構成されることが必要であると考えています。また、社外役員については、取締役会による監督と監査役による監査という 
二重のチェック機能を果たすため、法定の監査役だけでなく、取締役会での議決権を持つ取締役が必要であり、ともに高い独立性を有する 
ことが重要であると考えています。さらに、重要な意思決定に際し、取締役および監査役のダイバーシティ（多様性）担保されていることが 
重要です。 
その中でも化粧品メーカーとして、女性の価値観・発想は特に重要であり、取締役、監査役および業務執行を担う執行役員に女性が入る 
ことも重要であると考えています。 
 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無 あり

  ・取締役（8名）：男性7名、女性1名（2014年6月25日現在） 
  ・監査役（5名）：男性3名、女性2名（2014年6月25日現在） 
  ・執行役員（取締役を兼務していない者）（13名）：男性12名、女性1名（2014年6月25日現在） 
  ・役員報酬諮問委員会 委員長および委員（5名）：男性4名、女性1名（2014年6月25日現在） 
  ・役員指名諮問委員会 委員長および委員（5名）：男性4名、女性1名（2014年6月25日現在） 
  ・CSR委員会 委員長および委員（11名）：男性9名、女性2名（2014年6月25日現在） 
 
 ＜監査の状況＞  
（監査役の構成） 
監査役（5名）：常勤監査役2名と独立性の高い社外監査役3名で構成されています。 

 （内部監査） 
当社では社長直轄の監査部が、グループ全体を対象に、業務執行の適正性を監査するとともに、内部統制の有効性を評価し、その結果 
を取締役会および監査役会に報告しています。 
このほか、安全、環境、情報システムなどの専門領域は、それぞれの担当部門が中心となり監査を実施しています。 

 （監査役監査、監査役の機能強化に関する取組状況） 
当社は、常勤監査役2名と、独立役員である非常勤の社外監査役3名で監査役会を構成しています。監査役は、取締役会その他重要な 
会議への出席などを通じ、取締役の業務執行の適法性・妥当性について監査しています。また、社外監査役は、それぞれの分野での豊富 
な経験と識見を活かし、独立的な視点で必要な助言・提言・意見を述べています。 
代表取締役と監査役は、定期的な意見交換会を開催し、コーポレート・ガバナンスについての課題解決に向けた活動へと結び付けています。
また、監査役専従スタッフを配置するなど、監査役の監査が実効的に行われるための体制を整備しています。 
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所属する監査法人名        業務を執行した公認会計士の氏名等         継続監査年数 
有限責任あずさ監査法人     指定有限責任社員 業務執行社員 目加田 雅洋      3年 
     同 上              指定有限責任社員 業務執行社員 藤井 亮司        1年 
     同 上              指定有限責任社員 業務執行社員 川上 尚志        4年 
 
また、監査業務に係る補助者は、公認会計士・会計士補等で構成されています。 
 
（内部監査、監査役監査および会計士監査の相互連携） 
当社は、いわゆる三様監査（内部監査、監査役監査および会計士監査）の有効性と効率性の向上を図るため、それぞれの間で定期的な 
連絡会を開催して監査計画・結果の報告、意見交換などの相互連携の強化に努めています。 
 
 
＜当社独自の制度・仕組み（CSR委員会）＞ 
取締役会直轄の委員会として、「CSR委員会」を設置しています。執行役員社長を委員長とし、社内から横断的に委員を選定して運営 
し、活動計画や活動結果を取締役会に提案・報告しています。 
「CSR委員会」では、企業が社会的責任を果たしていくことが持続的発展のために必要不可欠であるとの考えのもと、企業価値向上を 
めざし、全社的な観点から包括的なモニタリングを行っています。また、グループ全体の適法かつ公正な企業活動を推進するとともに、 
企業倫理の周知徹底、総合リスク対策、情報セキュリティなどの活動を推進し、企業品質向上に向けた活動を統括しています。 

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 
当社は、業務執行に対する「取締役会による監督」と「監査役会による適法性・妥当性監査」の二重のチェック機能をもつ監査役設置会社の体制 
を選択しています。さらに、グローバル企業として、高いレベルでステークホルダーの信頼に応えうるコーポレート・ガバナンスの確立と競争に打ち 
勝つトップマネジメント力の強化が不可欠と考え、「経営の透明性・公正性・迅速性」の向上を図るため、以下の4つの観点でコーポレート・ガバナ 
ンス改革に取り組んでいます。 
 
 ・責任体制の明確化（執行役員制度の導入など） 
 ・経営の透明性・健全性の強化（役員指名諮問委員会・役員報酬諮問委員会の設置） 
 ・監督・監査機能の強化（社外取締役招聘、独立性の高い社外取締役・社外監査役の設置） 
 ・意思決定機能の強化（経営会議の設置など） 
 
これらの機能強化のため、監査役設置会社の体制を基に委員会設置会社の優れた機能を統合した体制としています。 
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Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況 

２．ＩＲに関する活動状況 

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主総会開催の約3週間前の早期発送を心がけています。2014年の第114回定時株主総会に 
おいては、総会前日から23日前である6月2日（月）に発送いたしました。 
また、招集通知の発送に先駆け、当社ウェブサイトにおいて招集通知を早期掲載いたしました 
（和文：5月20日（火）、英訳：5月27日（火））。

集中日を回避した株主総会の設定 2014年第114回定時株主総会においては、集中日より2日早い6月25日（水）に開催いたしまし 
た。

電磁的方法による議決権の行使 当社は2003年第103回定時株主総会より電磁的方法による議決権行使を採用しています。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環
境向上に向けた取組み

当社は2006年106回定時株主総会より、株式会社ＩＣＪが運営する「議決権行使プラットフォー 
ム」にも参加しています。

招集通知（要約）の英文での提供 招集通知は、英訳版を作成し、可能な範囲で外国人株主のみなさまに発送するとともに、東京 
証券取引所および当社のウェブサイト上に掲載しております。

その他

当社は、2008年6月より、議決権行使結果の開示を行ってきました。 
2010年度からは東京証券取引所での適時開示、当社ウェブサイトでの開示、臨時報告書での 
開示を行っています。 
 
当社の株主総会では、環境に配慮した運営を行っています。 
2014年第114回定時株主総会では、受付時に株主さまにお渡しするご出席票に使用済PETボ 
トルを再利用した材料を使用するなど、CO2（二酸化炭素）等の温室効果ガスの排出量削減に 
努めたほか、招集通知にFSC認証紙や大豆油インキを使用し、環境に配慮しました。また、株 
主総会の運営で排出されるCO2については、他の場所で実現した温室効果ガスの排出削減・ 
吸収量等を購入することで埋め合わせを行う「カーボン・オフセット」を実施しました。

補足説明
代表者自身
による説明
の有無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

当社では、「情報開示の基本方針」「情報開示の基準」「情報開示の方法」 
「沈黙期間の設定」および「将来の見通しについての留意事項」からなる 
ディスクロージャー・ポリシーを2006年に策定し、当社ウェブサイトにて 
公表しています。 
 
http://www.shiseidogroup.jp/ir/disclosure/policy/

個人投資家向けに定期的説明会を開催

当社では、社長または執行役員による説明会を開催しており、その模様を当 
社ウェブサイトで配信しています。 
 
また、2011年度より、当社の株主さまコミュ ニケーションについて株主さまから 
直接ご意見を伺う場として「株主さまミーティング」を定期的に開催しています 
（第一回：2012年2月9日（木） 大阪、第二回：2012年9月7日（金） 名古屋、第 
三回：2013年2月8日（金） 福岡、第四回：2013年9月6日（金） 神戸、第五回： 
2014年2月6日（木） さいたま）。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催 本決算および第2四半期決算発表時の年2回開催しています。 あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催 欧米を中心に、主に個別訪問形式にて開催しています。 あり

IR資料のホームページ掲載

法定および任意の開示資料：株主総会招集通知、有価証券報告書（四半期 
報告書）、適時開示資料、適時開示に係る宣誓書、決算説明会のダイジェスト 
版、決算短信（四半期財務・業績の概況）、アニュアルレポート、事業報告書 
を掲載しています。 
 
http://www.shiseidogroup.jp/ir/library/

IR担当部署 
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３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

IRに関する部署（担当者）の設置

ＩR部 
 
IR担当役員 
執行役員 最高財務責任者 直川 紀夫 
 
IR事務連絡責任者 
IR部長 白岩 哲明 

その他 年に2回の決算説明会の他に、逐次、国内外の機関投資家向けに合同説明 
会や個別訪問を実施しています。

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

資生堂グループ企業理念である「Our Mission, Values and Way」の実現に向けて、資生堂グル 
ープの根幹をなす存在意義であるOur Missionと、これを実現するために共有すべき心構え 
（Our Values）およびよるべき行動（Our Way）を定めています。 
「Our Way」では、「お客さま」「取引先」「株主」「社員」「社会・地球」というステークホルダーに対 
してどのような企業行動を取っていくのかを定め、国ならびに地域の法令や社内規則の遵守は 
もちろんのこと、より高い倫理観をもって業務に取り組むための行動基準を定めています。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

資生堂グループのCSR活動は、資生堂グループ企業理念「Our Mission,Values and Way」 のも 
と、ステークホルダーに対して社員一人ひとりがとるべき行動基準を示した「Our Way」の実践と 
して推進しています。 
 
 
環境保全活動を含むCSR活動等の実施状況等、企業の社会的責任についてのステークホルダ 
ーへのご報告等を、アニュアルレポート（冊子およびWEB版）およびCSRレポート（WEB版のみ） 
にて情報発信しています。 
 
また、資生堂グループ企業情報サイト（http://www.shiseidogroup.jp/csr/）では、資生堂の 
CSR・環境に関するページを、以下の方針で編集しています。 
 
■各活動の取り組みを、ISO26000（社会的責任に関する手引き）の７つの中核主題に 
  準じてご紹介しています。 
■各ページの報告内容を簡潔にし、読みやすくしました。 
■グループの報告を充実させるために、海外での取り組みにも焦点を当てました。 
■CSR・環境および人事関連の実績報告を一覧で開示しています。 
■掲載している情報の対象期間は、2013年度（2013年4月1日から2014年3月31日） 
  を中心としていますが、一部当該期間以前もしくは以後直近の内容も含まれて 
  います。 
■国連グローバルコンパクト、GRI（Global Reporting Initiative）のサステナビリ 
  ティー・レポーティング・ガイドライン第3.1版（G3.1）、2010年11月に発行された  
  ISO26000（社会的責任に関する手引き）を参考にしています。 
■対象範囲は、株式会社資生堂と資生堂グループ各社（連結子会社）94社、 
  2014年3月31日現在としています。上記対象範囲と異なるデーターにつきまし 
  ては、注釈を明記しています。  

その他

＜社員のダイバーシティ＞ 
資生堂グループでは、さまざまな国や地域で、国籍や性別、年齢、雇用形態の違い、障がいの 
有無など、多様な属性、価値観、発想を持った社員が働いており、グローバルレベルでダイバ 
ーシティを推進しています。また、資生堂グループのお客さまの9割は女性であることから、女 
性の価値観や生活の現状を理解した上で新たな商品やサービスを提供することが重要と考え、 
社員の約8割を占める女性社員が経営や事業活動において中核的役割を果たせるようにさまざ 
まな支援策を導入しています。 
   ・全世界の資生堂グループの女性社員比率：84.6％（2014年3月期末現在） 
  ・全世界の資生堂グループの女性リーダー比率（※）：49.2％(2014年3月期末現在） 
  ・日本国内の資生堂グループの女性社員比率：83.3％（2014年3月末日現在） 
  ・日本国内の資生堂グループの女性リーダー比率（※）：26.1％（2014年3月末日現在） 
    ※女性リーダー比率とは、「部下を持つ管理職全体に占める女性の比率」を指します。 

 なお、当社は、政府が掲げた目標(2020年)を前倒しし、2016年度中に資生堂グループにおける 国内の女性リーダー比率30％をめざすことを宣言しています。 
2014年4月1日現在の国内の女性リーダー比率は26.8％ですが、数値目標の達成を目的化する 
のではなく、能力のある人材をリーダーに任用することを前提に、男女の隔たりなく人材を育成 
することが肝要と考え、引き続き女性リーダーが恒常的に生まれる社内風土の醸成をめざしま 
す。 

 
当社の男女共同参画に関する具体的な取り組みや、その実現に向けた育児や介護との両立支 
援制度等については、資生堂グループ企業情報サイトに掲載しています。  
http://www.shiseidogroup.jp/csr/labor/diversity.html 
http://www.shiseidogroup.jp/csr/labor/working.html
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Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 
当社の「内部統制システムの基本方針」は以下のとおりです。 
 
1. 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制、企業集団における業務の適正性を確保するため 
の体制 
 
当社およびグループ全体に影響を及ぼす重要事項については、取締役会において決定する。代表取締役は、定期的に職務の執行状況を取締役 
会に報告する。取締役の業務の執行に関する監督機能の維持・強化のため、社外取締役を選任する。監査役は、取締役の職務の執行について 
適法性・妥当性監査を実施する。取締役および使用人は、監査役からの求めに応じ、職務の執行状況を監査役に報告する。 
資生堂グループ共通の企業使命・事業領域であり、普遍の存在意義として定めた「Our Mission」を実現するために、資生堂グループで働く一人 
ひとりが共有すべき心構え「Our Values」と、より高い倫理基準をもって業務に取り組むための行動基準「Our Way」を制定し、適法かつ公正な企 
業活動の推進に努める。 
また 、「Our Way」に基づきグループ全社で遵守する基本ポリシー・ルールを制定し、「Our Mission」「Our Va lues」「Our Way」と併せて、各グ 
ループ会社・事業所への浸透を図り、もって、各グループ会社・事業所が、詳細な諸規程を制定するための環境を整備する。取締役会直轄の「ＣＳＲ 
委員会」を設置し、「グループ全体の適法かつ公正な企業活動の推進」や「リスク対策」など、企業品質向上に向けた活動を統括し、活動計画や活 
動結果を取締役会に提案・報告する。 
グループ全体の適法かつ公正な企業活動を推進する企業倫理推進担当を各グループ会社・事業所に配置し、定期的に企業倫理に関する研修を 
実施する。企業倫理推進担当は、各職場における企業倫理活動の計画を立案し、その推進状況および結果をＣＳＲ委員会に報告する。グループ 
内における法令・定款・諸規定に違反する行為を発見して是正することを目的に、ＣＳＲ委員会委員長や社内カウンセラー、社外法律事務所等を 
通報・相談先とする複数の内部通報窓口をＣＳＲ委員会内に設置する。 
内部監査に係る規定に従い、グループ全体の内部監査を実施し、業務の適正性を監査する。内部監査の結果は、取締役および監査役に報告す 
る。 
 
 
2. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
 
迅速で効率性の高い企業経営を実現するために執行役員制度を導入し、意思決定、監督機能を担う取締役と業務執行機能を担う執行役員の役 
割を分離する。 
代表取締役は、目標達成に向けたグループ全体の職務の執行を統括し、監督する。執行役員は、担当領域の具体的な目標を決定するとともに 
効率的な業務遂行体制を構築する。なお、重要な業務遂行については、多面的な検討を行うために執行役員をメンバーとする経営会議において 
審議する。 
取締役会および経営会議において目標に対する進捗状況を確認し、必要な改善策を実施する。 
 
 
3. 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 
 
取締役会議事録、経営会議議事録など重要な書類については、社内規則に基づき文書管理を行い、取締役、監査役からこれら議事録の閲覧の 
要求があった場合には、直ちに提出する。 
このほか、取締役および使用人の職務の執行に係る情報については、「情報システム管理規程」、「機密情報管理規程」などの規程に基づき管理 
する。 
 
 
4. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
 
取締役会直轄の「CSR委員会」を設置し、企業活動に関するリスクをグループ横断で統括する。「CSR委員会」は、経営戦略上のリスクや業務運 
営上のリスクを把握・評価し、必要な予防策を講じ、 また、緊急事態を想定した対応マニュアルを策定する。 
緊急事態が発生した場合には、その大きさに応じて「対策本部」、「対策プロジェクト」、「対策チーム」などのレベル別の組織を編成して対応
を実施 する。 
 
 
5. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制および当該使用人の取締役からの独立性に 
関する事項 
 
監査役会および監査役の職務を補助する監査役会スタッフグループを設置して使用人を配置する。監査役会スタッフグループの人事について 
は、監査役の意見を反映して決定する。 
 
 
6. 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制 
 
取締役および使用人は、取締役会その他重要な会議への監査役の出席を通じて職務の執行状況を報告するほか、内部監査部門の監査結果を 
報告する。このほか、監査役からの求めに応じ、業務および財産の状況を報告する。また、取締役および使用人から監査役へ直接通報するルー 
トを構築し、社内へその周知を図る。 
 
 
7. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
 
代表取締役と監査役の間で定期的な意見交換会を開催する。また、監査役からの求めに応じ、監査役と会計監査人および内部監査部門との間 
で連絡会を開催するほか、各種会議への監査役の出席を確保するなど、監査役の監査が実効的に行われるための体制を整備する。 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 
当社では、「市民社会の秩序や安全に脅威を与えるなどの、違法行為を行う個人および団体とは関係をもたないこと。このような個人および団体 
からの金品や役務の求めには一切応じないこと」を「Our Way」において宣言している。CSR部に統括機能を設置し、情報の集約化を図るとともに、 
イントラネット上での対応マニュアルの整備等を行っている。地元警察署との連携を図り、また「特殊暴力防止対策協議会」に加盟するなど、外部 
情報の収集や外部団体との連携を強化している。 
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Ⅴその他 

１．買収防衛策の導入の有無 

該当項目に関する補足説明 

第106回定時株主総会にて、「当社株式の大量取得行為に対する対応策」（買収防衛策）が決議され、その有効期間は2008年6月25日 
開催の第108回定時株主総会の終結の時までとなっていました。 
当社は、2008年度からの3ヵ年計画を着実に実行していくことが、グローバル市場における競争力と持続的成長性を高め、企業価値の 
最大化、ひいては株主共同の利益の確保・向上に繋がるものと考え、2008年4月30日開催の取締役会において、第108回定時株主総会 
の終結のときをもって、本買収防衛策を継続しないことを決議しました。 
第108回定時株主総会においては、本買収防衛策の根拠規定となっていた定款条文の削除が決議されました。  

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 
当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、以下のとおりです。 
 
当社は、「多くの人々との出会いを通じて、新しく深みのある価値を発見し、美しい生活文化を創造する」という、資生堂グループの根幹をなす存在 
意義（Our Mission）を実現するために、資生堂グループで働く一人ひとりが共有すべき心構えである「Our Values」（*1）と、「お客さま」「取引先」 
「株主」「社員」「社会・地球」といった各ステークホルダーに対する行動規範である「Our Way」（*2）を定めています。 
「Our Way」の中では、「株主とともに」として「私たちは、有形・無形資産、資金などの資産を最大限にいかし、持続的な企業価値の向上に努めま 
す。」「私たちは、企業統治と内部統制に関するルールを遵守し、適正な会計処理を行います。」「私たちは、株主や投資家との対話を大切にし、信 
頼を得られるように努めます。」と宣言し、これを株主や投資者の皆様からの信頼を得るための企業行動の基本としています。 
 
また、投資者等への経営情報の開示方針として、「資生堂 ディスクロージャー・ポリシー」を定めています（*3）。 
 
このように、投資者の投資判断に重要な影響を与える事実や決算に関する情報の適時適切な開示について、資生堂グループのすべての者が真 
摯な姿勢で取り組んでいます。 
 
具体的には、投資者の判断に影響を与える重要な事実に関して、決定事実・決算に関する情報、発生事実、それぞれにおいて次のような体制をと 
っています。 
 
1． 決定事実・決算に関する情報 
資生堂グループの各事業所・各部門において、重要事実とはどのような事実が該当するのかを把握・認識するために、法令や上場規則を反映し 
た社内ルールの中で重要事実を一覧表としてまとめ、案件ごとに判断しています。 
さらに、これらの案件を取締役会等へ提案するにあたっては、東京証券取引所の担当部署であるIR部において適時開示ルールに則った重要事 
実であるか否かを確認し、経営企画部において重要事実の管理を行っています。 
このような重要事実の明確化のしくみに加えて、適時適切な開示のしくみとして、定例的に開催される「ディスクロージャー会議」と、重要事実の内 
容によって機動的に編成される「検討チーム」があります。ここでは、開示内容の検討だけでなく、開示資料の作成と確認も行っています。 
これらのしくみを踏まえて、取締役会において案件の決定並びに情報開示の対応の決定をしており、決定後、ただちに東京証券取引所を通じて適 
切に開示しています。 
 
2．発生事実 
突発的事象に対しては、「CSR委員会」が関連部門を招集し緊急対応を行うとともに、迅速な開示対応を図るしくみを構築しています。 
具体的には、社内ルールとして策定した緊急時対応マニュアルに沿って、「緊急打合せ会」や「臨時委員会」を開催します。ここで、リスクのレベル 
を判断し、レベルに応じて対応組織を編成します。重要事実に該当するレベルのものについては、緊急時対策本部を設置し、速やかかつ適切な 
開示への対応を図っています。 
 
また、各事業所・各部門の業務執行に関しては、監査部が厳正な内部監査を実施しており、企業経営の公正性、透明性の確保・向上に努めてい 
ます。 

 
---------- 
 
（*1） 
Our Values 
 
多様性こそ、強さ 
 
挑戦こそ、成長性 
 
革新を続ける伝統こそ、卓越した美を創造する。 
 
---------- 
 
（*2） 
Our Way 
 
【お客さまとともに】 
1．私たちは、常にお客さまの視点に立ち、真に満足していただける安全で優れた商品とサービスの研究、開発、製造、販売に努めます。 
  (1)私たちは、品質と安全性をなにものにも優先し、お客さまに安心していただけるように努めます。 
     また、法令はもとより独自の厳しい基準を遵守し、安全性評価システムを実行していきます。 
  (2)私たちは、お客さまにとって必要な情報を適切に提供します。また、お客さまが商品とサービスを選択する際に必要な情報を 
     正確にわかりやすく表示し、ていねいに説明します。 
   (3)私たちは、お客さまに支持され、商品やサービスの選択に役立つ、公正で創造的な美しい宣伝を制作します。 
 
2．私たちは、お客さまと接するあらゆる機会に、お客さまの満足と信頼を高められるように誠実に行動します。 
  (1)私たちは、お客さまに対し、常に感謝の気持ちとおもてなしの心をもって接します。 
  (2)私たちは、お客さまから苦情が寄せられた場合は、誠実かつ迅速に対応します。 
  (3)私たちは、お客さまの声を真摯に受けとめ、商品やサービスの改良・改善および開発にいかします。 

買収防衛策の導入の有無 なし
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3．私たちは、資生堂グループのすべてのブランド価値を高めることに努めます。  
  (1)私たちは、美しさと健やかさの実現を、お客さまとともに考えることで信頼とブランド価値を高めます。そして、店頭をはじめと 
    するお客さまとのすべての接点においても、ブランド価値を高めるように努めます。 
  (2)私たちは、ブランド価値を高める知的財産を侵害されないよう管理します。また、他者の知的財産を尊重します。 

 

【取引先とともに】 
1．私たちは、取引先を適切に選び、公正・透明・自由な競争、ならびに適正な取引を行います。 
  (1)私たちは、販売先、購買先、業務委託先などの取引先を、品質や価格などの視点だけではなく、人権尊重・法令遵守や環境 
    保全および社会的課題などへの取り組み状況によって選びます。 
  (2)私たちは、不当な価格協定・談合・ダンピングなど、自由な競争を妨げる行為を行いません。 

 

2．私たちは、公正さを疑われるような贈答や接待をしたり、受けたりしません。 
  (1)私たちは、取引先と仕事に関して、金銭・贈答品の授受はしません。例外として、儀礼的もしくは季節的な習慣がある場合には、 
    社会的に許される範囲でのみ行います。 
  (2)私たちは、取引先と仕事に関して、飲食やその他の接待についても、社会的に許される範囲でのみ行います。  

3．私たちは、こころざしを同じくするすべての取引先を尊重し、お互いの持続的な発展に努めます。 
  (1)私たちは、取引先と対等な関係を保ち、高圧的な態度はとりません。 
  (2)私たちは、取引先と人権尊重・法令遵守・環境保全など社会的責任の遂行にかかわる姿勢を共有し、取引先にその自発的な 
    取り組みを促します。 
  (3)私たちは、取引先と協力し、資生堂グループが有するブランド価値を高めることに努めます。  

【株主とともに】 
1．私たちは、有形・無形資産、資金などの資産を最大限にいかし、持続的な企業価値の向上に努めます。  
  (1)私たちは、資産を適切に管理し、事業や社会貢献のために適正に使用します。 
  (2)私たちは、出資・投資・融資は、慎重に検討し、適正な手続きを経て行います。 
  (3)私たちは、企業危機を包括的に把握し、未然防止を図るとともに、万一発生時には損害を最小限に抑えるために速やかに 
    対応し、再発防止に努めます。  
2．私たちは、企業統治と内部統制に関するルールを遵守し、適正な会計処理を行います。 
  (1)私たちは、正確な財務・税務会計を行い、信頼性を確保します。 
  (2)私たちは、社内外の監査機能を強化し、健全な企業経営を行います。 
  (3)私たちは、株価に影響する情報を適切に管理し、インサイダー取引のような不公正な取引には決して関与しません。  
3．私たちは、株主や投資家との対話を大切にし、信頼を得られるように努めます。 
  (1)私たちは、すべての株主や投資家と公平に接し、正確な経営情報を積極的かつ速やかに開示するとともに、株主や投資家 
    の意見を企業経営にいかし、良好な信頼関係を築きます。 
  (2)私たちは、会社の最高意思決定機関である株主総会を適正に運営し、説明責任を果たします。 

 
【社員とともに】 
1．私たちは、職場におけるすべての人たちの人格、個性、およびその多様性を尊重し、ともに育ち、育てあうように努めます。 
  (1)私たちは、人種、皮膚の色、性別、年齢、言語、財産、国籍または出身国、宗教、民族または社会的出身、政治的見解 
    またはその他の見解、障がい、健康状態、性的指向などによるあらゆる差別や虐待、セクシュアルハラスメントやパワー 
    ハラスメントなどのモラルハラスメントは絶対に行わず、決して許しません。 
  (2)私たちは、ともに働く人と力を合わせ、仕事に対して最大限に能力を発揮します。 
  (3)私たちは、ともに働く人との対話に努め、自分自身と職場の人たちの成長を心がけて行動します。 
  (4)私たちは、公正な人事評価に取り組みます。 

 2．私たちは、誠実に仕事へ取り組むとともに、公私のけじめを守ります。 
  (1)私たちは、機密情報や個人情報の漏えい、紛失などが生じないように適正に管理し、不適正な利用はしません。 
  (2)私たちは、資生堂グループの商品・サービスと競合する事業に従事するなど、資生堂グループの事業に悪影響をおよ 
    ぼす活動はしません。 
  (3)私たちは、職務や職位を利用して、私的な接待や物品を求めることや個人的活動への協力を求めること、第三者に 
    対して便宜を図ることはしません。 

  3．私たちは、健康的で安全な職場環境と、社員のゆとりと豊かさの充実に努めます。   (1)私たちは、安全、清潔で健康的な職場環境づくりに努めます。 
  (2)私たちは、心身の健康の維持と管理およびワークライフバランスの実現に努めます。 

 【社会・地球とともに】   
1．私たちは、すべての国や地域それぞれの法令を遵守し、人権尊重はもとより高い倫理観を持って行動します。 
  (1)私たちは、すべての国や地域それぞれの法令を遵守し、歴史・文化・慣習などを尊重します。 
  (2)私たちは、国際条約などの国際法を尊重し、人権侵害につながる児童労働、強制労働などは絶対に行いません。 
  (3)私たちは、市民社会の秩序や安全に脅威を与えるなどの、違法行為を行う個人および団体とは関係をもちません。 
    また、このような個人および団体からの金品や役務の求めには一切応じません。 
  (4)私たちは、政治や行政などと、公正で透明度の高い関係を維持します。 

 
2．私たちは、独自の厳しい基準に沿った環境対応を推進し、生物多様性に配慮しながら、人も地球も美しく共生する持続 
  可能な社会をめざします。 
  (1)私たちは、ＣＯ２をはじめとする温室効果ガス（ＧＨＧ）排出量削減などにより、気候変動の緩和に努めます。また、 
    化学物質を適切に管理し、大気・水質・土壌汚染を防ぎます。 
  (2)私たちは、３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）の考え方に基づき、事業活動のプロセスやお客さまの手もとに 
    おいて、廃棄物ができるかぎり少なくなるように努めます。 
  (3)私たちは、美しさの実現と環境への配慮が共存した新しい商品やサービスの開発に取り組みます。 
  (4)私たちは、環境対応と事業活動を両立させるための新技術開発に積極的に取り組みます。 

 
3．私たちは、広く社会と双方向のコミュニケーションを充実させ、協働して社会的課題解決に努めます。 
  (1)私たちは、広く社会との対話に努め、化粧の力などで人々を元気づけ健やかにする活動、女性支援活動、文化活動、 
    環境活動などに取り組み、グローバル社会からの期待に応えます。 
  (2)私たちは、事業所が所在する地域社会との交流を深め、地域に貢献する活動を通じて、企業市民としての責任を 
    果たします。 

 

---------- 

 

(*3） 
資生堂 ディスクロージャー・ポリシー 

 

1．情報開示の基本方針 
資生堂は、投資者への適時適切な会社情報の開示が健全な証券市場の根幹をなすものであることを十分に認識するとともに、 
常に投資者の視点に立った迅速、正確かつ公平な会社情報の開示を適切に行えるよう社内体制の充実に努めるなど、投資者 
への会社情報の適時適切な提供について真摯な姿勢で臨みます。 
このように適時適切な情報開示を通じて、資本市場との良好な信頼関係を構築するとともに、市場の評価の経営へのフィード 
バックにも努めることで、株主価値の増大を図っていきます。 
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2．情報開示の基準 
（1） 重要情報の適時開示 
証券取引法等の関係法令および当社が株式上場している東京証券取引所の定める適時開示規則に則って、情報開示を行い 
ます。 
（2）任意開示 
上記の適時開示規則に該当しない情報についても、投資判断に資する有用な情報と判断する内容に関しては、適時性と公平性 
を鑑みながら積極的に開示を行います。 
 
3．情報開示の方法 
適時開示規則が定める重要情報、および同規則に該当しない有用な任意情報の開示は、東京証券取引所が提供する適時開示 
情報伝達システム「TDnet」を通じて行います。同時に、当社ホームページにも当該情報を掲載します。 
 
4．沈黙期間 
当社では決算情報に関して、公表前の漏洩を防ぎ公平性を確保する観点から沈黙期間を設けています。 
具体的には、本決算、中間決算に関しては決算日（3 月31 日、9 月30 日）翌日から決算発表日までの数週間、四半期決算に関し 
ては発表日までの2 週間を沈黙期間としています。沈黙期間中は、決算に関する質問への回答やコメントを一切控えることとして 
います。 
 
5．将来の見通しについて 
当社が開示する情報のうち、歴史的事実以外のものは、開示時点における当社の判断による将来の見通しおよび計画に基づいた 
将来予測です。 
これらの将来予測には、リスクや不確定要素などの要因が含まれており、実際の成果や業績は見通しとは異なる可能性があること 
をご承知おきください。 
 

株主総会

役員報酬諮問委員会

役員指名諮問委員会

担当執行役員意思決定会議

監査

法令上および経営上
の重要事項の提案

法令上の報告事項の報告
・決議事項の上程

経営会議

決裁・承認

監督

決裁・承認

ＣＳＲ委員会報告

提案

監査 監査役（会）会計監査人

執行役員政策会議

取締役会
（代表取締役・取締役）

（取締役会直轄委員会）（取締役会諮問委員会）

承認・決議選解任 監査役の
選解任

取締役の
選解任
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報告・提案 報告・提案

東京証券取引所 

情報開示 

報告 報告 

経営企画部 
（取締役会事務局） 

重要事実の管理 

取締役会 
重要事実の決定 

＜決定事実・決算に関する情報開示までの仕組み＞ 

監査部 
業務執行の内部監査 

事実発生 

発生事実の内容に応じた 
リスク対応部門/情報開示 
担当部門に報告 

発生事実のレベルに応じた 
緊急対応組織の編成 

情報開示 

東京証券取引所 

リスクの 
予防 

＜発生事実に関する情報開示までの仕組み＞ 

社内各部門・関係会社（発生現場）
発生事実の把握 

緊急打合せ会/臨時 CSR 委員会 
発生事実の確認、事案レベルの決定 

緊急対応組織（緊急対策本部等） 
対応の決定・実行 

社内各部門・関係会社 
社内ルールによる重要事実の把握・認識 

ＩＲ部 
（東京証券取引所担当部署） 

重要事実の確認 

ディスクロージャー会議（定例開催）
または、重要事実の内容によって 
機動的に編成される検討チーム 

CSR 委員会 
予防計画の立案・推進 

情報開示の内容、方法等を検討
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当社の「内部統制システムの基本方針」は以下のとおりです。

（1） 当社およびグループ各社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するた
めの体制、グループ全体における業務の適正性を確保するための体制

当社およびグループ全体に影響を及ぼす重要事項については、取締役会において決定する。
代表取締役は、定期的に職務の執行状況を取締役会に報告する。取締役の業務の執行に関する監督機能の維持・強化のた
め、社外取締役を選任する。監査役は、取締役の職務の執行について適法性・妥当性監査を実施する。取締役および使用人
は、監査役からの求めに応じ、職務の執行状況を監査役に報告する。
資生堂グループ共通の企業使命・事業領域であり、普遍の存在意義として定めた「Our　Mission」を実現するために、資生
堂グループで働く一人ひとりが共有すべき心構え「Our Values」と、より高い倫理基準をもって業務に取り組むための行動
基準「Our Way」「資生堂グループ倫理行動基準」を制定し、適法かつ公正な企業活動の推進に努める。（※）
また 、「Our Way」「資生堂グループ倫理行動基準」に基づきグループ全体で遵守する基本ポリシー・ルールを制定し、
「Our Mission」「Our Values」「Our Way」「資生堂グループ倫理行動基準」と併せて、グループ各社・各事業所への浸
透を図り、もって、グループ各社・各事業所が、詳細な諸規程を制定するための環境を整備する 。
取締役会直轄の「ＣＳＲ委員会」を設置し、「グループ全体の適法かつ公正な企業活動の推進」や「リスク対策」など、企
業品質向上に向けた活動を統括し、活動計画や活動結果を取締役会に提案・報告する。
グループ全体の適法かつ公正な企業活動を推進する企業倫理推進担当をグループ各社・各事業所に配置し、定期的に企業倫
理に関する研修を実施する。企業倫理推進担当は、各職場における企業倫理活動の計画を立案し、その推進状況および結果
をＣＳＲ委員会に報告する。
グループ内における法令・定款・諸規程に違反する行為を発見して是正することを目的に、ＣＳＲ委員会委員長や社内カウ
ンセラー、社外法律事務所等を通報・相談先とする複数の内部通報窓口をＣＳＲ委員会内に設置する。
内部監査に係る諸規程に従い、グループ全体の内部監査を実施し、業務の適正性を監査する。
内部監査の結果は、取締役および監査役に報告する。

（2）当社およびグループ各社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
迅速で効率性の高い企業経営を実現するために執行役員制度を導入し、意思決定、監督機能を担う取締役と業務執行機能を
担う執行役員の役割を分離する。
代表取締役は、目標達成に向けたグループ全体の職務の執行を統括し、監督する。執行役員は、グループ各社を含む担当領
域の具体的な目標を決定するとともに効率的な業務遂行体制を構築する。
なお、重要な業務遂行については、多面的な検討を行うために執行役員をメンバーとする経営会議において審議する。
取締役会および経営会議において目標に対する進捗状況を確認し、必要な改善策を実施する。

（3）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制、グループ各社の取締役および使用人の
職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

取締役会議事録、経営会議議事録など重要な書類については、法令・諸規程に基づき文書管理を行い、取締役、監査役から
これら重要な書類の閲覧の要求があった場合には、直ちに提出する。
このほか、取締役および使用人の職務の執行に係る情報については、情報資産の保護や情報開示に関する諸規程を策定し、
これに基づき管理する。

コーポレートガバナンス

内部統制システムの基本方針

内部統制システムの基本方針

グループ各社の取締役および使用人の職務の執行に係る重要事項について、当社への報告等を定める諸規程に基づき、グル
ープ各社から適時に報告を受ける。
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（4）当社およびグループ各社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

取締役会直轄の「CSR委員会」を設置し、企業活動に関するリスクをグループ横断で統括する。「CSR委員会」は、経営戦
略上のリスクや業務運営上のリスクを把握・評価し、必要な予防策を講じ、また、緊急事態を想定した対応マニュアルを策
定する。
緊急事態が発生した場合には、その大きさに応じて「対策本部」、「対策プロジェクト」、「対策チーム」などのレベル別
の組織を編成して対応を実施する。

（5）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制、当該使用人
の取締役からの独立性に関する事項および監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査役会および監査役の職務を補助する監査役会スタッフグループを設置して使用人を配置する。
監査役会スタッフグループの使用人については、当該使用人の取締役からの独立性と監査役の指示の実効性を確保するた
め、当該使用人の任命・異動・評価等、人事に関する事項の決定には、監査役の同意を必要とする。

（6）取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制、監査役に報告をした
者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

取締役および使用人は、取締役会その他重要な会議への監査役の出席を通じて職務の執行状況を報告するほか、内部監査部
門の監査結果を監査役に報告する。このほか、監査役からの求めに応じ、業務および財産の状況を報告する。
また、グループ各社を含め取締役および使用人から監査役へ直接通報するルートを構築し、社内へその周知を図る。
当社およびグループ各社は、監査役へ報告・通報したことを理由として、当該取締役および使用人に対して解任、解雇その
他いかなる不利な取扱いも行わないための諸規程を整備、周知する。

（7）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費
用または債務の処理に係る方針に関する事項

監査役会および監査役の職務の執行上必要と認める費用について、あらかじめ予算を計上する。ただし、緊急または臨時に
支出した費用については、事後に償還に応じる。

（8）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

代表取締役と監査役の間で定期的な意見交換会を開催する。また、監査役からの求めに応じ、監査役と会計監査人および内
部監査部門との間で連絡会を開催するほか、各種会議への監査役の出席を確保するなど、監査役の監査が実効的に行われる
ための体制を整備する。

※反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況について

当社では、「市民社会の秩序や安全に脅威を与えるなどの、違法行為を行う個人および団体とは関係をもたないこと。この
ような個人および団体からの金品や役務の求めには一切応じないこと」を「倫理行動基準」において宣言している。ＣＳＲ
部に統括機能を設置し、情報の集約化を図るとともに、イントラネット上での対応マニュアルの整備等を行っている。地元
警察署との連携を図り、反社会的勢力排除を推進する団体に加盟するなど、外部情報の収集や外部団体との連携を強化して
いる。
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(2015年4月1日現在)

氏 名 
（生年月日） 略 歴

うおたに まさひこ
魚谷 雅彦

（1954年6月2日
生）

さかい とおる
坂井　透

（1956年10月16
日生）

コーポレートガバナンス

取締役・監査役・執行役員

取締役

ライオン歯磨株式会社（現ライオン株式会社）入社
米国コロンビア大学経営大学院卒業（MBA取得）
シティバンクN.A.  マネジャー
クラフト・ジャパン株式会社（現モンデリーズ・ジャパン株式会社）　代表取締役
副社長
日本コカ・コーラ株式会社　取締役上級副社長・マーケティング本部長
同社　代表取締役社長（Global Officer）
同社　代表取締役会長
株式会社ブランドヴィジョン　代表取締役社長
アスクル株式会社　社外取締役
コカ・コーラウエスト株式会社　顧問（現）
シティバンク銀行株式会社　取締役（非常勤）
当社マーケティング統括顧問
当社執行役員社長（現）
当社CSR委員会　委員長（現）
当社代表取締役（現）
当社人事・風土改革担当
当社グローバル事業（国際事業・中国事業・プロフェッショナル事業）担当
当社国際事業部長
当社グローバル事業全般、コーポレートコミュニケーション担当（現）

1977年4月
1983年5月
1988年1月
1991年6月

1994年5月
2001年10月
2006年11月
2007年7月
2011年8月
2012年1月
2012年10月
2013年4月
2014年4月

2014年6月
2015年1月
2015年2月

2015年4月

当社入社
当社購買部長
当社執行役員
当社生産・購買・ロジスティクス担当
当社経営企画部長
当社執行役員常務(現)
当社国内化粧品事業 事業戦略領域担当
当社取締役
当社国内化粧品事業、ヘルスケア事業担当(現)
当社国内化粧品事業部長
当社代表取締役（現）
当社日本地域本社社長（現）
当社日本事業全般、
ヘルスケア事業、デジタル事業担当（現）

1982年4月
2008年4月
2010年4月

2012年4月
2013年4月

2013年6月
2014年4月

2015年4月
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おかざわ ゆう
岡澤　雄

（1957年5月18日
生）

いわた しょういちろう
岩田 彰一郎

（1950年8月14日
生）

ながい たえこ
永井 多惠子

（1938年1月30日
生）

当社執行役員常務（現）
当社研究、生産、技術総括担当
当社取締役（現）
当社技術イノベーション本部長（現）
当社研究開発、SCM、技術戦略　総括担当（現）

2014年4月

2014年6月
2015年4月

当社入社
資生堂ドイチュラントGmbH 取締役社長
当社国際事業部 欧州部長 兼 ロシア戦略室長
当社国際事業部 欧州部長
当社国際事業部 グローバル営業部長
当社国際営業部長
当社執行役員
当社執行役員常務
当社アジアブレイクスルー戦略推進担当
当社中国事業部長
当社アジアパシフィック営業部長
上海卓多姿中信化粧品有限公司 董事長
資生堂(中国)投資有限公司 董事長
資生堂麗源化粧品有限公司 董事長
当社取締役(現)
アジア戦略推進担当

1981年4月
2001年12月
2006年1月
2007年1月
2007年4月
2009年4月
2010年4月
2012年4月

2012年6月
2012年8月
2012年9月
2013年6月
2014年4月

ライオン油脂株式会社（現ライオン株式会社）入社
プラス株式会社入社
同社商品開発本部部長代理
同社営業本部アスクル事業推進室室長
同社アスクル事業部部長
アスクル株式会社 代表取締役社長(現)
同社CEO(現)
当社社外取締役(現)
当社役員報酬諮問委員会委員長(現)

1973年3月
1986年3月

1992年5月
1995年11月
1997年3月
2000年5月
2006年6月

日本放送協会 入局
同協会 浦和放送局長
同協会 解説主幹
同協会 退職
世田谷コミュニティ振興交流財団 常務理事
日本放送協会 副会長
社団法人国際演劇協会 会長
公益財団法人せたがや文化財団 副理事長
三井化学株式会社 社外取締役(現)
当社社外取締役(現)
公益財団法人せたがや文化財団 代表理事(現)
公益社団法人国際演劇協会日本センター 代表理事(現)

1960年4月
1990年6月
1993年6月
1995年1月
1997年4月
2005年4月
2008年6月
2009年6月
2010年6月
2011年6月
2013年6月
2013年7月

いわい つねひこ
岩井　恒彦

（1953年5月28日
生）

当社入社
当社製品化計画部長
当社ファインケミカル事業部長
当社技術部長
当社執行役員
当社品質保証部長
当社技術企画・品質保証・フロンティアサイエンス事業担当
当社技術企画、品質保証、薬事、CSR、環境、フロンティアサイエンス事業担当

1979年4月
2002年4月
2004年4月
2006年4月
2008年4月
2009年4月
2010年4月
2013年4月

資生堂グループ企業情報サイト　CSR/環境 カテゴリー　バックナンバー　2014年度版

42



(注1) 岩田彰一郎氏、永井多惠子氏および上村達男氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。
(注2) 当社は、岩田彰一郎氏、永井多惠子氏および上村達男氏を、東京証券取引所の有価証券上場規程第436条の2に定める独立役員に指定していま

す。
(注3) 岩田彰一郎氏は、アスクル株式会社の代表取締役社長を兼任しており、資生堂グループと同社は以下の取引関係があります。

取引対象等 販売者、協賛
金等受領者

購入者、協賛
金等提供者

取引額
の占め
る割合

比較対象 示している事項

文具等 同社 当社

0.1％未満 当社の当期売上原価、販売費
および一般管理費合計額

当社から見た取引額が
僅少であること

0.1％未満 同社2013年5月期売上高 同社から見た取引額が
僅少であること

文具等 同社グループ 当社グループ

0.1％未満
当社連結ベースの当期売上原
価、販売費および一般管理費
合計額

当社グループから見た
取引額が僅少であるこ
と

約0.1％ 同社2013年5月期連結売上高
同社グループから見た
取引額が僅少であるこ
と

オフィス用トイ
レタリー製品 当社グループ 同社グループ

0.1％未満 当社当期連結売上高
当社グループから見た
取引額が僅少であるこ
と

約0.1％ 同社2013年5月期連結売上原
価

同社グループから見た
取引額が僅少であるこ
と

当社グループ以
外のオフィス用
トイレタリー製
品

同社 同社販売先 約0.7％ 同社2013年5月期売上高 競業取引額が僅少であ
ること

同社の社外取締役斎藤忠勝氏は、1997年6月から2004年6月まで当社の取締役を務めておりまし
たが、現在は当社と特記すべき関係はありません。 役員の相互派遣の状況

うえむら たつお
上村 達男

（1948年4月19日
生）

北九州大学法学部 専任講師
同大学法学部 助教授
専修大学法学部 助教授
同大学法学部 教授
立教大学法学部 教授
早稲田大学法学部 教授(現)
同大学21世紀COE
《企業法制と法創造》総合研究所 所長
同大学大学院法務研究科 教授
株式会社ジャスダック証券取引所 社外取締役
当社社外取締役(現)
当社役員諮問委員会委員長(現)
同大学法学学術院長・法学部長
同大学グローバルCOE《企業法制と法創造》総合研究所 所長(現)
日本放送協会 経営委員
同協会 監査委員
同協会 経営委員長職務代行者

1977年4月
1979年4月
1981年4月
1986年4月
1990年4月
1997年4月
2003年10月

2004年6月
2006年6月

2006年9月
2008年7月
2012年3月

2013年7月
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(2015年1月1日現在)

氏 名 
（生年月日） 略 歴

にしむら よしのり
西村 義典

（1955年6月28日
生）

監査役

当社入社
当社財務部長
当社経営企画部 部長
財務戦略グループリーダー
兼 資生堂ビジネスソリューション株式会社 財務部長
資生堂ドイチュラントGmbH 取締役社長
当社執行役員 最高財務責任者
当社財務、IR、情報企画担当
当社内部統制担当
当社取締役
当社監査役〔常勤〕(現)

1979年4月
2005年4月
2008年10月

2009年4月
2011年4月

2012年6月
2014年6月

たかやま やすこ
高山 靖子

（1958年3月8日
生）

はらだ あきお
原田 明夫

（1939年11月3日
生）

おおつか のぶお
大塚 宣夫

（1942年1月10日
生）

当社入社
当社お客さまセンター所長
当社コンシューマーリレーション部長
当社お客さま・社会リレーション部長
当社CSR部長
当社総務部 秘書室付部長
当社監査役〔常勤〕(現)

1980年4月
2006年4月
2008年10月
2009年4月
2010年4月
2011年4月
2011年6月

東京地方検察庁検事
在米国日本国大使館一等書記官
法務大臣官房人事課長
盛岡地方検察庁検事正
法務大臣官房長
法務省刑事局長
法務事務次官
東京高等検察庁検事長
検事総長
弁護士(現)
財団法人国際民商事法センター 理事長
当社社外監査役〔非常勤〕(現)
セイコーホールディングス株式会社 社外取締役(現)
住友商事株式会社 社外監査役
学校法人東京女子大学 理事長
株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ 社外取締役
日本郵政株式会社 社外取締役
株式会社企業再生支援機構 社外監査役
株式会社企業再生支援機構 社外取締役
公益財団法人東京大学学生キリスト教青年会 代表理事(現)
一般財団法人日本刑事政策研究会 代表理事(現)
公益財団法人国際民商事法センター 代表理事(現)
住友商事株式会社 社外取締役(現)
山崎製パン株式会社 社外取締役(現)

1965年4月
1975年7月
1988年4月
1992年4月
1993年12月
1996年1月
1998月6月
1999年12月
2001年7月
2004年10月
2005年5月
2005年6月

2005年7月
2006年6月
2009年10月

2011年1月
2012年4月
2013年4月

2013年6月
2014年3月

慶應義塾大学精神神経科学教室 助手
財団法人井之頭病院入職
青梅慶友病院 病院長
医療法人社団慶成会 理事長兼院長
同医療法人社団 理事長専任
当社社外監査役〔非常勤〕(現)
医療法人社団慶成会 会長(現)

1967年5月
1968年5月
1980年2月
1988年11月
2001年2月
2007年6月
2010年4月
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( 2015年5月11日現在)

 氏 名 担当等

執行役員常務 ラルフ アーベック 経営戦略本部長、中国総代表
【経営戦略、中国事業担当】

執行役員常務 関根 近子
美容統括本部長
【美容領域（グローバル・日本）、ビューティークリエーション、お客さま情
報担当】

執行役員常務 島谷 庸一 研究開発本部長
【研究開発担当】

執行役員 青木 淳 人事本部長
【人事担当、人事部長】

執行役員 ジャンフィリップ シ
ャリエ

アジアパシフィック地域本社社長
【アジアパシフィック事業担当】

執行役員 林 高広 クリエーティブ本部長
【企業文化、宣伝制作担当】

執行役員 保坂 匡哉 技術戦略本部長、品質保証本部長
【技術企画、品質保証、薬事、フロンティアサイエンス事業担当】

執行役員 石本 潔 SCM本部長
【SCM(生産・購買・ロジスティクス)担当】

執行役員 岩﨑 哲夫 日本事業本部 パーソナルケアブランド事業本部長
【日本事業パーソナルケアブランド担当】

執行役員 村上 直樹 日本事業本部 プレステージブランド事業本部長
【日本事業プレステージブランド担当】

つじやま えいこ
辻山 栄子

（1947年12月11
日生）

(注1) 原田明夫氏、大塚宣夫氏および辻山栄子氏は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。
(注2) 当社は、原田明夫氏、大塚宣夫氏および辻山栄子氏を、東京証券取引所の有価証券上場規程第436条の2に定める独立役員に指定しています。

茨城大学人文学部 専任講師
米国 コロンビア大学 ビジネス・スクール 客員研究員
武蔵大学経済学部 助教授
英国 ケンブリッジ大学 客員研究員
東京大学 博士(経済学)
武蔵大学 経済学部長
米国 財務会計基準審議会(FASB)  国際客員フェロー
早稲田大学商学部教授(現)
早稲田大学大学院商学研究科教授
三菱商事株式会社 社外監査役(現)
オリックス株式会社 社外取締役(現)
早稲田大学大学院商学研究科長
株式会社ローソン 社外監査役(現)
株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ(現商号、株式会社NTTドコモ) 社外監査役(現)
当社社外監査役〔非常勤〕(現)

1977年4月
1982年1月
1985年4月
1993年9月
1993年12月
1996年4月
2001年7月
2003年4月

2008年6月
2010年6月
2010年9月
2011年5月
2011年6月
2012年6月

取締役を兼務しない執行役員
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執行役員 岡部 義昭 グローバル事業本部 SHI SEIDOブランドディレクター
【SHISEIDOブランド担当】

執行役員 柴田 和久 総務・CSR本部長
【総務、法務、秘書、CSR、環境担当】

執行役員 副島 三記子 日本事業本部 国内美容統括本部長
【日本事業美容領域担当】

執行役員 杉山 繁和 日本事業本部 コスメティクスブランド事業本部長
【日本事業コスメティクスブランド担当】

執行役員 直川 紀夫
財務本部長
最高財務責任者
【財務、情報企画、内部統制担当】

執行役員 高野 茂 資生堂（中国）投資有限公司 董事長兼総経理
【中国事業 SCH担当】

執行役員 田邨　真理
グローバルプレステージブランド事業本部長
【グローバル事業グローバルプレステージブランド事業担当】

資生堂は、グループ共通の企業使命・事業領域であり、普遍の存在意義として定めた「Our Mission」を実現するために、グ
ループで働く一人ひとりが共有すべき心構え「Our Values」と、より高い倫理基準をもって業務に取り組むための行動基準
「Our Way」を制定し、適法かつ公正な企業活動の推進に努めています。
企業内倫理活動は、法令順守はもちろん、世界中の人々から「社会の役に立つ企業」「なくてはならない企業」「魅力的な
企業」として受け入れられ、発信することをめざしています。

コンプライアンス
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（1）職場での企業倫理の浸透
日本国内では、各事業所により高い倫理観を持つ風土づくりを担当する企業倫理推進リーダーを配置。海外子会
社については、各社の企業倫理全般を統括するBusiness Ethics Officer（BEO）と、それを補佐するCorporate
Ethics Leader（CEL）を配置し、企業倫理に関する定期的な研修を実施しています。また、企業倫理推進リーダ
ーおよびBEOは、各職場における企業倫理活動の計画とその推進状況・結果をCSR委員会に報告しています。

（2）全社員研修（年1回）
社員同士の話し合いによる「気づき」を大切にした人権研修を、資生堂グループのすべての事業所において毎年1
回実施しています。
推進にあたっては、全国の事業所に配置した人権啓発推進委員が一同に会し、さまざまな人権課題の中から問題
解決すべきテーマを検討しています。
また、人権啓発やさまざまな課題解決に有益な情報を編集した「資生堂人権啓発推進委員ガイドブック」を作成
し、全ての委員と共有化しています。

（3）階層別研修（年1回）
全社員対象の研修に加え、役員、管理職、新入社員といった階層や事業所別の特性に合わせた内容で、集合研修
を実施しています。

コンプライアンス

企業倫理の浸透

2006年4月に施行された公益通報者保護法への対応として、万が一社内で不正行為があった場合も小さな芽のうちに社内で
解決するため、「資生堂相談ルーム」（社内）、弁護士事務所内の「資生堂社外相談窓口」の2つの通報（相談）窓口を設置
し、責任者への研修や全社員へのパンフレット配付などを行い、周知徹底を図っています。
公正な調査解決ルートや通報（相談）者の不利益扱いの禁止を明示した「資生堂グループ相談窓口規程」も制定し社員に周
知しています。
資生堂相談窓口は、業務に関する相談を広く受け付け、2013年度は219件、2000年4月の開設以来累計2,193件の相談を受
け、迅速に解決を図っています。
また、全社員に配布している「倫理カード」には、先述した仕事上の相談を受け付ける社内外の通報（相談）窓口、およ
び、心とからだに関する相談を受け付ける「メンタルヘルス相談窓口」（社内）と「資生堂健康サポートダイヤル24」（社
外）の連絡先等の詳細を掲載しています。

倫理カード

コンプライアンス

通報窓口の設置
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「Our Way」では、“公正さを疑われるような贈答や接待をしたり、受けたりしない”、“政治や行政などと、公正で透明度の
高い関係を維持する”と宣言しています。また、全社的なルールとして「接待・贈答に関する規程＜賄賂防止規程＞」を設
け、運用しています。

コンプライアンス

接待・贈答に関する社内規程

資生堂グループの腐敗防止への取り組みについて

私たちは、資生堂グループで働く一人ひとりが守るべき行動基準において、公正さを疑われ
るような贈答や接待を行うことも受けることもしないこと、政治や行政などと公正で透明度
の高い関係を維持することを宣言しています。また当社は、「人権」「労働」「環境」と並び「腐
敗防止」に取り組むことを企業に求める国連グローバル・コンパクトに参加を表明していま
す。
ここに改めて、資生堂グループはビジネスの遂行に際して、接待や贈答を供与も受領もせず、
公正・透明・自由な競争に基づく適正な取引を行うことを宣言します。その実現に向けて、
社員が遵守・対応すべき事項を、「接待・贈答に関する規程＜賄賂防止規程＞」としてルール
化し、社内へ腐敗防止の徹底を図っています。

年 月
代表取締役 執行役員社長

魚谷雅彦
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発生・顕在化したリスクに備える具体的事例のひとつが、「事業継続計画
（BCP：Business Continuity Plan）」です。
資生堂は、大地震や新型インフルエンザなどの事業継続に係る大災害が発生した
場合に、被害を最小限にして早期の事業復旧が図れるよう、重要業務をどのよう
に再開し復旧・継続させるかについて、事前に定めたBCPを策定しています。
BCPでは、業務停止につながるあらゆる災害･リスクへの対応が求められます。資
生堂は、災害・リスクを「突発的に被害が発生する災害･リスク」と「段階的・
長期的に被害が継続する災害･リスク」の特性別に２つに分類し、突発的リスク
の代表として「地震対策BCP」、段階的･長期的リスクの代表として「感染症対策
BCP」を定めています。その他の事業継続に係るリスクが発生した場合には、発
生したリスクの特性に応じて「地震対策BCP」あるいは「感染症対策BCP」を応
用するとしています。
地震対策BCPでは、地震発生前後を①予防対策 ②緊急対応 ③業務再開 ④復旧・
事業継続の4フェーズに分け、フェーズごとの実施事項を定めています。災害・
リスクが発生すると、社長を「本部長」とし、安否確認や被害状況把握など緊急
対応を行う「活動班」と重要業務である商品供給を検討する「商品供給継続会
議」からなる「本社緊急対策本部」が立ち上がり、人員が最も多く広範囲にわた
る営業部門を統括する「現地対策本部」と連携し、災害対応を図ります。2011年
3月の東日本大震災にあたっても、BCPに基づいて迅速な対応を図りました。
感染症対策BCPでは、新型インフルエンザを強毒性・中毒性・弱毒性の3つのレ
ベルに分類し、それぞれの毒性に応じて一時休業などの行動方針を定めていま
す。そして、①予兆段階 ②初期警戒段階 ③厳戒段階 ④終息期警戒段階の4フェ
ーズに分けて、毒性のレベル別にそれぞれのフェーズでの実施事項を定めていま
す。社内周知にあたっては、BCPに定める実施事項を社員のとるべき行動として
まとめた『新型インフルエンザ対策社員行動基準』を作成し、いざというときに

新型インフルエンザ対策社員行動基準

資生堂は、取締役会直轄のCSR委員会のもと、 「潜在的なリスクの予防」と「発生・顕在化したリスクへ対応」の2つのリ
スクマネジメントを行っています。
「潜在的なリスク」については、「CSRアクション」によって、社会環境や国際情勢の変化、国内外の条約・法律の改正な
どに伴いリスクとなりうるテーマを抽出し、資生堂の対応状況（方針･仕組みがあるか、実行されているか）を確認していま
す。そこから将来的なリスクと判断される課題はCSR委員会に報告されます。事業への影響・社会的な注目の観点から優先
順位が高い課題については、リスクの発生自体を回避する、あるいは発生した場合の被害を抑えるように事前対応するなど
の予防措置をとっています。
「発生・顕在化したリスク」については、迅速かつ適切な対応をとるために、リスクを明確に定義し10種類に分類していま
す。リスクが発生すると、リスクの定義と分類に基づいてリスクの発生した部門からCSR委員会事務局に迅速に報告されま
す。CSR委員会事務局は、経営影響の大きさや社外への情報漏出による社会的な反響の観点からリスクを3段階でレベル付け
します。リスクレベルに応じて立ち上がる対応組織（レベル別に「対策本部」「対策プロジェクト」「対策チーム」と命
名）は、被害を最小限に抑え二次被害を生まないよう対応策を検討するとともに、対応の状況、対応結果、再発防止策を継
続的に確認し、適時適切にCSR委員会に報告します。

資生堂のリスクマネジメント

事業継続計画（BCP）

冷静な対応ができるよう、イントラネットに掲載して社員の意識喚起を図ってい
ます。

Copyright (C) 1995-2014Shiseido Co., Ltd. All Rights Reserved.　
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すべての人権を尊重するため、啓発活動などさまざまな取り組みを行っています。

人権

資生堂グループでは、「Our Mission, Values and Way」のOur Way「社員とともに」にのっとり、関係 会社を含む全事業
所で、啓発研修を通じて広く人権問題を学び、正しい理解と認識のもと｢差別のない、差別を許さない、人権尊重の企業体質
づくり｣をめざすことを人権啓発基本方針としています。

また、人権活動においては、自らの企業活動の中で「資生堂グループ サプライヤー行動基準」を策定し、その中に労働（児
童労働禁止、差別禁止、安全衛生など）に関する項目を織り込んでいます。これらの活動に継続的に取り組むことはもちろ
んのこと、グローバル・コンパクト支持の一環として、2008年12月に世界人権宣言60周年を記念し、グローバル・コンパ
クトが企画するCEO宣言に賛同、世界に向けて「人権が普遍的かつビジネスにおいて重要な課題であり、それぞれの企業活
動において人権を尊重し、サポートする」ことを宣言しました。

人権の尊重・差別に関する方針

資生堂グループでは、株式会社資生堂人事部長をトップとする人権啓発部会において、資生堂グループの啓発活動の方向と
活動内容を検討しています。
人権啓発部会は、事務局（株式会社資生堂人事部ダイバーシティ推進グループ・資生堂販売株式会社本店管理部ダイバーシ
ティ推進グループ）と連携を取りながら、社内研修とともに社外の人権啓発活動に取り組んでいます。
また、人権啓発部会のもと、本社・工場・リサーチセンター・国内関係会社・販売会社各オフィスに人権啓発推進委員を設
置し、毎年一回人権啓発研修を実施しています。

推進体制

人権啓発研修では、資生堂グループの人権啓発基本方針を確認するとともに、同和問題、女性、子ども、障がい者、性同一
性障がい、ハラスメント等のさまざまな人権課題について、ISO26000が求める社会からの期待に着実に応えるべく、毎年
テーマを設定し、差別や偏見の解消に向けて啓発活動を行っています。
具体的には、本社役員・国内外部門長を対象としたトップ層研修会、国内事業所責任者・海外事業所責任者を対象とした研
修会、事業所社員を対象とした研修会（2013年度受講率89%）、新入社員を対象とした研修会などを毎年1回開催すること
を基本としています。
また、全国事業所の人権啓発推進委員を対象とした全国人権啓発推進委員研修では、年度方針の確認や研修実施計画などに
関する打ち合わせを定期的（年1回）に行っています。

海外事業所においては、2011年度の「Our Mission, Values and Way」の改定に伴い、Our Way「社 員とともに」の項目
の中で、「人権」についての定義が英語で記載されることにより、「人権」についての共通認識が深まりました。また、今
後とも「人権」についてのグローバルレベルでの浸透活動をすすめていきます。

ハラスメント対策については、資生堂グループ全社員を対象に、ハラスメント撲滅に向けた啓発を目的に、人権啓発研修の
実施、パワーハラスメント等に関するeラーニングを開催しています。（2013年度2回開催）

人権啓発（教育）
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2006年4月に施行された公益通報者保護法への対応として、万が一社内で不正行為があった場合も小さな芽のうちに社内で
解決するため、責任者への研修や全社員へのパンフレット配布などを通じて、社内の「資生堂相談ルーム」、弁護士事務所
内の「資生堂社外相談窓口」の2つの通報（相談）窓口の周知を図っています。

また、公正な調査解決ルートや通報（相談）者の不利益扱いの禁止を明示した「資生堂グループ相談窓口規程」も制定し、
社員に周知しています。

資生堂相談窓口では、業務に関する相談を広く受けつけ、2013年度は219件、2000年4月の開設以来累計2,193件の相談を
受け、迅速に解決を図っています。

また、倫理カードを派遣会社社員を含む全社員に配布しています。
倫理カードには、先述した仕事上の相談を受けつける社内外の通報（相談）窓口、および、心とからだに関する相談を受け
つける「メンタルヘルス相談窓口」（社内）と「資生堂健康サポートダイヤル24」（社外）の連絡先等の詳細を掲載してい
ます。

社員の相談窓口

Copyright (C) 1995-2014Shiseido Co., Ltd. All Rights Reserved.　
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資生堂グループでは、国内外のすべての法人・事業所に適用する方針を、「Our Mission, Values and Way」の Our
Way「社員とともに」「社会・地球とともに」で示しています。

資生堂と国内のグループ会社では、これらの基本方針に基づき国内法規に則した就業規則などの人事規程を個別に定め、直
接雇用しているすべての社員（有期契約社員を含む）に雇用契約に応じた規則・規程を適用しています。人事規程の制定・
改訂にあたっては、法令以上の内容とすることを基本とし、労働組合もしくは労働者の過半数代表の確認・合意のうえ行政
当局への届け出を行っています。今後も順法を継続してまいります。
また、人材マネジメントに関する世界共通の理念として、「資生堂グループ人事政策方針」を定め、推進しています。

資生堂グループ人事政策方針

人事に関する基本方針

社員とともに。資生堂で働く人びとの多様性を大切にし、誰もが働きやすい職場づくりを推進します。

労働慣行

資生堂グループ企業情報サイト　CSR/環境 カテゴリー　バックナンバー　2014年度版

52



職務（採用、異動）

MVW/Core Traitsに共感し、実践する人材を採用します
「適時」「適材」「適所」の配置を実現します

共育

挑戦を促す仕事と実践的な研修機会を提供します
自己研鑽と共に育ち育て合う"共育"を求めます

貢献

社員のやる気を掻き立て、積極的に行動できる環境を整えます
目標に対し主体的に取り組むことを求めます

評価（報酬）

役割と貢献を公正に評価し、成長を促すフィードバックを行います
納得性と透明性が高い報酬を実現します

安全・健康

安全、清潔で健康的な職場環境をつくります
心身の健康維持と管理を自ら取り組む社員を支援します

雇用・労使関係

人権侵害・ハラスメントを絶対に行わず、決して許しません
労働法規/慣行を遵守した雇用を実践します
良好な労使関係を築きます
タイムリーな情報開示とオープンなコミュニケーションを実践します

資生堂グループ企業情報サイト　CSR/環境 カテゴリー　バックナンバー　2014年度版

53



第3次男女共同参画行動計画に掲げる「女性リーダーが恒常的に生まれ
る社内風土の完成」を具現化し、社内に発信するために「キャリアサポ
ートフォーラム」を開催しました。
本フォーラムは、女性社員が自らのキャリア形成に対して主体的に考
え、自立心とプロ意識を備えることを目的とし、経営トップからのメッ
セージ、ロールモデルとなる女性役員の体験談を交えた講演などのプロ
グラムで構成しました。
2010年3月より、本社、リサーチセンター、工場などで開催しており、
女性社員に加えリーダーが参加しました。参加者からは「自身のキャリ
アアップについて改めて考えるきっかけとなった」「異動によるキャリ
ア形成について前向きに考えたい」などの大きな反響がありました。 「キャリアサポートフォーラム」の様子

資生堂の男女共同参画は、社員の活力を高めて成果を上げ続ける組織風土づくりに向けての経営戦略のひとつと位置づけ、
「企業にとって重要なステークホルダーである社員の企業に対する信頼を高める」ことを目的として積極的に推進していま
す。また「資生堂らしい、先進的な取り組みをすることにより、社外からの企業評価を高める」レベルをめざしています。
2010～2012年度の第3次「男女共同参画行動計画」においては、活動テーマを「女性リーダーが恒常的に生まれる社内風土
の完成」とし、「女性のリーダー任用と人材育成強化」「生産性向上に向けた働き方の見直し」の2つを重点課題とした具体
的なアクションプランを策定し推進しました。
その結果、女性社員のキャリア意識醸成が図れ、女性リーダー比率が2009年度と比較して、2014年4月時点で、約8%向上
しました。また、「働き方見直し」は、全社消灯、定時退社デー等の実施を進めたことで、長時間労働者が減少し、時間外
労働を半減することができ、一定の成果を上げています。
2013年度からは、第3次「男女共同参画行動計画」残存課題への対応を図るとともに、障がい者や外国人と共に働くことに
よる、生産性のさらなる向上をめざして、活動の充実化を推進します。

「女性活躍の3ステップ」

ダイバーシティ＆インクルージョン

女性の活躍支援策
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資生堂は、内閣府男女共同参画局が今年度あらたに創設した「女性が輝く先進企業表彰」において、『内閣府特
命担当大臣表彰』を受賞いたしました。
この表彰は、女性が活躍できる職場環境の整備を推進するため、役員・管理職への女性の登用に関する方針、取
り組み及び実績、並びにそれらの情報開示において顕著な功績があった企業を選定し表彰するものです。

資生堂は、1990年以降仕事と育児の両立支援として、法律に先がけた育児休業・育児時間制度等の社内制度の整
備や、事業所内保育所の設置など、風土改革・社員の意識改革も含め、女性が活躍し続ける企業を目指し、早く
からさまざまな取り組みを推進して参りました。
女性の登用についても「男女共同参画行動計画」などの成果により、国内グループにおける女性リーダー（部下
を持つ任用リーダー）比率は、2014年4月時点で26.8％となりました。現在は男女がともにキャリアアップし会
社への貢献度を高めることを目標とした人材育成を基本に、2016年度中に国内女性リーダー比率を30％とする目
標達成に向けさらなる取り組みを推進中です。

資生堂は今後も女性の活躍を支援する取り組みを積極的に推進し、女性が輝く社会の実現を目指して参ります。

受賞式での記念撮影（前列左端が常務の関根）

内閣府主催 第1回「女性が輝く先進企業表彰」を受賞
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※参考：女性リーダー比率　2014年4月－26.8％
※各年4月1日時点の実績

障がい者の雇用

「誰もが生きいきと働くことができる職場づくり」をめざして、2006年1月、知的障がい者を中心とした「花椿ファクトリ
ー」株式会社が特例子会社の認定を受けました。現在都内・大阪の3カ所で31名の社員が活躍しています。
2014年度の国内資生堂グループ全体の障がい者雇用率は2.02%であり、法定雇用率2.0%を上回っています。

外国人の雇用

資生堂は、海外現地法人だけでなく、国内においても、従来より国籍を問わず多様な人材を採用しています。
本社における外国人採用にあたっては、在留資格など入国管理制度を順守しつつ採用し、入社後は就業規則に則り、適切に
処遇しています。

女性リーダー比率

女性リーダー登用については、早期に女性リーダー比率30％を達成することを目標とし、リーダー任用候補となる女性社員
に対し、高いレベルの業務課題を与える（業務の与え方）、また職域を広げる（異動）などを通じて、“しっかりと実績を上
げマネジメントの基本を学ぶ”という経験を積ませるための「一人別人材育成」を推進しています。
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有期契約社員の雇用

国内資生堂グループでは、労働関連法規に則り、有期契約社員を雇用し、法令で定められた各種の社会保険や休暇について
も、就業規則や各種規程に則り、適切に処遇しています。
また、資生堂では、退職した社員を再雇用する制度があります（※）。退職後に培った経験を再度資生堂で生かしていただ
きたいと考えています。

※採用時は有期契約社員として入社

派遣社員の就労

資生堂の各事業所および国内のグループ会社では、労働者派遣法に基づく派遣社員が就労しています。
資生堂グループでの派遣社員の就労にあたっては、労働者派遣法や派遣先の講ずべき措置に関する指針、その他の法令に基
づき、派遣会社との契約書の締結や台帳の作成・管理、管理責任者の設置などを行っています。
今後も、法令の改正や解釈の変更に対して適切に対応していきます。

定年後再雇用制度

資生堂では、会社で成長を遂げた熟年層が意欲と能力のある限り働き続けられるような環境を整え、活力ある企業体質をつ
くることを狙いに、2006年度より定年後の再雇用制度を導入しています。
法改正に伴い2013年度以降は、希望者全員を再雇用しています（※）。定年後の再雇用制度を活用することで、特に研究・
開発・生産・販売等領域においては熟年層から次世代の社員への技術やノウハウの伝承を図っています。

また、さらに高い専門性を有する人材には、専門能力に見合う処遇を実現する「シニア・エキスパート制度」や「シニア･サ
イエンティスト制度」を適用しています。

※ただし、2013年度は法改正に伴う経過措置を適用
※各年4月1日時点の実績
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資生堂では、あらゆる社員がワーク・ライフ・バランスを実現し、社員一人ひとりの生産性を高めるために、さまざまな施
策を導入してきました。そして、社員一人ひとりが働きがいをもちながら働ける職場の実現に向けて、働き方見直し活動の
推進、長時間労働の解消や勤務形態の充実にも取り組んでいます。

また、国内の事業所および関係会社では、法令に従い、事業所毎に時間外労働に関する労使協定を締結し、所轄の行政当局
に届け出ています。
なお、労使協定の締結にあたっては、労働時間に関する法的制限だけでなく、長時間労働のリスクに関する行政指針も踏ま
えた内容としており、特別な場合でも月当たり最長80時間（45時間超80時間までは年間6回以内）としています。
長時間労働の解消に向けた取り組みは以下のとおりです。

1. 労使協定の周知

時間外労働は使用者（上司）が命じて行わせるものとの認識の下、各職場の責任者に対する協定内容の案内や職
場の人事担当者を通じた案内、部下を持つ管理職に対する定期的な案内などを通じて、法令を順守するととも
に、社内掲示板を活用した社員への案内なども行っています。

2. 働き方見直し活動の推進

資生堂では、2011年度からはガイドライン（労働時間に関するKPIと目標）を示したうえで、国内のすべての事
業所で働き方見直し活動に取り組んでいます。このガイドラインでは、「36協定の順守」①時間外労働の削減、
②年次有給休暇の取得率向上、③総実労働時間の削減を掲げ、各事業所・職場に応じた業務推進方法の見直しを
進めており、見直しにあたっての事例集「働き方見直しガイドブック」を制作・配布し、社内の好事例の水平展
開も行っています。
2013年度は、この活動の強化を目的に、各職場で長時間労働の更なる削減に取り組んでいます。

3. オフィス消灯施策と定時退社デーの推進

2009年度から本社で実施している22時オフィス消灯は、2010年度以降関係会社を含む国内すべての事業所
（※）に実施を拡大しています。
なお、2011年度より本社オフィスは20時消灯および月1回の定時退社デーに取り組んでいます。
※ 24時間操業や交替勤務を行う工場と店舗・店頭を除く

4. 時間外労働実態の労使確認

労働時間や有給休暇取得率の実績を労使で定期的に確認し、課題を共有したうえで労使の取り組みに反映してい
ます。

働きがいのある職場の実現

働きがいのある職場の実現
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務・休暇制度を整備しています。特に育児時間については、法定を超えて小学校3年生まで制度利用を可能としています。
（有期契約社員は契約形態により異なるが法定以上）
また、育児期の社員の配偶者に国内転勤が発生したときに対応するため同行制度、海外転勤が発生したときには転勤地への
同行を前提に3年間の休業制度を導入しています。
一方、勤務に関する制度としては、リサーチセンターの研究員を対象に専門型裁量労働制を導入しています。

会社の改革を強力に推し進めるのは、社員一人ひとりの挑戦とアクションであると資生堂は考えます。そこで、全社員がア
イデアを出し、業務改革に参画することを目的として、2006年6月より「知恵椿提案制度」を推進しています。

この制度は、研究、生産、マーケティング、販売にわたるすべての領域の社員自らが工夫・改善した内容を提案し、それを
評価する仕組みです。特に高い評価を得た提案は、社長をはじめとした役員に対して提案者が直接プレゼンテーションを行
い、評価・表彰されるほか、個人・事業所に対して、年度単位での表彰も行っています。

この取り組みを続けることにより、社員一人ひとりの意識や行動力を高め、小さなことでも自主的に改善・実行できる企業
風土を実現するとともに、お互いを思いやる気持ちを根づかせることをめざしています。

また、水平展開が可能な提案については、全社的にその取り組みを広げることにより、お客さまづくりや業務の効率化に役
立てています。

資生堂では、ワーク・ライフ・バランスを実現し、社員一人ひとりの生産性を高めるために、1990年以降、仕事と育児・介
護の両立支援としてさまざまな制度や施策を導入しています。
事業所内保育施設「カンガルーム汐留」の開設・運営、男性社員の育児休業取得促進のための２週間以内の育児休業有給化
や、ビューティーコンサルタントの育児時間取得のためのカンガルースタッフ制度（※1）の導入など、独自の取り組みで社
員が働きやすい環境を整えています。
育児・介護に関する休業や短時間勤務制度の利用者は年々増加し、育児休業・育児時間取得者数は、2013年度では、育児休
業取得者数（短期育児休暇も含む）1,507名（うち男性5名）、育児時間取得者数1,829名（うち男性7名）、介護休業取得
者数26名（うち男性0名）、介護時間取得者数14名（うち男性2名）となっています。

(※1)力ンガル一スタッフ制度

お客さまの応対活動に従事するビューティーコンサルタント（以下、BC）が育児時間制度を利用する際、BCに
代わって夕刻以降の店頭活動をサポートする「カンガルースタッフ」の派遣体制を2006年に導入しました。
これにより仕事と育児の両立が困難だったBCが安心して子どもを産み、育てながら「100％お客さま志向」に向
けた活動に邁進できる職場環境が実現しました。制度導入当初は、約500名の育児時間取得BCを約600名のカン
ガルースタッフにてサポートする形でしたが、近年は育児時間を取得する BCが1,000名を超え、1,600名以上の
カンガルースタッフがサポートする体制に拡大しています。

知恵椿提案制度（業務改善提案制度）

仕事と育児・介護の両立支援

さらに多様な勤務形態への要請に対しては、休業や短時間勤務制度では、法令に基づき育児・介護に関する休業・短時間勤
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資生堂販売株式会社 系列第二営業本部
田中　香音里さん

カンガルースタッフ制度を利用し、計画的に仕事をする意識が高まりました。また、育児にかけられる時間が増
、子どもの精神的安定につながっていることが大変ありがたく思いますし、労働意欲の向上につながっていま
す。
仕事、育児共に充実した毎日を送ることができるのは、サポートしてくれるカンガルースタッフや周囲の皆さん
の協力のおかげと感謝しています。このような制度を後輩BCに受け渡すためにも、会社にしっかり貢献できる働
き方をしなくてはと、日々考えながら活動しています。

国内資生堂グループにおける育児制度利用者数等

※ 対象は、国内資生堂グループの管理職・総合職・美容職・特定職・関係会社社員・契約社員の取得人数とする
※ 2014年4月1日時点の対象人数は24,609人である（美容職は7,110人）
※ 育児休業・育児時間取得人数は、延べ人数とする

今後も、育児や介護を理由に短時間勤務制度を利用しながら働く社員が増加することと予想していることから、社員は自身
の仕事に対する意識の持ち方や、限られた時間内でしっかり成果を出すためのタイムマネジメント・リスクマネジメント・
コミュニケーションスキル習得を図るとともに、管理職には、社員個々の事情をくみ取りつつ、働く意欲の向上に向けたマ
ネジメントの発揮を期待しています。

カンガルースタッフ制度を利用した社員の声

資生堂グループ企業情報サイト　CSR/環境 カテゴリー　バックナンバー　2014年度版

60



資生堂は2007年に続き2013年にも、東京労働局より「次世代認定マーク
（くるみん）」を取得しました。これは、次世代育成支援対策推進法に基づ
き、「一般事業主行動計画」を策定し、その目標を達成した企業に認められ
るものです。

資生堂がこれまでに導入してきた両立支援制度

支援名称 導入年 内容

育児休業制度 1990 子どもが満3歳になるまで、通算5年まで取得可。（特別の事情が
ある場合は、同一子につき３回まで取得可。）【2009年改定】）

育児時間制度 1991 子どもが小学校3年生まで、1日2時間まで勤務短縮可。【2009年
改定】

介護休暇制度 1993 1人の家族につき、1回につき1年以内。通算3年以内。

介護時間制度 1993 1日2時間以内。1人の家族につき、1回につき1年以内。通算3年以
内。

カフェテリア制度育児補助 1998 子どもを保育園などに預け、保育料補助を希望する社員に対する補
助。

チャイルドケアプランの導入 1999 妊娠から職場復帰の流れを上司と確認し合えるコミュニケーション
体制を整備。

カンガルーム汐留の開設 2003 従業員向け事業所内保育施設。定員枠の一部を近隣他企業にも開
放。

短期育児休業の運用開始 2005
主に男性の取得促進をねらって、従来の育児休業制度を改訂し、子
が満3歳になるまで、連続２週間の「短期育児休業」（有給）の運
用を開始。

看護休暇制度 2005
小学校入学前の子どもの病気・ケガによる看護休暇。子が一人であ
れば年間5日、二人以上であれば10日まで。（有給）半日単位での
取得も可。【2010年改定】

マタニティ制服の導入 2006 美容職社員のマタニティ制服を導入

カンガルースタッフ体制の導
入 2007 育児時間を取得する美容職社員の短縮勤務分を代替要員で対応する

制度。

育児・介護期にある社員の転
居を伴う異動に関するガイド

ライン
2008 育児時間、介護時間を取得中の社員は、転居を伴う異動の対象外と

する。

育児を目的とした配偶者同行
制度 2008 育児期（小学校3年生以下の子を持つ）社員の配偶者に国内転勤が

発生した場合、配偶者の転勤地への同行を希望できる。

配偶者の海外転勤に伴う休業
制度 2008 社員の配偶者に海外転勤が発生した場合、配偶者の勤務地への同行

を前提に、3年以内の休業を認める。

出産後8週間以内の父親の育
児休業取得の促進 2010 配偶者の出産後8週間以内に父親が育児休業を取得した場合には、

育児休業を再度取得できる。

カフェテリア制度
子ども教育補助 2014 子どもの塾、通信学習、習い事など教育に支出した費用の補助

次世代育成支援対策推進法に基づく「一般事業主行動計画」
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2013年度からは第4期一般事業主行動計画を策定し、「両立支援をテーマと
するイベント」や「所定外労働の削減のための措置実施」などに取り組んで
います。

また同様に、販売会社でも計画を策定し取組みを行っており、2007年に「次
世代認定マーク（くるみん）」を取得しています。

株式会社資生堂 第4期一般事業主行動計画（計画期間：2013年7月26日から2015年12月31日まで）

No. 目標 時期・対策

1 仕事と家庭の両立支援をテーマとする啓発イベ
ントを開催する

＜2013年6月～＞内容構築、参加者募集
＜2013年9月＞　イベント開催

2 所定外労働の削減のための措置を実施する ＜2013年度～＞
労働時間管理ガイドラインを提示し、進捗管理を徹底する

3
職場優先の意識や固定的な性別役割分担意識の
是正のため、育児期男性社員を対象とする啓発
イベントを実施する

＜2013年8月～＞内容構築、参加者募集
＜2014年1月＞　イベント開催

4

子どもが親の会社を訪問する「ファミリーデ
ー」を毎年開催し、子どもの職業観醸成、家庭
や職場でのコミュニケーション活性化を図る。
（会場は、過去開催の本社オフィスのみなら
ず、他事業所の訪問も検討する）

＜毎年6月～＞内容構築、参加者募集
＜毎年8月＞　イベント開催

資生堂販売株式会社 第4期一般事業主行動計画（計画期間：2013年12月1日から2015年12月31日まで）

No. 目標 時期・対策

1 仕事と家庭の両立支援をテーマとする啓発イベ
ントを開催する

＜2014年6月～＞内容構築、参加者募集
＜2014年9月＞　イベント開催

2 所定外労働の削減のための措置を実施する ＜2013年度～＞
労働時間管理ガイドラインを提示し、進捗管理を徹底する

3
職場優先の意識や固定的な性別役割分担意識の
是正のため、育児期男性社員を対象とする啓発
イベントを実施する

＜2014年2月＞　イベント開催

4

子どもが親の会社を訪問する「ファミリーデ
ー」を毎年開催し、子どもの職業観醸成、家庭
や職場でのコミュニケーション活性化を図る。
（会場は、過去開催の本社オフィスのみなら
ず、他事業所の訪問も検討する）

＜2014年6月～＞内容構築、参加者募集
＜2014年8月＞　イベント開催
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株式会社資生堂は、2013年度に経済産業省より「ダイバーシティ経営企業」
に選出されました。
これは、「多様な人材の能力を最大限発揮させることにより、イノベーショ
ンの創出、生産性向上などの成果を上げている企業」を選出し、累計100社
を表彰するものです。
株式会社資生堂は、「女性、グローバル、障がい者」の3項目で評価されまし
た。

「ダイバーシティ経営企業100選」への選出

資生堂は、国内外の資生堂グループがより強固な企業集団であるために、資生堂グローバル人事ポリシーを定め、その中に
は人事施策の方針として評価処遇などについてのルールとガイドラインを定めています。

ルールとは、資生堂グループ全ての法人が守るべき世界統一の基準であり、この方針に沿った人事施策を展開していくもの
です。

評価処遇におけるルール

社内外における処遇の公正性を確保するとともに、社員の納得度を追及した制度運営を行う
先入観や印象による評価を排除し、客観的事実に基づいた透明性の高い評価に努める

ガイドラインとは、世界統一のルールを踏まえ、人事施策の具体的運用基準について定めたものです。このガイドラインを
元に、国・地域や法人特性を鑑み、具体的な制度設計や運用につなげていきます。

人事・公正な評価

公正な評価・処遇の推進体制

評価処遇におけるガイドライン

目標管理に基づく評価を実施する
成果・業績だけでなく、プロセス（発揮能力）も重視した育成型の能力評価を行う
評価や昇格等基準を社員へ開示するとともに、評価を社員にフィードバックする
1年に1回以上社員と評価面談を実施する

以上の資生堂グローバル人事ポリシーを踏まえて、国内資生堂グループでも、成果とともにプロセスや行動も適切に評価
し、公平で納得性が高い制度を構築しています。
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社員の声を聞く仕組み

また、評価が公正であり納得性を高めるためにも、部下を持つ管理職を対象に研修機会やフィードバック機会を充実させて
います。具体的には、マネジメント研修や新任評価者研修といった機会を通じて、マネジメントスキルの向上を図っていま
す。さらに、管理職360度フィードバックプログラムを実施し、上司・同僚・部下からの観察結果を通して自分自身の職務
行動における強みや改善すべき点への気づきを促すことで、マネジメントスキルの向上を図っています。

資生堂グループ（国内全法人）で働く社員一人ひとりが、風通しの良い職場で、自分の仕事にやりがいを感じ、活きいきと
働くことができる「活力ある組織風土づくり」をめざし、国内事業所の全社員を対象に「資生堂グループエンゲージメント
調査」を毎年1回実施しています。

この調査をスタートさせた背景には、資生堂グループ全体で進めている経営改革があります。改革を進めていくうえでは、
数多くの課題にチャレンジしなくてはなりません。社員は常に、「意識と行動の変革」が求められます。改革が進むにつ
れ、社員の間に意識や取り組みの格差が生まれたり、負担感が増すことで取り組み意欲が減退すれば、ビジョン実現に向け
た改革のスピードが緩む恐れがあります。そのため、この調査を通じて、経営トップ層自らが社員の声に耳を傾け、現状の
課題を明らかにするとともに、課題解決に向けて具体的なアクション策定に役立てています。
また、このエンゲージメント調査の結果は、各職場の責任者を通じて、社員にフィードバックを行っています。そして、各
職場単位で業務や職場環境に見られる問題について、共有するとともに改善に向けた取り組みにつなげています。

一方、社内には資生堂相談ルーム（2000年）を、社外には資生堂社外相談窓口（2002年）を設置し、社員・有期契約社
員・派遣社員からの相談、就業規則・法令違反の通報などに対応しています。

資生堂は創業時より、世間から｢書生堂｣と呼ばれるほど、人材育成に熱心な企業でした。その社風は今日に至るまで受け継
がれており、2006年にはあらためて原点に立ち返るため「資生堂『共育』宣言」を発表しました。
この宣言は、「働く人の自己実現」と「会社の成長」とが重なり合って「人」を大切に育てていくことをめざしています。

能力開発にあたり、社員が活躍する分野を7つ（美容／営業・マーケティング／宣伝制作／研究開発／生産／財務経理／スタ
ッフ）に区分しており、社員はキャリアの軸となる分野を自主設定し、分野ごとに求める能力要件をもとに自己研鑽すると
ともに、さまざまな機会を通じてプロフェッショナルをめざします。
プロフェッショナルをめざす仕組みの一例として、美容分野社員であるビューティーコンサルタント・ヘアメーキャップア
ーティストおよびサロンスタイリストのキャリアパスとして、選抜型の資生堂ビューティーアカデミーに入校、さらには卒
業後に資生堂グループの美容のトップの位置づけとなる高度美容専門職への道すじを示す「美容分野CDP（キャリアデベロ
ップメントプラン）プログラム」が2009年に確立されています。

2011年に制定した資生堂グループ企業理念「Our Mission, Values and Way」を実践するための具体的な行 動様式を定義し
ました。それが「Core Traits（コアトレイツ）」です。
「Core Traits」は、Our Missionを実現するために、一人ひとりの社員が携えておくべきOur Valuesや Our Wayを行動様
式として明確化したものです。資生堂らしさをさらに伸ばして強い企業グループに成長していくため、「Core Traits」を実
践できる人材を育成していきます。

人材の活用と育成

人材育成の考え方

資生堂グループ企業情報サイト　CSR/環境 カテゴリー　バックナンバー　2014年度版

64



海外事業の拡大に伴い、人材のグローバル化を推進しています。国内では
中堅・若手社員を対象に「グローバルビジネス研修」、「グローバルキャ
リア開発プログラム」を実施し、「異文化適応力」「グローバルビジネス
理解力」などを備えた人材を継続的に育成しています。
海外では、2011年から「資生堂リージョナルリーダーシッププログラム
（SRLP）」をスタートし、地域単位での人材育成に取り組んでいます。
今後は、主にリーダー層を対象としたグローバルレベルでのタレントマネ
ジメントの開始と、「資生堂エグゼクティブプログラム（SEP）」を新設
をすることで、グループ内の人材育成と人材活用を加速させます。

人材のグローバル化とグローバルレベルでの人材育成

エコール資生堂

 
 
 

人材育成方針の具現化と全社の研修機能を統括するため、2006年、企業内大学「エコール資生堂」を創設し、分野毎のプロ
フェッショナルを育成するための研修、分野を横断した新入社員研修、管理職研修、経営幹部を養成する研修など、さまざ
まな研修が行われています。学長には社長が、各分野の学部長にはその分野を担当する執行役員が就任することで、役員自
らが魅力ある人材の育成を率先しています。また、「エコール資生堂」で行われる研修は、各学部の学部長が能力開発方針
や育成プログラムについて話し合う学部長会にて年度ごとに総括され、人材育成の取り組みを共有・進化させています。

加えて、社員一人ひとりの自己研磨のため、e-ラーニングや通信教育講座を充実させています。行動・発揮の向上に役立つ
講座、分野別に求められる専門知識・スキルに役立つ講座、語学力やOAスキルアップの公的資格取得のための講座などを取
り揃えています。

資生堂リージョナルリーダーシッププログラムの様子

社員のキャリア開発を支援する組織として、2011年4月に「キャリアデザインセンタ
ー」を設置しました。「キャリアデザインセンター」には専門の教育を受けた社員が
所属しており、キャリアに関する社員からの個別相談、セミナーの実施などを通じ
て、入社から退社にいたるさまざまな場面でのキャリア支援を行う体制を整えていま
す。
社員はこれらの支援を受ける一方で、自ら応募する「ジョブチャレンジ制度（※1）」
や、希望する職務にチャレンジできる「社内FA（フリーエージェント）制度（※2）」
などを活用しながらキャリア開発を行います。
また、社内ホームページでは「キャリアデザインセンター」の案内に加えて、キャリ
アを考える際のさまざまな情報提供、セミナーや事例の紹介を行っています。
社員自ら成長するプロセスを通じて一人ひとりが仕事にやりがいを見出し、人生にい
きがいを感じて活躍できるように会社として支援しています。

※1 ジョブチャレンジ制度：会社が募集した職務に応募する
※2 社内FA（フリーエージェント）制度：希望した職務に自ら応募する キャリアデザインBOOK

社員のキャリア開発支援
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より充実したキャリアを実現するために、
多角的に自己を見つめ直します。

キャリア論は日々進化しています。ライフ
の視点も交えた基本的な考え方を学びま
す。

2011年度より、40歳以上の社員を対象に"人生80年時代"を見据えたキャリア形成を学ぶ「キャリアデザインセ
ミナー」を開催しています。
会社生活後半期におけるキャリアをいかに形成し取り組んでいくべきか、一人ひとりが自らのキャリアを振り返
り、自身の強みや持ち味、弱み、これから実現したいことなどを改めて見つめ直します。ここでは、ジョブキャ
リア（仕事を通じて形成される固有の経験や経歴）にとどまらず、ライフキャリア（ジョブキャリアも含んだ人
生における役割や生き方）の視点も交えて、日常業務を離れた環境でじっくり考えることができます。
2012年度からは、管理職、総合職に加え美容職に対しても開催し、合計7回のセミナーで、338名の社員が受講
しています。

キャリアデザインセミナーの様子

キャリアデザインセミナーの開催

さまざまなワークショップの中で、部門も
キャリアも違う仲間たちとのセッションか
ら多様な考え方に触れ、多くの気づきを得
ます。
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「魅力ある人で組織を埋め尽くす」というビジョンの実現に向けて、資生堂では全社をあげて人づくりに取り組んでいま
す。それにはなによりもまず、社員一人ひとりが心も身体も健康でいきいきと輝いて活動することが大切であり、「健康づ
くり」は「人づくり」の基礎であると考えます。
資生堂では社員一人ひとりのかけがえのない健康を守るため、健康管理基本方針を定め、社員の心身の健康をサポートして
います。

＜資生堂　健康管理基本方針＞

お客さまの「一瞬も 一生も 美しく」をサポートする企業として、社員一人ひとりが「心身ともに健康」で「一
瞬も 一生も 美しく」生きていくことを支援することにより、健康で健全な経営をめざします。

1. 社員は自ら進んで生活習慣の改善などの健康づくりに取り組むこととし、会社は健康事業を通して、一人ひと
りの健康づくりを支援します。

2. 安全かつ快適な職場環境の形成を通して、一人ひとりが充分に能力を発揮し、充実した職場生活を送れるよう
支援します。

3. 健康情報等の個人情報の適正な利用と管理の徹底を図るとともに、法令順守を基本とした健康管理を推進しま
す。

この健康管理基本方針を資生堂グループ全体で共有しながら有効に機能させるため、「地区衛生協議会」をエリアごとに開
催し、国内のグループ企業の人事責任者、産業医・保健師・看護師などの産業保健スタッフ、本社人事部ならびに健康保険
組合が出席し、全体的な健康事業の推進とエリアの実績に応じた取り組みに関して協議しています。

また資生堂グループの国内事業所のオフィスでは、法令に従い、衛生委員会を設置して社内の巡回で危険箇所の指摘と改善
を行っています。
リサーチセンター・工場では、労働安全衛生方針を定めるとともに安全衛生委員会を設置し、執務室や共用施設、作業現場
の巡回を定期的に行い、危険箇所や危険行為を指摘、改善・改良を行うとともに、新規導入設備についても導入にあたり危
険がないことを確認しています。
なお国内工場では、毎年、休業災害ゼロを目標設定し、重大事故の発生防止に努めています。

資生堂では社員一人ひとりの健康づくりを進めるために、全社員に冊子『心とからだの健康をめざして』を配布していま
す。
また、自己管理能力が必要とされる生活習慣病対策を中心とした各種テーマの情報提供、健康相談をはじめ、健康づくりセ
ミナーなどのプログラムを実施し、以下の健康教育を行っています。

社員の安全と健康

健康管理方針

安全衛生推進体制

社員の安全・健康教育

資生堂グループ企業情報サイト　CSR/環境 カテゴリー　バックナンバー　2014年度版

67



生活習慣病対策

社内イントラネット上の配信や定期配布物を活用し、全社員に向けた健康啓発情報の発信や、産業保健スタッフ
の全国地区担当制に基づく社員の個別保健指導などを通じて、生活習慣病の予防活動を展開しています。また、
従来の30代から40代中心の階層別研修での「生活習慣病対策セミナー」をさらに一歩進め、すべての年代の社員
へのe-ラーニングなど、より広い対象への健康教育を推進中です。

喫煙対策

社員の健康増進、お客さま満足の向上、社会的責任の履行の実現を目的として建物内禁煙を実施しています。実
施前より「禁煙セミナー」など社内における啓発活動を展開し、禁煙に対する理解促進を進めました。

メンタルヘルスケア

本社を中心に、一般社員にはセルフケア研修を、管理職にはラインケア研修を実施しています。長期休務に至っ
た社員に対して、職場復帰支援プログラムを用意し、リハビリ出社を通じて円滑な職場復帰が図れるようにサポ
ートしています。プログラムが適切に運用されるよう管理職向けの研修で周知を図っています。社内にメンタル
ヘルス相談窓口を設置し、社外にも健康全般に関する相談窓口を設置しています。

女性のための健康支援

多くの女性社員が働く資生堂では全国の事業所において「女性のための健康セミナー」を順次開催し、女性特有
の疾患をライフステージごとに説明しながら、自身の身体の管理意識を高めています。

定期健康診断（健康保険組合が実施する生活習慣病健診を含む）

法定外健診の一部項目を社員自らが選択することとし、定期健康診断を通じて自身の健康管理に積極的に関心を
持つようにしています。

長時間労働面談

長時間労働による健康障害防止のために、本社等の事業所では法令を上回る基準を設定し、対象者全員を産業医
が面談しています。産業医は、社員の健康障害防止のために、本人および会社に対して適切な助言指導を行って
います。

新型インフルエンザ対策

新型インフルエンザに関する情報や発生状況、および警戒レベルなどをイントラネット上に案内しています。社
員の認識を高めるとともに、警戒レベルに合わせた社員行動基準を策定しております。

感染症に対する教育・啓発

海外渡航者に対して感染症情報をイントラネット上に掲載し、注意喚起を行うとともに、海外駐在員に対して
は、渡航前に感染症予防に関する小冊子を配布しています。
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社員が自身の心の状態やストレス度をチェックするため、厚生労働省がインターネットで開催している『メンタルヘルス・
ポータルサイト「こころの耳」の「5分でできる職場のストレスチェック」』を社内で推奨し、活用しています。
また、社内にメンタルヘルス相談窓口を設置して、専門カウンセラー・産業医・保健師・看護師などの産業保健スタッフを
中心に、職場とも医療とも連携可能な相談体制を構築しています。加えて、仕事以外のプライベートで悩む社員の心のケア
にも対応するため、EAP（Employee Assistance Program）業者による社外提携相談窓口も用意し、24時間 365日対応でき
る相談体制を整備しています。
2009年度には職場復帰支援プログラムを整備し、これまでの職場復帰に関する運用が事業所毎に統一されていなかったこと
を踏まえ、職場復帰までのステップを明確にするとともに、休務・休職した社員がより円滑に職場復帰が可能となるよう、
国内資生堂グループ統一基準（ガイドライン）として定めています。

メンタルヘルス

国内外の資生堂グループ各社は、業務内容や期待役割に即した多様な雇用形態を提供し、競争力の維持向上を図っていま
す。2014年4月1日時点の総社員数は、全体で47,000人で、前年と比較して1,100人減員の状況です。

資生堂グループにおける社員数

雇用と労働

社員数の状況

※ いずれも国内は4月1日時点。海外は前年12月末時点の直接労働契約を締結している社員数。
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資生堂の賃金制度は、年功的・属人的な要素を払拭し、能力・成果に応じたメリハリのある賃金体系としています。
また、能力・成果を評価する評価制度は、評価処遇におけるルールに基づいた、公正で透明性の高く、社員の納得度を高め
る制度です。
2014年度の国内資生堂グループの職種別男女別の月例基本給与平均の実態は、管理職 男性100：女性95、総合職 男性
100：女性98、美容職 男性100：女性115の比率となっています（2014年4月1日時点）。

社員とその家族の「豊かでゆとりある生活の実現」をめざし、労働条件の整備とともに福利厚生の充実にも力を注ぎ、会社
にも社会にも積極的に参加できるよう支援しています。

賃金

福利厚生

社員のキャリアアップとライフデザインを支援する福利施策

資生堂はさまざまな福利厚生施策を通じて、仕事と生活の両面において社員の自律と自己責任に基づくキャリアアップとラ
イフデザインを支援しています。
社員のワークライフバランス実現に向けた仕事と育児・介護の両立を支援する制度や施策をはじめ、社宅や住宅手当といっ
た住居支援、財形貯蓄、社員持株制度、見舞金制度といった各種施策に加え、「カフェテリア制度（選択型福利厚生プラ
ン）」を導入しています。会社が「自己啓発」「育児・介護」「健康づくり」といった社員のライフスタイルやニーズに対
応したメニューを準備し、社員は自分の持ち点（ポイント）に応じて必要な支援を必要な時に選択できます。

企業年金による社員のライフプラン・サポート

資生堂は、社員のライフプラン・マネープランの支援に努めています。
資生堂の退職金制度は、「ポイント制退職金（確定給付年金）」、「確定拠出年金」または「退職金前払い」および「退職
一時金」で構成されています。
「確定拠出年金制度」と「退職金前払い制度」は社員がいずれかの制度を選択し、給付を受ける制度です。確定拠出年金に
ついては、資産運用や投資に関する定期的な情報提供などを通じて、退職後の生活設計に社員が主体的に取り組めるよう支
援しています。
また、一部の海外現地法人では、確定給付型制度、退職一時金制度および確定拠出型制度を設けています。

 

資生堂グループは、社員の雇用維持のため、会社と社員双方が最大限の努力を払っており、雇用の安定に向けた取り組み
は、各国・地域の法令や慣行に則って対応しています。また、社員の雇用にあたっては「Our Mission, Values and  Way」
に則り、多様性を尊重し、働き甲斐のある職場づくりを進めています。

資生堂の採用は、新卒・既卒を問わない定期採用と、既に社会人としてキャリアを積まれた方を対象とした経験者の採用を
実施しています。また、多様な雇用機会を提供し、社員の勤務形態への配慮を行うことを目的に、雇用制度の整備にも努め
ています。
なお、事業所の新設や移転に伴い、社員の生活に大きな影響を与える異動が発生する場合は、会社と組合で構成する委員会
を設置し、速やかな問題解決のため、会社・組合双方が誠意を持って協議決定することを労働協約で定めています。

2012年1月に、「生産・研究開発拠点の再編」を実施することを決定し、鎌倉工場を2015年3月に閉鎖する予定です。
両事業所の社員には、会社から状況を説明し、社員個々の意向を個別面談で確認するとともに、労働組合からの協議にも応
じています。

雇用
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資生堂グループでは、「良好な労使関係は企業経営の基本」という考え方のもと、企業活動全般についての社員との情報共
有や労使一体での課題解決に向けた話し合いを、積極的に行っています。
資生堂および一部のグループ会社（海外現地法人含む）には、労働組合が組織されています。
国内では、株式会社資生堂、資生堂販売株式会社および一部関係会社社員で構成される資生堂労働組合が、ユニオンショッ
プ制を採用し運営されています（資生堂グループ国内全体約11,200名、2014年4月1日現在）。

会社と資生堂労働組合は、「事業の社会的使命を認識し、企業の健全な発展と社員の経済的、社会的地位の維持向上に努
め、誠意と信頼を基調とした労使関係を堅持する」ことを労働協約書の前文で確認し、お互いの立場を尊重しながら、経営
協議会やさまざまな課題を検討する労使検討会を開催しています。

具体的には、「社員の処遇と福利厚生」、「働き方見直し」、「長時間労働の是正」などをテーマに積極的な労使協議を行
い、適切な事業運営につなげています。
また各事業所でも、事業所ごとの労使の課題について協議を行っています。

また、海外現地法人でも、各国の労働法規を尊重し事業運営を行っており、経営と労働組合、社員とのコミュニケーション
を通じて健全な労使関係構築・維持に努めています。

良好な労働組合との関係

Copyright (C) 1995-2014Shiseido Co., Ltd. All Rights Reserved.　
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資生堂では、人も地球も美しく共生する持続可能な社会の実現をめざし、全社員が全世界で取り組む環境プロジェクト「資
生堂アースケアプロジェクト」に取り組んでいます。
商品の環境対応や事業所でのCO 2 排出量の削減など、事業活動のすべてのプロセスにおいて、環境への取り組みを進めてい
ます。

環境

生まれる）」が表す通り、創業以来一貫して地球の恵みに感謝し、それらを大切にしながら事業を営んできました。ここで
は、資生堂の環境に取り組む姿勢と環境における経営方針をご案内いたします。

環境方針

使命です。今後、資生堂が永続的にお客さまを美しくしてさしあげるためには、地球への恩返しをしながら共生していくこ
とが何よりも大切と考えます。

環境方針

環境に取り組む意味

資生堂は、社名の由来である「至哉坤元 万物資生（大地の徳はなんとすばらしいものであろうか、すべてのものはここから

資生堂の社名は、中国の四書五経の一つ、易経の一節「至哉坤元　万物資生」（大地の徳はなんとすばらしいものであろう
か、すべてのものはここから生まれる）に由来しています。
この一節の意味が表すように、地球の自然環境を尊重し、大切にすることを存在の拠り所としています。
大地の徳に感謝し、そこから新しい価値を発見し、社会の役に立っていくこと、それが地球から恵みを受けている資生堂の

社名に由来する創業の精神

資生堂のコーポレートメッセージは、地球との約束でもあります。
私たちは、美しい地球環境なくして、「美しく生きる」という一人ひとりのお客さまの願いに誠実に応えることはできませ
ん。
資生堂社員一人ひとりがとるべき行動を定めたOur Wayの「社会・地球とともに」では、「独自の厳しい基準に沿った環境
対応を推進し、生物多様性に配慮しながら、人も地球も美しく共生する持続可能な社会をめざす」と宣言しています。資生
堂は、肌をケアするように地球をいつくしみ、調和のとれた美しい地球環境の実現に向けて全力を尽くします。

コーポレートメッセージ
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資生堂は1992年度に定めた環境に関する経営方針「資生堂エコポリシー」を基本として、環境活動を推進しています。

資生堂エコポリシー

資生堂はすべての事業活動において地球環境の保全に努めるため、

1. 生態系に配慮し、資源・エネルギーを大切に利用します
2. 環境に負担をかけない新技術の開発と応用を促進します
3. 一人ひとりの環境保護意識の向上を図ります
4. 地域や社会との連携に努めます

資生堂は社名の由来のとおり、創業以来一貫して地球の恵みに感謝し大切にしながら、事業を営んできました。しかし、
今、この地球の恵みが急速に失われつつあり、将来の世代に継承することが危ぶまれています。私たちは、原点に立ち返
り、地球の恵みに感謝し、これを保全しながら、「美しく生きたい」という人々の願いに誠実に応えた事業を営むことが、
あるべき姿だと考えます。この考え方に基づき、「地球の恵みの保全」と「CO2削減」「省資源」の3つの領域に取り組み、
持続可能な社会の実現をめざします。
「地球の恵みの保全」のためには、「生物多様性の保全」および「水資源の持続可能な利用」が重要となります。前者につ
いては、2010年に以下のとおり「資生堂の生物多様性に関する考え方」をまとめました。

資生堂の生物多様性に関する考え方

資生堂の社名には、「地球の恵みに感謝し、新しい価値を生み出す」という意味が込められています。
私たちは、資生堂の価値づくりの源泉である「地球の恵み」を、限りあるものとして認識し、将来の世代へ受け
渡すために厳正に取り扱います。
さらに、生物多様性の保全に積極的に取り組み、持続可能な社会の実現をめざします。

一方、「水資源」については、2013年に以下のとおり考え方をまとめました。

私たちは、水系における健全な水循環や地域社会の水文化を尊重しながら、持続可能な利用をめざします。そのために、ま
ず事業活動におけるバリューチェーンを通じた水資源の利用に関する実態の把握を行います。これを踏まえ、事業活動が水
循環や水文化に与える影響の低減に努めます。

環境方針

資生堂エコポリシー

資生堂が環境活動の中核に据えること
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「資生堂アースケアプロジェクト」は、事業活動のすべてのプロセスにおいて、資生堂グループの全社員が全世界で取り組
む「環境プロジェクト」です。
資生堂が、地球の恵みを享受しながら新しい美しさを提案し続けていくには、地球への恩返しをしながら、地球と共生して
いくことが必要です。肌をケアするように地球をいつくしみ、調和のとれた美しい地球環境を実現することが、地球ととも
に生きる資生堂の使命です。
「資生堂アースケアプロジェクト」は、資生堂グループの企業理念と環境における経営方針である「資生堂エコポリシー」
に基づき、「人も地球も美しく共生する持続可能な社会の実現」を使命としています。

社会的責任として当たり前に取り組むべき「基本的環境活動」に加え、「資生堂ならではの環境活動」を積極的に進めるこ
とで「美とエコをつなぐ新しいライフスタイル」の実現をめざします。

環境方針

資生堂アースケアプロジェクトとは

資生堂アースケアプロジェクトの使命

資生堂アースケアプロジェクトのめざすもの
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資生堂アースケアプロジェクトのシンボルマーク

このリングの表す意味、それは「地球」「循環」「約束」です。

「地球」　それは、私たちにさまざまな恵みをもたらしてくれます。
「循環」　それは、永遠に続く美のサイクルを表しています。
「約束」　それは、資生堂と社会、資生堂と地球との間に交わされたものです。

そして、マークの色である美しいブルーは、「水」の象徴です。地球の表面の約70％、人の身体の約60％を占めている水
は、生態系にとってかけがえのない存在であるとともに、化粧品にとっても大切なものです。
この青いリングに、資生堂の象徴である椿の花を組み合わせ、私たちの企業活動と自然との共生を表現しました。

資生堂では、2009年度に全世界の全社員をメンバーとする環境プロジェクト「資生堂アースケアプロジェクト」を発足しま
した。取締役会直轄である「CSR委員会」において、社内の環境活動計画の進捗を共有するとともに、さまざまな環境課題
について検討・協議を行っています。

ISO14001は1996年に制定された環境マネジメントに関する国際認証制度で、認証取得後も、外部機関によって継続的に審
査を受ける必要があります。資生堂では、各工場において、ISO14001に基づいたマネジメントシステムを運用しており、
P（Plan：計画）、D（Do:実行）、 C（Check:評価）、A（Act：改善）サイクルを繰り返すことによって、管理体制等 の改
善と環境負荷の低減を図っています。

環境方針

環境マネジメント

推進体制

推進体制図

ISO14001認証に基づいた環境マネジメント
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1997年度には、「資生堂グローバル・エコスタンダード」を策定し、商品開発、R&D、生産・調達、物流、販売、オフィス
における行動指針をそれぞれ具現化しました。その後、環境問題を取り巻く状況が大きく変化したことから、環境に配慮し
た商品や販促物の設計基準をライフサイクル視点で見直し、2010年度に「モノづくりエコスタンダード」と「販促物エコス
タンダード」を策定しました。
また、オフィスにおける環境活動基準である「オフィスエコスタンダード」についても今日的に見直し、再策定しました。
モノづくりに関する２つのエコスタンダードにおいては、下記の評価項目を設け、商品及び販促物の環境対応を進めていま
す。

エコスタンダード

2013年度 ISO14001認証取得状況
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調達 （１）環境に配慮した原料・材料の調達

生産 （１）生産時の環境負荷低減

物流 （１）物流・運搬時の環境負荷低減

使用

（１）使用時の省エネ・省資源

（２）使用時の排出物（排水・排ガス）による環境負荷の低減

（３）長期使用の促進

廃棄
（１）リサイクルしやすさの向上

（２）お客さまによる捨てやすさの向上

販促物エコスタンダード

企画・設計

（１）店頭で活用されやすい設計
　 ① 複数の売場サイズで対応できる設計
　 ② 多用途・複数展開可能な設計

（２）環境負荷が小さい材料の選定
　 ① 販促物の材料の選定
　 ② 個々の材料の選定
　 ③ 特定パーツの材料の選定

（３）軽量・シンプルな設計

（４）規格サイズを踏まえた設計

（５）型の活用

（６）配送に適した設計

（７）廃棄が容易な設計
　 ① 分別しやすい設計
　 ② 材料名の表示

校正・印刷

（１）省資源化した校正（製版）

（２）省資源化した刷版

（３）廃液を出さない印刷方法

（４）石油資源を節約するインキの使用

梱包・配送
（１）梱包の簡素化

（２）過剰包装の抑制

モノづくりエコスタンダード

項目 評価項目

設計（容器包装）
（１）環境に負荷をかけない仕様・材質の選定

（２）減量化・減容化

設計（中味）
（１）環境に負荷をかけない処方

（２）容器包装を考慮した中味設計

項目 評価項目
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「エコ・ファースト制度」は、2008年4月に環境省が創設した「業界のトッ
プランナー企業の環境保全に関する行動を更に促進していくため、企業が環
境大臣に対し、地球温暖化対策や廃棄物・リサイクル対策など、自らの環境
保全に関する取り組みを約束する制度」です。
認定企業は「エコ・ファースト・マーク」を広報活動などに使用することが
できます。 エコ・ファースト・マーク

2008年度、資生堂は環境先進企業として、環境活動に取り組んでいくことを社会に約束しました。
まず世界に向けては、環境に取り組む強い意志を世界に表明する機会として、2008年11月、国連グローバル・コンパクトの
気候変動に関するイニシアティブ「Caring for Climate」に賛同しました。

日本国内においては、2009年3月、化粧品業界で初めて、環境省から「エコ・ファースト企業」に認定されました。
そして、2012年5月には、環境省からの規約改定（2010年9月）を受け、当社の環境保全の新たな取り組み目標を「エコ・
ファーストの約束」として宣言し、再認定されました。
取り組みの進捗状況については環境大臣に報告するとともに、定期的にウェブなどを通じて公表していきます。

環境方針

社会との約束

「エコ・ファースト制度」について

2012年5月、資生堂は、環境大臣に対して新たに4つの取り組みを約束しました。

1. 容器包装の3R（reduce,reuse,recycle）をはじめとする商品の環境対応を積極的に推進します。
2. 価値づくりの源泉である地球の恵みの保全に積極的に取り組みます。
3. 社員の環境教育に取り組み、地球の恵みの保全に貢献する人材を育成します。
4. 地球温暖化防止に向けた取り組みを積極的に推進します。

 

資生堂の「エコ・ファーストの約束」

2014年1月9日（木）、資生堂は環境省との勉強会を実施し、資生堂グループの
環境への取り組みを報告しました。資生堂は、2009年3月に同省より化粧品業界
のトップランナーとして、エコ・ファースト企業に認定されました。2012年5月
からは新たに4つの取り組みを約束し、商品の環境対応や地球の恵みの保全など
に取り組んでいます。
当日は、資生堂が環境に取り組む意義、商品のレフィル配置拡大や植物由来ポリ
エチレン容器の採用を含む容器包装の3Rの取り組みなど、「エコ・ファーストの
約束」で宣言した取り組みの推進状況について報告しました。
報告後の意見交換では、谷津環境事務次官、白石地球環境審議官をはじめ、環境
省職員の方々より多くの質疑をいただき、貴重な示唆を得る機会となりました。

今後も資生堂はエコ・ファースト企業として、環境省やさまざまなステークホル
ダーの方々と連携し、積極的に環境への取り組みを進めてまいります 。

左から3番目より　谷津環境事務次官、執行役員
岩井 恒彦、白石地球環境審議官

エコ・ファースト企業として環境省との勉強会を実施
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資生堂では、現3カ年（2014～2016年度）環境活動方針として、「ライフサイクル全体での商品の環境対応」と「全世界で
のCO2排出量の削減」の2つを柱に、取り組みを推進しています。

環境目標と実績

資生堂では、前3カ年に引き続き、環境における経営方針である「資生堂エコポリシー」を踏まえ、本業であるモノづくりを
通じた環境への取り組みを加速化すべく、1つ目の柱として「ライフサイクル全体での商品の環境対応」を推進しています。
また、グローバル企業としての社会的責任を果たすため、「全世界でのCO2排出量の削減」を2つ目の柱として掲げ、取り組
んでいます。

「ライフサイクル全体での商品の環境対応」では、資生堂独自の環境基準である「モノづくりエコスタンダード」に則り、
研究開発・商品企画・調達・生産・物流・販売・使用・廃棄・リサイクルまでのライフサイクル全体で環境対応を進めてい
きます。
まず、有限な石油資源の節約と、化粧品容器の廃棄・焼却時におけるCO2排出量の抑制を目的として、2011年度より、サト
ウキビ由来ポリエチレン容器の採用を開始しました。その他にも、レフィル配置アイテムの拡大や、バガス紙*・FSC認証紙
など環境配慮した紙の商品への採用拡大など、商品の環境対応に積極的に取り組んでいきます。
また、水資源への対応として、商品のライフサイクルを通じた水使用量削減に取り組んでいます。

* サトウキビから砂糖を採ったあとの繊維（バガス）を原料として作られる非木材紙

商品の環境対応の目標

項目 目標

植物由来容器の
採用

2020年度までに、国内化粧品事業で使用するポリエチレンの70％以上を石油由来から植物由来に
切り替えます。

レフィル化の
加速

2020年度までに、国内化粧品事業のファンデーション（コンパクトタイプ）、白粉、シャンプー・
コンディショナーのジャンボサイズのレフィルを100％配置し、化粧水・乳液（ディスペンサータ
イプ）のレフィルを70％以上配置します。

バガス紙他
環境配慮紙の
積極採用

2012年度以降の国内化粧品事業の新製品・リニューアル品で紙を使用する商品においては、バガス
紙・FSC認証紙など環境配慮紙への切り替えを促進します。

環境目標と実績

現3カ年（2014～2016年度）環境活動方針と目標

ライフサイクル全体での商品の環境対応

資生堂グループ企業情報サイト　CSR/環境 カテゴリー　バックナンバー　2014年度版

79



「全世界でのCO2排出量の削減」については、2011年度より、海外を含む全事業所（本社・リサーチセンター・工場・販売
全世界でのCO2排出量の削減

会社・関係会社）のCO2排出量を管理し、全世界でCO2排出量削減に取り組んでいます。

2020年度CO 2排出量削減目標

対象 目標値

国内
生産事業所 2009年度比20％削減（絶対量）

非生産事業所 2009年度比14％削減（絶対量）

海外
生産事業所 23％削減（BAU比）※1

非生産事業所 2009年度比11％削減（絶対量）※2

※1 BAU比: 特段の削減策を講じなかった場合に想定されるCO 2排出量 (BAU：Business As Usual）と削減策を講じた場合に想定されるCO 2排出量
の比較

※2 海外非生産事業所については、データ未取得事業所を除く

資生堂では、海外を含む全事業所におけるCO2排出量を管理し、削減に向けた取り組みを推進しています。

2013年度は、以下のとおり、全事業所においてCO2 排出量削減目標を達成しました。
国内の生産事業所については、自社努力による削減は進んだものの、購入電力の排出係数の悪化により、目標にわずかに届
かなかったため、排出権行使を加え目標を達成しました。
海外については、米国での太陽光発電設備・風力発電設備の導入などをはじめとする再生可能エネルギーの活用や排出権行
使などにより、目標を達成しました。

2013年度CO 2排出量削減目標

対象 目標値 結果

国内
生産事業所 2009年度比15％削減（絶対量） 達成 ※3

非生産事業所 2009年度比5％削減（絶対量） 達成

海外
生産事業所 20％削減（BAU比）※1 達成

非生産事業所 2009年度比4％削減（絶対量）※2 達成 ※3

※1 BAU比: 特段の削減策を講じなかった場合に想定されるCO 2排出量 (BAU：Business As Usual）と削減策を講じた場合に想定されるCO 2排出量
の比較

※2 海外非生産事業所については、データ未取得事業所を除く
※3 排出権行使分含む

環境目標と実績

2013年度 環境目標と実績

2013年度実績
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2013年度の資生堂の事業活動における環境負荷実績です。

2013年度 環境負荷実績
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※スコープ1：事業所からの直接排出

　スコープ2：購入したエネルギーの生産（発電など）に伴う間接排出

　スコープ3：スコープ2以外のバリューチェーンからの間接排出
上記のグラフでは製品の使用、原材料の調達、製品の廃棄、資本財、輸送・配送（上流）などその他の排出を含む

資生堂はバリューチェーン全体の環境影響を把握し、効果的に削減するために、「GHGプロトコル・スコープ3基準」に基
づき、バリューチェーン全体でのCO2排出量の削減を行いました。

商品の環境対応における主要な取り組みである2013年度のレフィル配置・サトウキビ由来ポリエチレン採用による排出削減
効果としては、原材料の調達で約9,000トン、製品の廃棄段階で約7,500トン、合計で約16,500トンのCO 2排出削減となり
ました。

2013年度 バリューチェーンを通じたCO2削減効果
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対象期間：2013年4月1日～2014年3月31日
対象範囲：国内生産事業所、海外生産事業所、国内リサーチセンター、本社部門
単位：金額は全て百万円

1.環境保全コスト
分類 主な取り組みの内容 投資額 費用額

(1)事業エリア内コスト  366 238

内
訳

(1)-1 公害防止コスト 水質汚濁、大気汚染の防止活動、大気・水質など
の分析測定等 171 45

(1)-2 地球環境保全コス ト 太陽光発電、省エネ推進、オゾン層保護対策等 192 6

(1)-3 資源循環コスト 廃棄物処理、リサイクル、排水再利用、資材削減
等 3 187

(2)上・下流コスト 容器包装リサイクル法負担金支払、グリーン購
入、製品のリサイクル等 0 258

(3)管理活動コスト 人件費（R&D除く）、環境管理費用、事業所内緑
化等 0 532

(4)研究開発コスト 環境対応製品の研究開発等（人件費含む） 0 71

(5)社会活動コスト 椿の植林・保全活動、その他社員による環境保全
活動、団体への支援、環境情報公表等 0 86

(6)環境損傷対応コスト 自然修復費用など 0 0

(7)その他のコスト  0 0

合計  366 1,185

2.環境保全効果

効果の内容 経済効
果

収益 主たる事業活動で生じた廃棄物のリサイクル又は使用済み製品等のリサイクルによる事業
収入 30

費用節減

省エネルギー関連 63

廃棄物関連 8

環境目標と実績

2013年度 環境会計

環境会計の集計について

省資源関連 39

その他 0

合計 140
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商品に表示しているマークについて

資生堂は、 サトウキビ由来ポリエチレンなどの植物由来プラスチッ
クを容器全体の20%以上（重量比）使用している商品に、資生堂ア
ースケアプロジェクトのシンボルマークを記載しています。
2011年9月の「スーパーマイルド」を皮切りに、「エリクシール」
「TSUBAKI」「ANESSA」「UNOフォグバー」などでサトウキビ由
来ポリエチレン容器を採用しています。

2012年12月に資生堂ウェブサイト「ワタシプラス」のオンラインショップに
て先行発売、2013年2月に店頭発売した「フルメーク ウォッシャブル ベー
ス」は、重ねたメークがお湯だけで簡単に落とせる世界初（※1）の化粧下地で
す。水にはなじまず、40℃のお湯にだけ反応する資生堂独自の技術「ヴェール
アクションポリマー」を開発し、初めて本商品に配合しました。
資生堂は、本商品を使うことによってクレンジング料が不要になるという特長
から、化粧下地から洗顔料までの一連の化粧行為における環境負荷低減度を算
出しました。具体的には、従来型の化粧行為と本商品を使った化粧行為（※2）
を行った場合を想定し、ウォーターフットプリント（※3）の手法を用いて商品
のライフサイクルを通じた水消費量の算出を試みました。その結果、1回の化粧
行為あたり、約1.6L（※4）の水消費量を削減でき、本商品1本（35g）に換算
すると、約90L（500mlペットボトル約180本分）を削減できる試算となりま
す。 フルメーク ウォッシャブル ベース

資生堂では、2010年度に商品設計における環境基準である「モノづくりエコスタンダード」を制定しました。「モノづくり
エコスタンダード」の定着を図るため、商品企画部門への勉強会などを実施し、運用しています。単に「環境に配慮してい
る」というだけでなく、化粧品としての価値（効果・使用感・使い勝手・デザインの美しさなど）を損なわずに、「美とエ
コが共生する」モノづくりを実現し、商品を通じて、新しいライフスタイルの提案へつなげることをめざしています。

シンボルマーク記載例

※資生堂アースケアプロジェクトでは、象徴的な環境活動に番号をつけています。

※1 株式会社　Mintel Japanデータベース内 資生堂調べ
※2 従来型の化粧行為と「フルメーク ウォッシャブル ベース」を使った化粧行為

No.093
フルメーク ウォッシャブル ベースの開発

商品での取り組み
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2011年9月、資生堂は、国内の化粧品・日用品としては初めてサトウキビ
由来ポリエチレン容器をヘアケアブランド「スーパーマイルド」に採用し
ました。

サトウキビ由来ポリエチレンを焼却する時に発生するCO2は、サトウキビ
が生長過程で吸収してきたCO2であり、CO2の増減は±0（ゼロ）といえ
ることなどから、サトウキビ由来ポリエチレンは石油由来ポリエチレンと
比較すると、ライフサイクル全体におけるCO2排出量が約7割強少ないと
いわれています。
今回スーパーマイルド容器のレギュラーサイズ、ジャンボサイズのボトル
部分には約96％、つめかえ用には約34％のサトウキビ由来ポリエチレン
を使用しており、切り替え後1年間で約188トンのCO 2を削減できまし
た。（資生堂試算による）
また、サトウキビ由来ポリエチレンは、主にサトウキビから砂糖を精製し
た残液部から作られるため、食糧との競合が発生しにくいメリットもあり
ます。

なお、この取り組みは、「第1回バイオマス製品普及推進功績賞（主催：
日本バイオマス製品推進協議会）」を受賞しました。

スーパーマイルドの
サトウキビ由来ポリエチレン容器

サトウキビ由来ポリエチレンなどの植物由来プラスチ
ック容器に記載するマーク（拡大図）

資生堂では、中核ブランド「エリクシール」のスキンケア商品において環
境対応を進めています。
その第1弾として、2009年9月に高機能スペシャルケアとして発売した
「エリクシール シュペリエル レチノバイタル」、2010年2月発売の「エ
リクシール ホワイト」では、これまでプラスチック製だった商品の外箱
を、紙製に切り替えて発売しました。その後、2010年9月からは「エリク
シール シュペリエル」においても外箱を紙製に切り替えています。さら
に、一部商品の紙箱にはバガス紙を採用しています。

これらの取り組みにより、各商品発売後1年間で、プラスチック使用量を
合計約90トン削減できました。

エリクシール シュペリエル

No.055-2
スーパーマイルド容器へのサトウキビ由来ポリエチレンの採用

No.073
エリクシール スキンケアシリーズ 外箱の紙製化によるプラスチック使用量の削減

※3 原材料調達から生産、使用、廃棄、リサイクルまでの商品のライフサイクル全体を通じた水の利用と、それに伴う環境・社会影響を定量的に評価する手法。
       原料となる植物の栽培や製品の製造工程に使われる水など、直接・間接的に投入されるすべての水を対象とします。
※4 本算定結果は、東京都市大学環境学部 伊坪徳宏教授による第三者検証を受けたものです。この数値は、お客さまのご家庭における水使用量を比較したもの
　   ではありません。
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め、配合成分やご使用方法など、お客さまご自身で商品を選ばれる際に参
考にしていただけるような情報の充実化を図っています。

また、第2弾として、2012年9月には、「エリクシールシュペリエル」
「エリクシールホワイト」から化粧水・乳液のレフィル（つめかえ用）を
発売しました。
レフィル容器はサトウキビ由来プラスチックを使用しているため、石油由
来プラスチック製に比べてCO2排出量の削減につながります。
また、本体容器につめかえて使っていただくことにより、廃棄プラスチッ
クを約85％（本体重量比）削減することが可能となります。

エリクシール ホワイト

2011年2月にリニューアルした薬用美白美容液「HAKU メラノフォーカ
スW」において、新たに「付け替え用レフィル」を発売しました。
このレフィル容器をつくる際に使用するプラスチック量は、本体容器の使
用量に比べ約60％削減しています。レフィルを配置することで、本体容
器だけを生産する場合と比較して、プラスチック使用量を発売後1年間で
約19トン削減できました。

このレフィルの発売には「省資源」という環境への配慮に加え、「素敵な
パッケージを毎回捨てるのはもったいない」「中味の残量が確認できるよ
うにしてほしい」というお客さまからの声にお応えしたい、という大きな
目的がありました。また、レフィル容器の開発においては、なるべくお客
さまが簡単に交換できる機構にするためのさまざまな工夫を施しています。

さらに、その他の環境対応として、外箱をプラスチック製から、バガス紙
（ サトウキビから砂糖を採ったあとの繊維を原料として作られる非木材
紙）製に変更し、枯渇資源である石油の使用量を抑え、持続可能となる植
物由来原料に切り替えました。

なお、これらの環境対応は、2013年2月に発売した「HAKU メラノフォ
ーカスCR」においても引き続き、採用しています。

左：HAKU メラノフォーカスCR
右：レフィル

資生堂の最高級ブランド「クレ・ド･ポー ボーテ」は、すべてにおいて「本物」を求めるお客さまにご満足いただくため、
品質はもちろんのこと、あらゆる面において「最高級」であることをめざしています。
①スキンケア全アイテムにフェアトレード(※1)で調達した香料「サンダルウッド」を配合
②「ラ・クレーム」（クリーム）に初めてレフィルを配置
③商品の外箱と能書（説明書）にバガス紙(※2)を採用
などの先進的な取り組みを行いました。
その後も、フェアトレード原料(プレミアムアルガンオイル)を「ルージュエクラC」「レオスールデクラ」など一部商品に配
合、能書にFSC認証紙(※3)を採用など、サステナブルな取り組みを進めています。

No.084
HAKU レフィル配置によるプラスチック使用量の削減

No.083
クレ・ド・ポー ボーテ　スキンケアリニューアルに伴う環境への取り組み

外箱を紙製にしたことで、商品情報を印刷できるスペースも広がったた
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ラ・クレーム（クリーム）本体 ラ・クレーム（クリーム）レフィル

左：ルージュエクラC（口紅・レフィル）
右：レフィルを専用ホルダーにセットして使用

レオスールデクラ（フェースカラー）

資生堂は、2011年度より、美容飲料「ピュアホワイトW」と「ザ・コラ
ーゲンシリーズ3種」、「ベネフィーク コラーゲン ロイヤルリッチ」
（各50mL）のガラスびんを当社従来品と比べて、約10%軽量化しまし
た。

これは、お客さまの「飲み終ったガラスびんはまとめて捨てるので、少し
でも軽くして欲しい」とのお声にお応えして実現した取り組みです。

このガラスびん軽量化の取り組みにより、 「ピュアホワイトW」と
「ザ・コラーゲンシリーズ3種」、「ベネフィーク コラーゲン ロイヤル
リッチ」合計で、発売後1年間で約427トンのCO 2を削減できました。
（資生堂試算による）

また、お客さまの「他の人にどんなものを飲んでいるか知られたくない」

ガラスびんを10%軽量化した美容ドリンク

No.088
美容飲料「ピュアホワイトW」「コラーゲンシリーズ」のガラスびん軽量化と、はがしやす
いラベルの採用

今後もクレ・ド・ポー ボーテは、自然や社会とのつながりを大切にし、品質だけでなく、環境にも配慮した商品をお届けし
ます。

※1 発展途上国の原料や製品を適正な価格で継続的に購入することを通じ、途上国の生産者や労働者の生活改善と自立を目指す取り組み。資源の乱
獲などを防ぎ、持続可能な活用をめざすことで環境保全にも貢献します。
※2 サトウキビから砂糖を採ったあとの繊維を原料として作られる非木材紙
※3 FSCに「適切に管理された森林から生産された製品」と認証された紙

「ラベルをはがして廃棄したいのに、ラベルがはがしにくい」といったお
声にもお応えし、簡単に手ではがせるラベルに変更しました。

簡単にはがせるラベル「はがレーベルTM」
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2010年7月に発売した「綺麗のススメ」は、環境に配慮した紙製飲料容器
｢カートカン」を採用しています。また、2013年より「長命草＜ドリンク
＞」についても、アルミ缶から「カートカン」に切り替えています。

「カートカン」には以下の特長があります。
①間伐材活用による森林の保全促進 
健全な森の育成には、混み合った森から弱っている木を切り出すなどの保
全作業、すなわち「間伐」が必要ですが、カートカンは間伐材を積極的に
活用しています。 また、国産材を30％以上使用していることから、国内
森林の保全・健全な育成を推進しています。国内の森林が健全に育つと、
排出されたCO2を吸収するため、CO2削減につながります。
②「緑の募金」に寄付 
売上の一部を「緑の募金」に寄付する仕組みとなっており、国内の森林整
備に活用されます。
③100%リサイクル可能  
牛乳パックと同様にリサイクル可能です。

当初はカートカンでは当社が希望する賞味期限を保持することが難しいも
のでしたが、お取引先さまにお願いし、カートカンの長期保存性が実現で
きたため、今回の採用となりました。

綺麗のススメ

長命草

資生堂は、ホテル等の客室アメニティや業務用化粧品を取り扱う資生堂ア
メニティグッズを通じて、環境にも肌にもやさしいホテル用石けん「泡ふ
る エコソープ（2サイズ：10g、18g）」を2010年10月に発売しまし
た。

これまでホテル等で使われる客室用石けんは、宿泊中の使用量が非常に少
なく、その残りはすべて産業廃棄物として処分されていました。
「泡ふる エコソープ」（以下、「本品」）は、石けんの中にミクロの気
泡を入れることで、すばやく泡立つとともに溶けて減りやすくなり、使用
後の石けんの残量、すなわち廃棄量を大幅に削減することが可能となりま
す。当社リサーチセンターによる実使用テストでは、当社従来品と比較し
て、使用後の石けん残量（廃棄量）が10gサイズで約90％、18gサイズで
約67％削減でき、2サイズ合わせて発売から1年間で約12.5トンの石けん

泡ふる エコソープ

No.075
「綺麗のススメ」への環境対応型紙製容器（カートカン）の採用

No.079
ホテル用石けん「泡ふる エコソープ」開発による廃棄量の削減

廃棄量が削減できました。（資生堂試算による）
さらには、気泡を入れることにより、廃棄量の削減だけでなく、大きさは
従来のままで石けん原料の使用量を約3割減らすことが可能となります。
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また、本品は気泡を入れるためにホテル用石けんの一般的な製造法である「機械練り」ではなく、高級洗顔石けんの製造法
である「枠練り（わくねり）」を採用しています。一般のホテル用石けんには保湿成分がほとんど入っていないのに対し、
本品はこの製法により約30％の保湿成分を配合することができました。保湿成分たっぷりの豊かな泡で洗顔用としてもお
使いいただけるなど、今までのホテル用石けんにはないワンランク上の使用感を実感いただけます。（本技術の工程と処方
については特許出願済み）

本品は、エコとビューティーを同時に実現できる、環境にも肌にもやさしい石けんとして、多くの旅館やホテルから好評の
声をいただいております。

ミクロの気泡を混入 「泡ふる エコソープ」と「当社従来品」の使用前後で
の残量の違い

これは、既存のプラスチックボトル成形技術を四層構造の成型技術（二層
の再生プラスチックをバージンプラスチックで外側と内側から挟む技術）
に発展させた技術革新から得られました。

その結果、再生プラスチックは最大70%まで使用可能となり、バージン
プラスチックは年間で約75トン削減、CO 2排出量は年間約360トン削減す
ることが可能となります。

JOICO（ジョイコ）

資生堂グループの中でヘアサロン向け製品を製造しているZOTOS社（米国・コネチカット州）では、商品の中味品質と安全
性、ボトル外観の美しさを保持したままで、容器のバージンプラスチック使用量を低減することに成功しました。

No.065
ZOTOS社 ヘアケア商品ボトルのプラスチック再利用

太陽光照明は、太陽エネルギーを利用するためCO2排出量はゼロとなり、設置後のメンテナンスが不要であることも、環境
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稼動年月

年間発電量

CO2排出削減量

2011年12月

約400万 kWh

約2,150トン／年

※カーボン・オフセット：日常生活や経済活動において避けることのできない
CO2等の温室効果ガスの排出を、排出量に見合った温室効果ガスの削減活動に
投資すること等によって相殺しようとする考え方や活動の総称。

資生堂久喜工場は、2010年5月より埼玉県で初めてとなる、電力消費ゼロの「太陽光照明」を倉庫棟に導入しました。

太陽光照明とは、太陽光を屋根より採光し、屋内に取り込むことで、照明として有効利用するもので、電力を一切使用しない
新たな照明システムです。

特殊な表面加工が施された曲面反射板により、朝夕や、冬の低い位置の太陽の光も効率よく集光し、プリズム反射しながら
屋内に拡散することで、水銀灯では薄暗く感じられた倉庫内の隅の明るさを改善することができ、作業性及び安全性が向上
しました。

生産部門では、CO2排出量の削減目標達成に向けて、具体性をもった活動計画に落とし込み、PDCAサイクルを徹底していま
す。また、各生産事業所への再生可能エネルギーの利用や、全生産事業所でのゼロエミッションについても長期的に検討して
います。

ヘアサロン向け製品を製造している資生堂の子会社ZOTOSインターナショナル
のジェニーバ工場（米国・ニューヨーク州）に設置した大型の風力発電設備2基
が、2011年12月より稼動を開始しました。

この2基合計で年間約400万kWh発電することができ、この規模は、米国風力エ
ネルギー協会（AWEA）によると、米国内の製造会社（自社敷地内）において最
大規模と公表されています。

この風力発電の稼動により、ジェニーバ工場の年間使用電力の約30％をカバーす
ることが可能となります。

また、ジェニーバ工場では、既にカーボン・オフセット（※）の取り組みを進め
ており、今回の風力発電の稼動により「CO2排出ゼロの工場」となります。

また、2012年度には米国環境保護庁より"2012 Green Power Leadership Award "
を受賞しました。

※資生堂アースケアプロジェクトでは、象徴的な環境活動に番号をつけています。

ジェニーバ工場の風力発電設備

生産での取り組み

No.082
ZOTOSインターナショナル ジェニーバ工場への風力発電設備導入

No.078
久喜工場における太陽光照明とLEDランプ導入による省エネルギー化
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太陽光照明は、太陽エネルギーを利用するためCO2排出量はゼロとなり、設置後のメンテナンスが不要であることも、環境
負荷の低減に貢献します。

また、同時期に工場敷地内のすべての外灯を、水銀灯からLEDに変更しました。LEDの電力消費量は水銀灯の半分以下となり
ます。

これら2つの取り組みにより、CO2排出量を年間約45トン削減できます。

資生堂大阪工場と掛川工場は、環境に配慮した製品輸送保護材を開発し、
2010年4月より運用をスタートしました。

従来は製品を輸送する際、製品の形状や物量に合わせて多種多様な輸送保
護材を使用していたことから、リユースが困難で使用後は廃棄していまし
た。

そこで、資生堂の物流委託会社である日立物流コラボネクスト株式会社と
共同で、さまざまな形に展開可能となる「仕切り」を開発し、規格化しま
した。

この「仕切り」は、折りたたみ方を変えることによって2分割または4分割
となり、目的に応じてフレキシブルに展開できることが特長です。
そして、使用後は小さく折りたたんで工場に返却し、リユースが可能とな
りました。
リユース可能になったことにより段ボール使用量が年間で約53トン削減さ
れ、また輸送効率が向上したことで、輸送時のCO2排出量を年間で約43
トン削減することが可能となりました。

太陽光照明（屋上）

太陽光照明（イメージ図）

太陽光照明（倉庫内）

1枚の段ボールシートがフレキシブルに変化

No.074
大阪・掛川工場における製品輸送保護材のリユース化
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工場敷地内に植樹した木

グローバル市場向け製品を製造している資生堂アメリカインク イーストウィンザー工場（米国・ニュージャージー州）は、
2007年5月に「角度固定式」の太陽光発電設備を一次導入しました。さらに、2010年8月には、太陽の動きに合わせてパネ
ル角度が変化する「太陽追尾式」の設備を二次導入し、イーストウィンザー工場の年間使用電力量の70％以上を太陽光発電
でカバーできるようになりました。この設備は、ニュージャージー州でも上位にランクされる規模で、2010年には、"The
2010 New Jersey Governor's Environmental Excellence Awards"を受賞し ました。

また、2012年4月には、ダブリンインク（ニュージャージー州）の工場にも「角度固定式」の太陽光発電設備を導入しまし
た。

稼動年月 2007年5月（一次導入）　2010年8月（二次導入）

年間発電量 約230万 kWh

CO2排出削減量 約1,200トン／年

ベトナム工場が「アジアの環境モデル工場」として、2010年4月より稼動
しました。

ベトナム工場では、省エネルギー対策として「中央エネルギー監視システ
ム」を日本から導入し、工場内で使用されるエネルギーを視覚化すること
で、きめ細かな監視制御によりエネルギー消費を最小化しています。ま
た、照明器具や冷凍機、空調機についても日本や近隣諸国から導入するな
ど、省エネルギー対策や環境に配慮した対応を図っています。

また、建設時の掘削により発生した残土を敷地外に廃棄せず、敷地内のラ
ンドスケープデザインに再利用するとともに、現在はゼロエミッション
（廃棄物ゼロ）も達成しています。

ベトナム工場では、環境への対応で最も重要な「持続性」を大切にし、毎
年、敷地内に植樹を行うなど、工場一体となって継続して環境保全に取り
組んでいます。植樹した木が生長するように、この新しい工場も成長を遂
げていきます。

ベトナム工場

ベトナム工場の環境対応

No.051
資生堂アメリカインク　イーストウィンザー工場の環境対応

No.072

資生堂グループ企業情報サイト　CSR/環境 カテゴリー　バックナンバー　2014年度版

92



一次導入設備（角度固定式） 二次導入設備（太陽追尾式）

ばら園ローズボディミルク RX

2排出量を約0.8トン削減することができます。

従来、乳液の製造は、すべての原料を一旦加熱して乳化してから冷却するという方法が一般的でした。

そのプロセスを見直し、一部の原料を加熱して「濃い乳液」を作り、それ
を常温の水分で薄めながら自然に冷却させるという製造方法を発案し、
「加熱」のエネルギーを低減できることに加え、「冷却」のプロセスその
ものが不要となる低エネルギー製造を実現しました。
これにより、製造時に排出されるCO2を年間で約22トン削減でき（※）、
中味ロスの低減と製造時間の短縮も図ることが可能となります。

現在、この乳液の低エネルギー製造は、「ばら園ローズボディミルク RX」
などに活用されています。

なお、この取り組みは、「平成24年度地球温暖化防止活動環境大臣表彰を
受賞しました。

※対象となる乳液をすべてこの製造プロセスに変更した場合
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番とタイミングを工夫することで、「加熱」→「冷却」のプロセスが不要
になります。
これにより、久喜工場で生産しているシャンプー全量をこの製造方法に切
り替えた場合、年間で約500トンのCO 2排出量を削減できる見込みです。

また、CO2排出量の削減とともに製造時間の短縮も実現することができま
した。
既に理・美容室用シャンプーの一部へ採用しており、今後は他の製品へ順
次拡大していく計画です。

一般的にシャンプーは、髪に光沢感を出すための油分を水性溶液に混ぜて
製造しますが、従来の製造プロセスでは、溶液中の油分を均一にするため
に製造釡を一旦加熱し、その後冷却して油分を結晶化させます。
このたび開発した低エネルギー製造方法では、すでに結晶化した油分を原
料メーカーから調達し、これと水、洗浄成分、香料を製造釡に投入する順

資生堂久喜工場ではシャンプーの製造プロセスを見直し、低エネルギー製造プロセスの開発に成功しました。

No.064
シャンプーの低エネルギー製造プロセスの開発

資生堂は、研究開発において、CO2排出量削減に向けた環境技術の開発とともに、環境に配慮しながらお客さまにとっての
価値を実現する新技術の研究やソフト開発を進めることで新しい価値づくりをめざしていきます。
また、調達においてはサトウキビ由来ポリエチレンの共同開発をはじめとした、廃棄・焼却時に大気中のCO2濃度を増加さ
せない原材料の採用や、お取引先さまと一体となった環境対応技術の開発を進めています。お取引先さまに対しては、2006
年3月より、「資生堂グループ・サプライヤー行動基準」への同意と遵守状況を確認しています。今後もお取引先さまととも
に生物多様性に配慮した調達を行い、持続可能な社会に貢献していきます。
物流においては、多頻度少量配送の見直しや同業他社との物流共同化（同じ物流拠点を活用）などを通じてCO2排出量の削
減を進めています。
販売においては、店頭照明のLED化や店頭で使用する販促ツールの環境対応に取り組んでいます。また、2009年度から営業
車の車両シェアリング制を導入するとともに、2010年度には電気自動車を10台導入しました。

※資生堂アースケアプロジェクトでは、象徴的な環境活動に番号をつけています。

研究・調達・物流・販売での取り組み
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2012年4月に開始した資生堂ウェブサイト「ワタシプラス」オンラインショッ
プでは、店頭販売商品約2,600品を取り扱っています。

店頭で販売している商品を通信販売の配送でお届けするためには、しっかりと
した外装梱包と多くの緩衝材が必要でしたが、お客さまから一般の通信販売に
寄せられる「商品に対して、緩衝材がむだに多い」という声に応えるべく、お
取引先さまと環境に配慮した輸送箱の開発に取り組みました。

お届けする商品の大きさに合わせて、輸送箱は5サイズ配置し、さらに商品の大
きさや形状によって変形する伸縮自在の紙製仕切りを新たに開発しました。こ
の仕切り1枚であらゆる商品に対応でき、輸送時の振動や摩擦を軽減して商品を
傷めずにお届けすることが可能となりました。

また、CO2排出量削減・省資源という環境貢献効果に加えて、ガムテープを使
わずに箱のふたのベロを引き上げるだけの「リフトアップワンタッチ式」を採
用したことで、簡単に開封・折りたたむことができます。

なお、この取り組みは、「2013日本パッケージングコンテスト 輸送包装部門
賞(主催:公益社団法人 日本包装技術協会)」を受賞しました。

ケーキの箱の仕切りからヒントを得た紙製の仕
切り

資生堂は商品出荷用の段ボールを10面体に成型する機械と段ボールに商
品を投入する機械を久喜工場に導入し、「TSUBAKI」「スーパーマイル
ド」「水分ヘアパック」「シーブリーズ」などで採用しています。

10面体の段ボール箱は側面の四隅を切り落とした形（上から見ると八角形）
をしており、縦の支柱が増えることで強度が高まるため、段ボールの紙を
従来より薄くできるほか、たくさんの商品をすき間なく詰めて配送効率を
高めることが可能となります。

段ボール資材の減量と配送効率向上により、省資源化と年間800トン以上のCO2削減が可能となり、製造時に加えて出荷・配
送時までを含めたトータルな環境活動を推進しています。

No.058
10面体段ボールでの配送を開始

No.092
「ワタシプラス」オンラインショップ用輸送箱の環境対応

化粧品ならではの楽しさをデザインした輸送箱
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資生堂は、バガス紙の新規調達ルートを確立し、2010年度より商品の外箱への
活用を拡大しています。

「バガス」とは、サトウキビから糖汁（砂糖の原料）を搾った後の搾りかすの
ことで、そのバガスを加工すると紙の原料となるバガスパルプとなります。そ
のバガスパルプを原料として、製紙工場でバガス紙に加工されます。バガス紙
は本来廃棄されるバガスを原料とするので、木材紙に代わってバガス紙を活用
することは、廃棄物のリサイクルや森林伐採抑制、生態系の保全につながりま
す。
従来、バガスパルプの調達においては、品質やコスト面において課題があり、
その活用が進んでいませんでした。

このたび、お取引先さまのご協力をいただき、環境対応にすぐれた製造工程で
作られたバガスパルプを海外から調達する新たなルートを確立しました。これ
により、品質やコスト面での課題を解決し、バガス紙を商品の外箱などに積極
的に活用することが可能となりました。

バガス紙ができるまで(画像はイメージ)

バガス紙を活用した商品の外箱の例
（左）PURE&MILD（中国専用ブランド）
（中）クレ・ド・ポー ボーテ
（右）HAKU メラノフォーカスCR

No.085
バガス紙の活用促進に向けた新規調達ルートの開拓

資生堂では、2010年10月度より、今までブランドごとに異なっていたスキンケア
商品陳列用トレーの仕様を共通化し、さらに再生プラスチックを活用することで、
省資源化を実現しました。

スキンケア商品の陳列用トレーの仕様を共通化したことにより、トレー成型時に使
用する金型（スチール）を削減することができました。また、トレーに差し込むシ
ョーカードを変更するだけで他のスキンケアブランドにも使用可能となり、これま
でに比べ長期に渡って使用可能となったため、廃棄量の削減にもつながりました。

さらに、再生プラスチックをトレー全体の68％に使用したことで、約70トンのバ
ージンプラスチックが削減でき、スキンケア商品の陳列用トレーとして、化粧品業
界初のエコマークを取得しています。 スキンケア商品陳列トレー

（写真下：拡大図）エコマークの刻印

資生堂では、国内工場とリサーチセンターで使用しているすべての合成アルコールをカーボンニュートラルな植物由来（サ
トウキビ）発酵アルコールへ切り替えました。食糧競合を極力避けるため、原料をサトウキビに限定し、調達から出荷にい
たるまでを分別管理して生産しているアルコールだけを選定。この切り替えにより、数千トンのCO2削減が可能となりま
す。

No.063
植物由来発酵アルコールへの切り替え

No.080
スキンケア商品陳列用トレーの共通化・再生プラスチック使用による省資源化
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食品や化粧品の原料でもあるパーム油は近年急速に需要が増加しています。
原料となるアブラヤシの大規模な農園開発のために熱帯雨林が違法に伐採さ
れ、野生動物の絶滅危機や森林減少による地球温暖化への影響が問題視され
ています。資生堂は2010年から、環境保全と持続可能なパーム油産業の振興
や運営を行うことを目的として設立された「持続可能なパーム油のための円
卓会議（RSPO：Roundtable on Sustainable Palm Oil）」に参加していま
す。2012年3月のRSPO総会決議に基づき、2013年までに資生堂グループが
使用しているパーム油およびパーム核油の全量をRSPOが認証するパーム油と
することを宣言し、切り替えを完了しました。認証にあたっては、RSPOで定
められている「グリーンパーム認証（ブック・アンド・クレーム方式）※」
を採用します。この宣言については、同会議のウェブサイトでも公開してい
ます。

熱帯雨林に住む野生のオランウータン

アブラヤシの実の説明に耳を傾ける社員

資生堂の商品は、すべて「地球の恵み」からできています。「地球の恵み（生物多様性）」を将来にわたって活用していく
ために、それを保全していくことは非常に重要な課題です。資生堂の商品はすべて「地球の恵み」を享受していることを認
識し、商品のライフサイクル全体で、その保全に努めていかなければなりません。資生堂では、「地球の恵みの保全」を環
境活動の中核とし、生物多様性に対する考え方 を明らかにしています。

生物多様性の保全への取り組み

パーム油課題への取り組み

No.061
ビューティーコンサルタント（美容部員）の制服のエコ処理化

※RSPO認証農園で生産されたパーム油・パーム核油の生産量
を認証クレジットとして売買取引する方式。グリーン電力と
同じ仕組みで、認証を購入することによりRSPOで認証された
油を購入したことと同等とみなされる。

貸与期間を終えたビューティーコンサルタントの制服の処理について、2009年度より、焼却時に発生する熱を再利用する
「サーマルリサイクル」から、コークス炉化学原料化法による「ケミカルリサイクル」に移行しました。これにより、繊
維を化学原料等に100％再生利用することが可能となり処理後の残留物（灰）もゼロとなります。また、リサイクル処理に
おけるCO2排出もほぼゼロとなり、従来の焼却処理に比べて大幅に削減することができました。なお、環境活動に対する
意識を高めるため、制服にはエコマークのタグがついています。
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No.094
資生堂銀座ビルの環境対応

資生堂は、本社社屋である資生堂銀座ビル（2013年秋竣工）の建て替えにあた
り、緑化による地域の生態系と調和のとれたビル設計と、銀座地区への地域貢
献を目的として、銀座周辺の緑地で生きもの（鳥類・昆虫類）の生態調査を実
施しました。（調査協力：株式会社竹中工務店、株式会社地域環境計画）

調査の結果、銀座地区では生きものの種類・個体数が少ない状況であることが
確認された一方、近隣の日比谷公園や浜離宮には生きものが多数存在し、繁殖
や採餌行動が確認されました。このことから、本社社屋の屋上緑化が鳥類や昆
虫類の中継地となり、生物多様性に配慮した街づくりに貢献できる可能性があ
ることが分かりました。

ビル敷地内の樹木は調査結果を踏まえて選定しており、屋上に設けた「資生の
庭」には、化粧品の原材料となる植物を栽培するゾーンも設けることで、社員
が地球の恵みの大切さを肌で感じる学びの場として活用しています。

資生の庭

また、ビル全体についても、環境性能の高い資材や設備を導入したことで、旧
社屋に対してビル全体でCO2を約30%削減しており、建築物の環境性能評価シ
ステム「CASBEE」において、最高であるSランクを取得しています。

地球の恵みの保全の大切さの理解を深める場として、2009年度より和歌山県で、2011年度より長崎県五島列島、横浜こど
もの国で、毎年社員とその家族による椿の植林・保全ボランティア活動を継続して行っています。

椿の植林・保全ボランティア活動地

椿の植林・保全ボランティア活動

※資生堂アースケアプロジェクトでは、象徴的な環境活動に番号をつけています。
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初摘み！TSUBAKIの原料産地・五島列島で椿の実を社員が収穫

2014年9月2日(火)、ヘアケアブランド「TSUBAKI」を生産している久喜工
場の社員5名が、椿オイルの産地長崎県五島列島で、地元の方々と一緒に椿の
実の収穫を行いました。
一般的なヤブツバキの実は7、8月ごろから実が赤く色づき始め、毎年9月頃
に収穫時期を迎えます。今年は豊作で、赤くたわわに実った椿の実を一つ一
つ丁寧に人の手で摘み取りました。
収穫した実は数日間天日干しして乾燥させ、地元の製油所で「TSUBAKI」に
配合される「厳選 椿オイル」へと精製されます。

今回の活動では、合計で1トン以上もの実を収穫することができました。そこ
から約300リットルの椿油がとれる見込みです。収穫を行った社員からは
「急斜面や足場の悪い場所もあり、想像以上に疲れたが、たくさん収穫でき
てよかった」「一つひとつ人の手で実が摘まれ、昔ながらの方法で搾油され
た貴重な椿油を、心を込めて製品にしなくてはいけないという思いが強くな
った」といった感想が聞かれました。普段工場で目にしている原料である椿
オイルが工場に届くまでに、地元の方をはじめ多くの方々の努力と想いがつ
まっていることを実感した、実りの多い収穫体験となりました。

たわわに実った椿の実

おり、これまで工場や営業担当、ビューティーコンサルタントなどさまざま
な部門で働く社員が参加しています。今後も地球の恵みの保全の大切さを肌
で感じ、学ぶ場として、原料産地での活動を継続していきます。

一つひとつ丁寧に摘み取ります

こんなに収穫できました

心を込めて植樹

崩れていた階段を整備

No.089
「TSUBAKI」の原料産地 長崎県五島列島にて、
第4回椿の植林・保全ボランティア活動を行いました

2014年11月8日(土)～9日(日)、長崎県五島列島にて第4回椿の植林・保全ボ
ランティア活動を実施しました。長崎県五島列島は、ヘアケアブランド
「TSUBAKI」に配合されている椿油の産地です。資生堂では、2011年より
自社商品の原料産地で社員ボランティアによる椿の植林・保全活動をスター
トしました。

当日はときおり小雨が降るあいにくの天気でしたが、社員とその家族51名が
参加し、町や県職員、森林組合の方々にサポートしていただきながら、ヤブ
ツバキの苗木70本を植樹しました。その後、ツル刈りや過去の植樹地の下草
刈りを行いました。さらに今回は、初の試みとして植樹地内の「階段整備」
を実施。力自慢の参加者による選抜チームが森林組合の方の指導の下、崩れ
かけた階段を補修しました。短い時間ではありましたが、「自分たちの手で
椿を植え、その山を自分たちの手で守る」ことの意義を体感する1日となりま
した。

これまでに植えたヤブツバキの苗木からは約10年後に椿油がとれるようにな
り、「TSUBAKI」に配合される予定です。今後も資生堂はこの活動を通じ
て、地球の恵みを守り育てることの大切さを学ぶとともに、事業活動と一体
となった環境活動を継続していきます。

五島列島では、2011年より毎年椿の植林・保全ボランティア活動を実施して
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資生堂は、2009年2月、和歌山県「企業の森」事業への参加に調印し、和歌山
県西牟婁（にしむろ）郡白浜町椿において、10年間にわたる森林保全活動をス
タートしました。「資生堂 椿の森」が誕生した2009年から2012年までの間
に、合計約3,450本のヤブツバキを植樹しています。

今回で5回目となる2013年11月には、近畿エリアの社員のほか、九州や東京か
らも社員とその家族が参加し、総勢124名で活動を行いました。当日は地元の
森林組合や県庁の方にご指導いただき、下草刈り、椿油の搾油体験、自然観察
会の3つのプログラムを実施しました。社員は班ごとに分かれてこれまでに植え
たヤブツバキが元気に育つように、ツルや下草の刈り取り作業に汗を流してい
ました。

その後、森林インストラクターと一緒に「椿の森」を散策しながら秋の七草に
ついてレクチャーしていただいたり、簡易的な方法で椿油の搾油を体験したり
と、爽やかな秋の日差しの下、地球の恵みを肌で感じる1日となりました。 参
加した社員からは、「昨年自分が植えた椿が元気に育っているのが見られて嬉
しかった！」「初めて椿油を搾油した。椿の種から椿油が出てくるのを見て感
動した。」といった声が寄せられています。

今後も資生堂は、この活動を通じて地球の恵みに恩返しをしていくとともに、
社員の環境教育にも積極的に取り組んでまいります。

下草刈りの様子

搾油体験

No.070
「資生堂 椿の森」植林・保全活動

 

集合写真

集合写真
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剪定は椿が元気に育つためにも必要な作業

活動終了。椿の森がきれいになり、参加者の表
情も晴れやか！

 

資生堂は、2008年より、中国・甘粛（かんしゅく）省蘭州市にて10年にわたる植林活動をスタートしました。
2013年までの6年間の植林実績は約80,000本、定着率は90％以上で、東京ドーム約9個分の荒地を緑化しています。
2014年4月には、中国・日本の資生堂グループ社員のボランティアと、甘粛省のお取引先さま、政府関係者を含む総勢66名
で7回目となる植林を行いました。
参加した社員からは、「10年計画と聞いたが、その後も長く続けてほしい」「来年以降もより多くのボランティアに参加し
てほしい」「植林を毎年続けていくことは、とても意味ある活動だと思う」といった声が聞かれました。

今後も植林活動を通じて日中の友好関係を深めるとともに、砂漠化防止とCO2削減による環境保全、現地の雇用創出など、

横浜こどもの国「椿の森」で第4回椿の保全ボランティア活動を行いました

No.053
中国甘粛省にて第7回目の植林活動を実施しました

2015年2月21日（土）、横浜こどもの国の「椿の森」にて、第4回椿の保全
ボランティア活動を行いました。

こどもの国（運営主体：社会福祉法人こどもの国協会）の「椿の森」は、
1972年に資生堂が創業100周年記念事業として、安達式挿花創始者・安達 潮
花（あだち ちょうか）氏の椿コレクションを買い取り、寄贈しました。1万5
千m2もの広大な森には、現在サザンカを含めて約650種、約7,000本の樹が
あり、椿の名所としても知られています。

今回は、社員とその家族を含めた計18名が参加し、3月21～22日に「椿の
森」で開催される「ツバキまつり2015」に向けた見学通路の清掃活動や、通
路をふさいでいる枝の剪定などを行いました。また、当日は天候に恵まれ、
ひと足早く春が訪れたような陽気だったため、「椿の森」近くの温室で育て
ている苗木を外に出して日光に当てるなどのメンテナンス作業もお手伝いし
ました。
参加した社員からは、「自然に触れ、リフレッシュできた」「枝の剪定は初
めてで緊張したが、楽しかった」といった声が寄せられています。

資生堂は今後も社員が地球の恵みの大切さや自然と触れ合う楽しさを実感で
きる場として、横浜こどもの国での活動を継続していきます。

中国社会に貢献できる取り組みをめざします。

場所 中国・甘粛省蘭州市
「資生堂集団援助 蘭州市城関区羅漢山環保生態林建設基地」

植林面積 約42.7ヘクタール

植林本数 約80,000本（2008年4月～2013年12月）

期間 約10年
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タイにおける植林活動

ぬかるむ泥の中での植林活動

第1回（2008年）の活動で植えた木々が大きく生長 日本・中国各地から集まった参加者

ボートに乗っていざ出発

参加者全員で記念撮影

No.033-2

資生堂グループの販売会社である資生堂タイランドでは、2008年度にタイの
バンコク都が主催するマングローブ再生プロジェクトに協力し、マングローブ
林に隣接する小学校とともに2,600本の植林活動を実施しました。
6回目となる2014年8月には、現地の社員40名が参加し、バンコクの南西
約90kmに位置するサムットソンクラーム県のマングローブ保護センターにて、
約500本の植林を行いました。

小型ボートに乗り植林場所まで移動した後に参加者を待っていたのは、腰まで
つかりそうな泥地。ぬかるむ泥と格闘しながら、1本1本丁寧に植えました。
参加した社員からは、「マングローブについてよくわかるようになった」
「みんなで力を合わせて地球を守る活動ができてとてもうれしい。また来年行
きたい」「小さなことでも続けていくことで、未来につながる。将来のために
もこの活動を続けていきたい」という声が寄せられており、美しいタイの自然
と未来に思いを馳せる1日となりました。

マングローブに植生する植物は、条件の良い所では年に1mも生長して大気中の
CO2を盛んに吸収するため、地球温暖化防止効果が期待できます。また、マン
グローブ林には多様な生物が集まり、豊かな生態系が形成されるため、
「命のゆりかご」とも呼ばれています。

資生堂タイランドでは、次世代に美しい自然を残したいという思いを込めて、
これからも環境保全活動を続けていきます。
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当初KODAの研究は植物の組織培養によって
化粧品の成分を開発することからスタートし
たもので、農林水産省との共同プロジェクト
（※2）の、「果樹の花芽着生制御技術の開
発」の他に、温暖化によるイネの収量低下の
改善など農作物の分野でも研究が進んでお
り、今後、地球温暖化が引き起こす気候変動
による農作物への影響にも貢献が期待できま
す。

KODAによるソメイヨシノ挿し木の発根促進効果

資生堂は住友林業株式会社との共同研究（※1）において、花芽（つぼみを形成する部位）の形成促進作用を持つ天然植物脂
肪酸KODA（α-Ketol-OctadecaDienoic Acid）が、挿し木の発根にも促進作用があることを発見しました。この働きを応用
し、これまで発根が不安定とされてきたソメイヨシノの挿し木による増殖率を顕著に上げることに成功しました。

その後、住友林業と共同で、京都・霊鑑寺の300年以上の樹齢を重ねた椿の後継稚樹の増殖や、鎌倉・安国論寺の樹勢の衰
えにより枯死することが危惧されていた樹齢350年の山茶花の後継稚樹増殖に成功しました。そして、このような名木を守
る活動の他に、絶滅危惧種や希少種の発根増殖研究を通じて「種の多様性」 の損失を防ぐ活動も進めています。

このKODAの発見が、「第18回化学・バイオつくば賞」を受賞しました。

※1 環境省のプロジェクト「地球環境研究総合推進費」の中での共同研究で推進
課題名：森林造成技術の高度化による熱帯林のCO2シンク強化

※2 農林水産省 生物系産業創出のための異分野融合研究支援事業
「花芽形成促進物質KODAによる果樹の花芽着生制御技術の開発」

2010年より、特定非営利活動法人「アースウォッチ・ジャパン」の活動に賛同し、国内外の野外調査プロジェクトにボラン
ティアとして参加しています。2011年には、「企業と生物多様性イニシアティブ（JBIB）」にも加盟しました。これらの団
体の活動に積極的に参加し、生物多様性に関する課題の解決に向けて検討するとともに、幅広いステークホルダーとの協働
に取り組んでいきます。

No.069
KODAの研究

ステークホルダーとの協働

サンゴ礁の調査（沖縄）ヤマネの生態調査（清里）東日本大震災後の干潟の生態調査（宮城・亘理町）
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産業廃棄物の不法投棄について、排出事業者の責任が厳しく問われている
中、資生堂では国内全事業所に配置した「廃棄物管理責任者」を中心に、
適正管理を推進して管理しています。
また、定期的に社内業務担当者へ講習会を実施し、基礎的な内容にとどま
らず、変化する法規制の内容や対応方法の共有化を図ることで、管理レベ
ルの強化に取り組んでいます。

講習会の様子

環境に関わるリスクは多岐に渡り、法規制は世界各国において年々強化されています。
このような状況を踏まえ、資生堂では本社が中心となって新しい環境法規制に関する情報収集やリスクなどの分析を行い、
海外を含む関連部門と情報を共有化し、対応を図っています。さらに、生産部門においてはISO14001のシステムに基づい
て環境法規制などの順守評価を実施し、法令順守を徹底しています。
国内および海外関係会社について調査を実施しましたが、2013年度においては重大な環境関連法規制等の違反はありません
でした。今後も継続して適正管理に努めてまいります。

資生堂は、PRTR法(化学物質管理促進法)で義務づけられた行政報告を実施するだけでなく、工場や研究所などで原料や試薬
などの化学物質の使用と廃棄の自主管理を徹底しています。また、労働安全衛生の観点から、PRTR法、労働安全衛生法など
で指定された成分を含む化学物質をお取引先さまへ提供する際には、半製品のMSDS(化学物質等安全データシート)発行をシ
ステム化するなどの対応を図り、お取引先さまへのMSDS交付を徹底しています。

環境リスクへの対応

産業廃棄物管理の徹底

化学物質の管理
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PRTR対象物質排出量・移動量

2013年度（単位：トン）

法指定
番号 物質名称（法指定）

排出量 移動量

大気 公共水域 土壌 下水道 廃棄物

13 アセトニトリル 0.0 0.0 0.0 0.0 2.2

56 エチレンオキシド 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

71 塩化第二鉄 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

127 クロロホルム 0.0 0.0 0.0 0.0 3.1

PRTR法への対応

207 2,6-ジ-ターシャリ-ブチル
-4-クレゾール

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

275 ドデシル硫酸ナトリウム 0.0 0.0 0.0 0.0 4.0

300 トルエン 0.0 0.0 0.0 0.0 0.9

334 4-ヒドロキシ安息香酸メチル 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

389
ヘキサデシルトリメチルアンモ
ニウム＝クロリド（ステアリル
トリモニウムクロリド不純物）

0.0 0.0 0.0 0.0 0.1

409
ポリ（オキシエチレン）＝
ドデシルエーテル硫酸
エステルナトリウム

0.0 0.0 0.0 0.0 17.5

※ PRTR :Pollutant Release and Transfer Register（特定化学物質の環境への排出量の 把握等及び管理の改善の促進に関する法律）
上記物質は、PRTR法の第一種指定物質で、1事業所での年間取扱量が1トン以上（特定第一種は0.5トン以上）の物質について掲載し ています。
対象範囲：株式会社資生堂（鎌倉工場、掛川工場、大阪工場、久喜工場、リサーチセンター）、資生堂医理化テクノロジー株式会社
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2015年1月29日(木)、「第11回LCA日本フォーラム表彰（主催：LCA日本フォーラ
ム）」の表彰式が行われ、(株)資生堂、資生堂アメニティグッズ(株)、資生堂ホネ
ケーキ工業(株)が「LCA日本フォーラム奨励賞」を受賞しました。

今回の受賞は、環境に配慮したホテル向けアメニティ「泡ふるエコソープ※」の販
売活動が評価されたものです。
「泡ふるエコソープ(以下、本品)」は、石けんにミクロの気泡を入れることですば
やく泡立ち、溶けて減りやすくなるため、使い切れずに残ってしまう石けんの廃棄
量を大幅に削減することが可能となりました。
本品においても、商品のライフサイクルにおける環境影響を評価する手法、
LCA(ライフサイクルアセスメント)を用いてCO 2排出量や水消費量の算定を行って
います。

今後も資生堂グループは、商品のライフサイクル全体での環境対応を推進していき

2014年8月、「クレ・ド・ポー ボーテ コンサントレイリュミナトゥール」が
「2014日本パッケージングコンテスト(主催：公益社団法人 日本包装技術協会)」
において、最高賞である「ジャパンスター賞」のうちの一つ「日本パッケージ
デザイン協会賞」を受賞しました。

「日本パッケージングコンテスト」は、優れたパッケージデザインや包装技術
を表彰する国内最大のコンテストで、今回受賞した「ジャパンスター賞（経済
産業大臣賞など計12賞）」のほかに、「包装技術賞(6賞)」「包装部門賞(13賞)」
があります。
「クレ・ド・ポー ボーテ コンサントレイリュミナトゥール」は、2014年4月の
リニューアル発売（海外は3月発売）を機に、顔用マスクとセットで使用する
ローションとエッセンス（各1回分）の容器に立体パウチパックを採用しました。

小型ガラス容器を採用していた旧品に比べて容器重量が10分の1になり、
廃棄物の減容化にもつながっています。こうした環境配慮とともに、
クレ・ド・ポー ボーテのブランドコンセプトである「内側から輝きを放つ肌」
を表現した多面体のデザインやパウチパックの開封性の工夫などが評価されま
した。

ます。

※関連ページ：資生堂アースケアプロジェクト「早く使い切るという新発想 ホテ
ル用エコ石けんの開発」

表彰式　
(左から LCA日本フォーラム選考委員会 委員長
東京大学 石谷 久名誉教授、LCA日本フォーラム
会長 東京大学 山本 良一名誉教授、経済産業省
片瀬裕文産業技術環境局長、資生堂アメニティ
グッズ(株)社長 久田 康博)

クレ・ド・ポー ボーテ コンサントレイリュミナ
トゥール パウチパック

 
「LCA日本フォーラム奨励賞」を受賞しました

クレ・ド・ポー　ボーテが「日本パッケージデザイン協会賞」を受賞しました

環境コミュニケーション

各賞受賞

表彰楯
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資生堂は、2014年に国際的なNPO「CDP (本部:英国 ロンドン)」が日本企業500
社を対象に行った気候変動対策に関する調査で、温室効果ガス排出量の削減および
気候変動リスクの緩和に対する活動について優れた企業として評価され、「気候変
動パフォーマンス先進企業（クライメート・パフォーマンス・リーダーシップ・イ
ンデックス）」に選定されました。
2013年には、気候変動対策に関する情報開示において優れた企業として評価さ
れ、「クライメート・ディスクロージャー・リーダーシップ・インデックス」に選
定されています。

2000年4月

2002年4月

2004年2月

2009年6月

2010年月6

2010年6月

 

2010年5月  
 

2010年12月  

2011年6月

2011年6月

年月 受賞名 主催 受賞内容

CDPの「気候変動パフォーマンス先進企業」に選定されました

"The 2010 New Jersey Governor's

「第9回地球環境大賞」環境庁長官賞 フジサンケイ
グループ

「第8回環境コミュニケーション大賞」
環境報告書部門 奨励賞

「2009日本パッケージングコンテスト」
ロジスティクス賞

「2010日本パッケージングコンテスト」
化粧品包装部門賞

「2010日本パッケージングコンテスト」
化粧品包装部門賞

「2011日本パッケージングコンテスト」
化粧品包装部門賞

「2011日本パッケージングコンテスト」
適正包装賞

「第18回 化学・バイオつくば賞」

「第11回地球環境大賞」文部科学大臣賞

Environmental Excellence Awards"
Clean Air 部門

フジサンケイ
グループ

環境省、一般
財団法人 地
球・人間環境
フォーラム

公益社団法人
日本包装技術
協会

公益社団法人
日本包装技術
協会

公益社団法人
日本包装技術
協会

財団法人 化
学・バイオつ
くば財団

米国 ニュー
ジャージー州

公益社団法人
日本包装技術
協会

公益社団法人
日本包装技術
協会

資生堂グローバル・エコスタンダード
に基づく継続的な環境改善活動

化粧品の使用済みガラスびんリサイク
ルシステムの構築

CSRレポートの内容

10面体段ボール箱による省資源包装

「URARA ヘアクレンジング」へのポリ
乳酸容器採用

「草花木果」 圧縮コットンによる輸
送・保管時の体積効率向上によるCO2
削減効果

「KODAの生理作用の発見とその開発」
の研究

資生堂アメリカインクに太陽光発電設
備を導入

「エリクシールホワイト リセットブラ
イトニスト（クリーム）」レフィル容
器によるプラスチック使用量削減

「HAKU メラノフォーカスW」レフィ
ル容器によるプラスチック使用量削減
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2013年8月 「2013日本パッケージングコンテス
ト」適正包装賞

公益社団法人
日本包装技術
協会

「エリクシールシュペリエル」「エリ
クシールホワイト」スタンディングパ
ウチ（サトウキビ由来ポリエチレン）
のレフィル採用

2013年8月 「2013日本パッケージングコンテス
ト」トイレタリー包装部門賞 日本包装技術

協会

 
ウチタイプへの切替えおよびサトウキ
ビ由来ポリエチレン容器の採用

2013年11月
CDP「クライメート・ディスクロージ
ャー・リーダーシップ・インデックス
（気候変動情報開示先進企業）」

CDP
日本企業500社を対象とした気候変動
に対する情報開示に関する調査で優れ
た企業として選定

2014年8月
「2014日本パッケージングコンテス
ト」公益社団法人 日本パッケージデザ
イン協会賞

公益社団法人
日本包装技術
協会

「クレ・ド・ポー ボーテ コンサント
レイリュミナトゥール」環境に配慮し
た容器設計

2014年10月
CDP「クライメート・パフォーマン
ス・リーダーシップ・インデックス
（気候変動パフォーマンス先進企
業）」

CDP
日本企業500社を対象とした気候変動
対策に関する調査で温室効果ガス排出
量削減、気候変動リスクの緩和に対す
る活動が優れた企業として選定

2014年12月 「第11回LCA日本フォーラム表彰」
LCA日本フォーラム奨励賞

LCA日本フォ
ーラム

環境に配慮したホテル向けアメニティ
「泡ふるエコソープ」の販売活動

2011年9月 第1回バイオマス製品普及推進功績賞
日本バイオマ
ス製品推進協
議会

サトウキビ由来ポリエチレン製の化粧
品容器の採用

2011年10月 2011年度グッドデザイン賞
公益財団法人
日本デザイン
振興会

「クレ・ド・ポー ボーテ」「HAKU
メラノフォーカスW」 環境に配慮し
た容器設計

2012年2月 「第2回かながわ地球温暖化対策大賞」
温室効果ガス削減技術開発部門 神奈川県 乳液の低エネルギー製造プロセスの開

発

2012年2月 「第15回環境コミュニケーション大
賞」テレビ環境CM部門　優秀賞

環境省、一般
財団法人 地
球・人間環フ
ォーラム

企業CM「ユビエネルギー」篇

2012年4月
「2012年ジャパンパッケージングコン
ペティション（JPC展）」
社団法人日本印刷産業連合会会長賞

一般社団法人
日本印刷産業
連合会

「スーパーマイルド」へのサトウキビ
由来ポリエチレン容器採用

2012年4月 「第21回地球環境大賞」
日本経済団体連合会会長賞

フジサンケイ
グループ

五島列島産ツバキ油の自社商品配合と
原料木ヤブツバキの植林・保全活動

2012年6月
「2012日本パッケージングコンテス
ト」社団法人日本マーケティング協会
会長賞

公益社団法人
日本包装技術
協会

「スーパーマイルド」へのサトウキビ
由来ポリエチレン容器採用

2012年9月 2012 Green Power Leadership
Award

米国環境保護
庁

ZOTOSインターナショナルに大型の
風力発電設備2基を導入

2012年12月 平成24年度地球温暖化防止活動環境大
臣表彰 環境省 乳液の低エネルギー製造プロセスの開

発

2013年2月 「平成24年度コージェネ大賞」優秀賞
（産業用部門）

一般財団法人
コージェネレ
ーション・エ
ネルギー高度
利用センター

久喜工場「高効率温水利用システム」
導入による省エネ活動

2013年8月 「2013日本パッケージングコンテス
ト」輸送包装部門賞

公益社団法人
日本包装技術
協会

「ワタシプラス」オンラインショップ
用輸送箱の開発

公益社団法人 「エリクシールシュペリエル」「エリ「薬用ハンドソープ つめかえ用」パ公益社団法人
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資生堂は、2014年8月1日（金）、国連大学前広場(東京都渋谷区)にて開催され
た『水の日』イベントにブースを出展しました。このイベントは、2014年4月の
『水循環基本法』制定を記念して、8月1日の『水の日』に環境省と国連大学共催
で行なわれたもので、水資源の重要性や水環境保全について、広く国民に情報発
信することを目的としています。

メイン会場では、この日に発足した新プロジェクト『Water Project』の名称・
マークのお披露目に始まり、井上信治環境副大臣および国連大学の代表者の挨
拶、元オリンピック競泳選手の宮下純一さんや気象予報士の根本美緒さんらのプ
ロジェクトサポーター任命式、トークセッションなどが行なわれました。

その他、同プロジェクトに賛同する多数の日用品・飲料メーカーがブースを出展
しており、資生堂ブースでは、サンプリングをしながら多くのお客さまに資生堂
の環境の取り組みをご紹介しました。

人間の身体の約60～70％は水でできており、美しい肌の条件としてうるおいは欠
かせないものであると同時に、化粧品の原材料調達の面からも水は大変重要なも
のです。資生堂は、今後もサステナブルな水資源の利用に取り組んでいきます。

新プロジェクト『Water Project』

環境省主催「水の日」イベントに出展しました

「エコプロダクツ2014」に出展しました

イベント出展

資生堂ブースではパネル展示とサンプリ
ングを実施

資生堂は、2014年12月11日（木）～13日（土）、日本最大級の環境展示会「エ
コプロダクツ2014（会場：東京ビッグサイト）」に出展しました。16回目とな
る今年は750の国内外の企業・団体が出展、3日間合計で161,647人の来場があ
りました。資生堂ブースにも約1万人のお客さまにご来場いただき、「美しいエ
コのかたち」をテーマとした資生堂商品の環境対応についてご紹介しました。

資生堂では、「ライフサイクル全体での商品の環境対応」を目標に掲げ、以下の
取り組みを進めています。ブースでは、資生堂を代表するブランドの一つ「エリ
クシール」を中心に、以下の３つの取り組みについてご紹介しました。
①レフィル(つめかえ・つけかえ用)商品の拡大
②植物由来容器の採用
③バガス紙*など環境配慮紙の積極採用

特に、レフィルについては近年お客さまからのご要望も多く、現在資生堂には
700アイテム以上のレフィル商品があります。今回はそれらの中から、美白美容
液「HAKU」や化粧品専門店専用ブランド「ベネフィーク」、大人の女性向け新
ブランド「プリオール」(2015年1月21日発売)のレフィル商品を展示しました。
その他、輸送時の取り組みの事例として「watashi+」オンラインショップの配
送用段ボールの工夫や、美容ドリンク「ザ・コラーゲン」シリーズのガラスびん
軽量化、「TSUBAKI」「長命草」の原料産地での環境活動についてご紹介しまし
た。

資生堂ブース
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資生堂では、人も地球も美しく共生する持続可能な社会の実現をめざして、事業
活動のあらゆるプロセスにおいてさまざまな環境への取り組みを行っています。

2014年6月25日(水)に開催した第114回定時株主総会においても、例年のとおり
CO2排出削減に取り組みました。これまでの総会では、再生可能エネルギーの普
及・拡大を支援するため、グリーン電力証書制度を利用していましたが、今年度
は環境省「カーボン・オフセット制度」（2012年5月17日施行）の認証を取得し
ました。

「カーボン・オフセット」とは、自社努力では削減しきれないCO2について、
CO2の排出削減や吸収活動で創出されたクレジットを購入し、オフセット(埋め合
わせ)する取り組みです。今回は「カーボン・オフセット制度」で購入可能なクレ
ジットの中から、再生可能エネルギーと、森林保全を通じたCO2吸収活動に関す
る取り組みを選択し、支援しています。

なお、総会開催に伴って排出されるCO2 ※ については全量をオフセットしていま

認証番号：CO2-0125
www.jcs.go.jp 
認証取得者：株式会社資生堂

株主総会における環境対応
その他の取り組み

す。

※ 招集通知の印刷や会場で使用する電力、株主さまや運営者の移動に係るCO2排出など

会場の様子

環境をテーマとした広告

資生堂では、TVCMや雑誌広告などで、環境への取り組みをご紹介しています。
・TVCM　『レフィル数え歌』篇
・雑誌広告　資生堂アースケアプロジェクト 『資生堂の環境活動篇（2010年1月～2011年1月）』

来場されたお客さまからは、「いつも使い終わった後にまだきれいな容器を捨て
るのはもったいないと思っていたので、つめかえ用商品があると嬉しい」といっ
たお声をいただきました。資生堂は、今後も地球の恵みに感謝し、ライフサイク
ル全体での商品の環境対応に取り組んでいきます。

＊ サトウキビから砂糖を採ったあとの繊維（バガス）を原料として作られる非木材紙

エリクシール美容濃密液のオブジェ

Copyright (C) 1995-2014Shiseido Co., Ltd. All Rights Reserved.　
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取引先とともに。倫理的な行動基準を守り、公正に事業を推進するための活動です。

公正な事業慣行

「Our Mission,  Values and Way」のOur Way「取引先とともに」にのっとり、得意先や購買先などすべてのお取引先さま
と、CSR活動においても良きパートナーシップの実現をめざしています。

資生堂では、化粧品を製造するための原料や香料、パッケージ、販売促進物などを外部の会社から購入しています。これら
すべてのお取引先さまを「ともに新しい価値を創造していくパートナー」と考え、CSR活動の推進においても、相互理解を
第一義に連携しています。

時代の変化や社会からの新たな要求に応えていくためにも、資生堂の調達に対する考え方について、お取引先さまにさらに
理解いただき、社会に対する真摯な姿勢で一緒にものづくりを進めていきたいと考えています。

そこで、お取引先さまとのパートナーシップ強化をめざし、日本の調達部門では、毎年1回、お取引先さまとの『購買活動方
針説明会』および原料・香料、材料など分野別の『購買活動方針　分科会』を開催しており、資生堂の「企業の社会的側面
（CSR）に対する考え方」をお伝えし、ともに取り組んでいくことを確認しています。2014年5月は、約140社のお取引先
さまにご参加いただき、資生堂の「環境ニーズ」と「CSRニーズ」をより具体的にお伝えし、お取引先さまに協力を要請し
ました。

資生堂は「多くの人々との出会いを通じて新しく深みのある価値を発見し、美しい生活文化を創造する」ことをめざし、お
客さまに満足いただける「高品質・安心・安全」な優れた商品とサービスの研究、開発、製造、販売に取り組んでいます。
すべてのお取引先さまを「ともに新しい価値を創造していくパートナー」と考え、お互いが高い倫理基準を持って持続的発
展をすることをめざしています。

公正な競争・取引の徹底

公正な取引のための方針

お取引先さまとのパートナーシップ強化をめざして　―購買活動方針説明会の開催―

資生堂グループ・サプライヤー行動基準

資生堂グループ企業情報サイト　CSR/環境 カテゴリー　バックナンバー　2014年度版

111



国連グローバル・コンパクトへの参加を契機として、2006年に「人権」「法令順守」「労働慣行」「知的財産の保護および
機密の保持」「環境保全」「公正な取引」に関わる基準を明文化した「資生堂グループ・サプライヤー行動基準」を策定し
ました。2011年12月には新資生堂グループ企業理念「Our Mission,  Values and Way」と世界初の社会的責任に関する国
際規格「ISO26000」の考え方を盛り込み、改訂しました。2014年3月現在、日本では、資生堂の主力工場での原材料調達
を行う調達部門にて、購買取引高99％を占める主力お取引先さまに同基準を案内し、「サプライヤー行動基準遵守の覚書」
を取り交わしています。日本以外では、1,000社以上のお取引先さまから同意書を得ています。
さらに、順守状況を定性的に把握するため、定期的に、品質・納期などの管理体制、CSRへの取り組みなどに関するアンケ
ートもしくは直接ヒアリングを実施しています。
万が一、「資生堂グループ・サプライヤー行動基準」に違反していることが明らかになった場合には、厳正に是正措置の要
求、是正指導、支援を実施することとしています。 
また、2013年5月より「ビジネスパートナーホットライン」を開設し、お取引先さまからご意見やご相談を受け付ける体制
を整えました。

環境に配慮した原材料調達

資生堂は、研究開発において、CO2排出量削減に向けた環境技術の開発とともに、環境に配慮しながらお客さまにとっての
価値を実現する新技術の研究やソフト開発を進めることで、新しい価値づくりをめざしています。調達においては、サトウ
キビ由来ポリエチレンの共同開発をはじめとした、廃棄・焼却時に大気中のCO2濃度を増加させない原材料の採用や、生物
多様性へ配慮した調達など、お取引先と一体となった環境対応技術の開発を進め、持続可能な社会の実現に貢献していきま
す。具体的な取り組みとしては、バガス紙の活用、植物由来発酵アルコールの使用、持続可能なパーム油の活用などがあり
ます。

資生堂グループは、取引先、資生堂グループ、そして第三者の知的財産の保護と機密の保持を確実にするために、必要な措
置を講じている取引先と取引を行います。
資生堂グループは、取引先に対し、資生堂との取引に関連した知的財産権の取得促進に加えて、知的財産の侵害予防、営業
秘密の識別・管理、個人情報の保護などの項目を確実に行うため、方針・手続きを持ち、従業員を教育・指導することを求
めます。
※ 知的財産：知的財産権（特許権、商標権、意匠権など）および営業秘密（ノウハウなど）

知的財産の保護
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資生堂グループの全事業所が保有する重要な各種情報資産を守り、堅牢な情報セキュリティーを確立して維持することを目
的に、資生堂グループで働くすべての人を対象とした「情報セキュリティー管理指針」を定めています。
毎年、情報セキュリティーに関するe-ラーニング講習など、社員への教育を継続して実施しています。

資生堂では、事業などを通じて保有する個人情報の重要性を深く認識し、保護の徹底を図ることが社会的責務と考え、個人
情報保護方針を定めて確実な履行に努めています。
また、JIS Q 15001に適合した個人情報保護マネジメントシステムを構築、整備し、個人情報の取り扱いを適切・適正に行
っている事業者として、一般財団法人　日本情報経済社会推進協会よりプライバシーマークの付与認定を受けています。

情報セキュリティー管理

情報セキュリティーに関する方針

個人情報の保護に関する方針

Copyright (C) 1995-2014Shiseido Co., Ltd. All Rights Reserved.　
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お客さまとともに。100％お客さま志向をめざして、安心・安全なモノづくりと情報発信に努めています。

消費者課題

官能検査の様子

資生堂では、お客さまに安心して商品をお使いいただくため、研究・生産活動を行っています。なにより肌を正しく知るこ
とが重要だと考え、化粧品に関わるあらゆる分野の最先端技術（生命科学、皮膚科学、界面科学、人間工学、心理学など）
を取り入れた研究や、国内外の皮膚科医、大学・研究機関との共同研究によって肌を研究することから、化粧品づくりを始
めています。
そして、使用する原料については肌への負担がないか、不純物が混じっていないかを追究し、安全性を確認できたものだけ
を使用します。こうしてできた処方が製品としても問題ないことを確認するため、パッチテストや皮膚科医監修による実使
用テストなども行っています。

皮膚科専門医は化粧品による皮膚炎（カブレ）が疑われる患者さまに対し、お使いになられていた化粧品とその成分でパッ
チテストを行い、皮膚炎の原因を追究しています。
メーカー別に集計したパッチテスト陽性率は、メーカーの「安全性保証レベル」を表すともいえます。資生堂の化粧品の陽
性率は、国内外の化粧品メーカーのなかで最も低く（※）、高い安全性が保持されていると報告されています。

※ 「Fujimoto et all. , Patch test results in 492 patients of suspected cosmetic dermatitis ( 1996-2000) ,
Environ.  Dermatol. ,  9,  53-62,  2002.」より

健康と環境に配慮した基本的な考え方

資生堂は、2002年のヨハネスブルグサミット（WSSD：World Summit on Sustainable Development　持続可能な開発
のためのサミット）において採択された、「2020年までに化学物質の製造と使用による人の健康と環境への悪影響の最小化
をめざす」という国際合意を念頭に、製品や容器等に使用している化学物質について管理しています。

安心・安全なものづくりの推進

独自の製品安全基準の制定

データに裏付けられた安全性

化学物質の総合安心・安全管理

資生堂グループ企業情報サイト　CSR/環境 カテゴリー　バックナンバー　2014年度版

114



資生堂は、欧州、米州、アジア、日本などの化学物質法規動向や化学物質に関する安全性の情報を収集しています。そのう
えで最新の科学的知見に基づいて製品に用いる化学物質の人や環境に対する影響を評価し、安全性を確かめています。
資生堂の製品中の成分に関して、人の健康や環境への影響に対する懸念情報が報告された場合は、その時点での最新の科学
的知見に基づき、使用継続の是非を判断します。その判断に基づき、必要に応じて速やかに当該物質の使用を止め、代替物
質への変更を行っています。

欧州REACH規則への対応

欧州REACH規則は2007年6月に施行された、欧州の新・化学物質規制です。日本から欧州域内に輸出する化粧品および容器
など、化粧品に関する全ての化学物質が規制の対象となっています。
特に、欧州域内への年間輸入量が1トン以上の物質については、REACH規則で定めた手続きに沿って登録が必要となりま
す。資生堂は、この登録が必要な物質についてすべて把握しています。
また、REACH規則では、SVHC（Substance of Very High Concern：高懸念物質）と呼ばれる、人体や環境への影響が懸
念される物質が製品や容器等に0.1％以上含まれる場合は、取引先やお客さまへの情報提供が義務づけられています。資生堂
はSVHCに該当する製品や容器等は存在しないことを確認しています。

遺伝子組み換え植物の安全性については、必ずしもグローバルにコンセンサスが得られている状況ではありません。また、
化粧品は食品と同様、お客さまから厳しく安全性が求められます。
以上のことから、当社では「組み換え遺伝子やそれに由来するタンパク質を含まない」など科学的に判断を行って、遺伝子
組み換え原料と判断される化粧品原料を使用しないことを企業方針としております。

資生堂では、2010年度にライフサイクル視点で商品や販促物の環境対応をルール化した、「モノづくりエコスタンダード」
および「販促物エコスタンダード」を制定し、運用を開始しています。

資生堂では、世界的に定められたグローバルガイドラインの品質基準を順守し、徹底した品質管理のもとで化粧品を生産し
ています。私たちは、品質と安全性をなによりも優先し、お客さまに安心していただけるよう、これまでも製造に関する自
主基準として「資生堂GMP（Good　Manufacturing　Practiceの略称）」を設け、品質の維持・管理に努めてきました。

2007年に化粧品製造に関する国際規格として制定されたISO22716（化粧品GMP）で規定されているすべての項目（例　組
織・体制、教育訓練から受け入れ、製造管理、検査など）を順守し、徹底した品質管理のもとで生産した高品質「安心・安
全」な製品をお客さまにお届けしています。
資生堂では、食品をはじめとするヘルスケア商品についても安全性、高品質を守るため「原料選定・製品化・生産・流通」
の各段階で、徹底した品質管理を行い、お客さまに安心してご愛用いただける製品を生産しています。原料選定では世界中
から原料情報を収集し、現地情報、土壌、残留農薬などのデータを確認して、安心できる原料のみを使用しています。製品
化・生産・流通においてもHACCP（※1）、ISO22000、GMP（※2）などの各種基準や、自主規格により常に高品質の製品
を安定供給する体制を整えています。

遺伝子組み換え植物由来の化粧品原料の使用に関する方針

「モノづくりエコスタンダード」「販促物エコスタンダード」の制定

高品質な製品を安定供給する体制

1960年代、米国で宇宙食の安全性を確保するために開発された食品衛生管理の手法のこと。
Good Manufacturing Practice。薬事法に基づいて厚生労働大臣が定めた、医薬品等の品質管理基準のこ
と。

※1 HACCP :
※2  GMP :
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お客さまにご満足いただける安全な商品を研究、開発、製造、販売するため、製品の設計・製造・販売･輸入等の品質保証と
製品事故予防に関わる権限と責任の所在を明確にするとともに、事故報告の義務を明文化して、資生堂およびグループ企業
の品質保証活動、製品事故予防活動を強化･徹底しています。

万が一、自社の製品により品質事故およびPL事故が発生した場合には、直ちに情報を受けた部門は、品質保証部門、事業部
門、CSR部門に報告します。CSR部門は、事故のレベルに応じて対応方法を決定します。品質保証部門は　原因究明を行
い、事業部門は対応等を進めます。

製品事故の対応体制

資生堂グループで働く一人ひとりがとるべき行動を「Our Way」としてまとめました。その中に、「私たちは、製品の情
報・表示や広告・表示についても、国ならびに地域の法令や社内規則の順守はもちろんのこと、より高い倫理観をもって業
務に取り組む」ことを定めています。

製品事故の対応

製品情報の適切な提供
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広告・表示に関する法令の順守状況

化粧品に表示すべき内容は薬事法に定められています（法定表示）。一方、広告に関しては「医薬品等適正広告基準」（昭
和55年10月9日・厚生省薬務局長通知）で規制されています。この基準をもとに、さらに業界団体である日本化粧品工業連
合会からその例示・解説を明確にした業界自主基準「化粧品等の適正広告ガイドライン」が出されています。

資生堂では法定表示については「表示規程」を定めて運用しています。広告に関しては業界の自主規制ガイドラインである
「化粧品等の適正広告ガイドライン」に従うことで法令を順守しています。

なお、日本化粧品工業連合会の組織の中に「広告宣伝委員会」があり、これに付属する機関として「化粧品広告審査会」が
設置されています。この「化粧品広告審査会」は、化粧品の広告表現を適正化してその信頼性を一層高めるため、独立して
審査を行っています。この審査は、薬事法、医薬品等適正広告基準、化粧品等の適正広告ガイドライン等を基準としていま
す。審査対象はテレビ、新聞、雑誌の広告を対象として年間3回実施されています。

広告・表示に関する勉強会の実施

資生堂では、2013年度に「法定表示セミナー」「広告訴求セミナー」を実施し、約200名の社員が参加しました。
また販売会社向けに品質関連のe-ラーニングを行いその中でも取り上げました（事業企画部主催、約2,500名参加）。

資生堂では、グループの企業理念（Our Mission,Values and Way）のOur Way「お客さまとともに」に基づき、お客さま
や社会のお役に立つことをめざしています。お客さまにご満足いただける価値のある商品とサービスは、化粧品を構成する
ハードウエアと、それに付随するさまざまな情報や美容法などのソフトウエアが一つになることで生まれます。
そのため、資生堂ではお客さまの「美」や「健康」に関するニーズにお応えするために、応対面やサービス面でもさまざま
な取り組みを行っています。

お客さま満足度向上のための活動

1968年に産声をあげた資生堂お客さま窓口では、お客さまか
らのお問い合わせやご相談に誠実に対応し、お客さまにとって
さらにお役にたてる情報を発信しています。また、2012年か
らは、WEBとお店をつなぐ「ワタシプラス」サービスを開始
し、「ワタシプラスサポートセンター」を新設。お客さまとの
積極的なコミュニケーションを図っています。

「100％お客さま志向」の実現に向けて、お客さまから寄せられた相談・要望など貴重な声を社内に還流し、商品開発やサ
ービス向上に活かす取り組みを行っています。お客さまや社会の変化を速やかに察知し、企業活動に反映するよう、お客さ
まの声情報の収集・分析、全社への情報共有を図り、関連部署に対して商品や美容情報の開発・改良、サービスの改善に向
けた対応要請を行い、「100%お客さま志向」の具現化につなげています。

お客さま満足度向上のための活動

お客さまの声を反映する仕組み

お客さま対応 行動方針
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日本では、フリーダイヤル、eメールや手紙な
どで「お客さま窓口」に寄せられる年間約11万
件（うち商品について[76％]、お取扱店につい
て[8％]）のご意見やお問い合わせ、店頭で活動
するビューティーコンサルタントが専用のタブ
レットを用いて投稿した年間約9万件の声、ツ
イッターやブログをはじめとするSNS（ソーシ
ャル・ネットワーキング・サービス）上の声な
ど、さまざまな場面や手法でお客さまの声を収
集しています。また、それらの情報をシステム
で管理し、商品改良やより満足いただける価値
づくりにいかすため、いただいた声を社員がイ
ントラネット上で共有しています。

さらには、お客さまが生活の中で化粧品使用時に感じられるさまざまな気持ちや背景を深く知り、商品・サービスを向上さ
せるために、社員の共育活動にも力を入れています。
それぞれ担当する仕事や立場は違いますが、お客さまのリアルな声に触れ、お客さまの視点を意識し、業務を見つめ直すき
っかけの場になっています。

お客さまの声の収集・共有

工場での「お客さまの声セミナー」 営業担当に向けての「お客さまの声」
情報活用研修

事業のグローバル化に伴い、 1996年より活用してきたシステムを世界のお客さまの声情報を共有し活かす仕組みへと強
化。「ミラー（※）」と名付けて2011年に国内外に導入しました。「ミラー」の導入により、世界のお客さま窓口における
相談や要望への対応の向上や、世界のお客さまの声情報を効率的に収集・分析し、資生堂グループの価値創造につなげるこ
とにチャレンジしています。現在、「ミラー」は20の国と地域で稼働しています。
日本においては、「ミラー」に集約したお客さまの声情報を、テキストマイニングシステム「フォーカス」に連携し、お客
さまの声を見える化することで、全社員が容易に目的に応じて分析・活用できる環境を整えています。また、SNS（ソーシ
ャル・ネットワーキング・サービス）のリスニングシステムを活用し、直接企業には届かないお客さまの声も企業活動に反
映しています。

※ミラー：お客さまの声を通して、そこに映し出された資生堂の活動の実態を見つめ直す・姿を映し出す「鏡－ミラー」という思いが込められていま
す。

お客さま対応とお客さまの声情報活用の基盤を支えるシステム
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「資生堂お客さま窓口」は、世界最大のサポートサービス業界の団体「Help Desk I nstitute」(ヘルプデスク協
会、以下HDI )の日本法人HDI -Japan※が主催する2014年度の「問合せ窓口格付け」調査にて、昨年に続き、最
高評価の三つ星を獲得しました。
今回の調査では、「専門的な知識を備えた誠実な応対」に加え、「お客さまの心に寄り添った温かさ」などの点
で高評価を得ました。

また、資生堂では、「お客さまお一人おひとりの心に寄り添った」応対の進化の一環として、年齢を重ねた女性
のための窓口「きらめきＭｓ．美容相談室」（お客さまセンター内）を、13年3月に開設しました。商品のこと
から美容情報まで、お客さまからの幅広い相談に対応可能な経験豊富な美容アドバイザーを配置しています。

今後も、「資生堂お客さま窓口」は、企業活動における「お客さま起点」の最前線部門として、多くのお客さま
に真摯に向き合い、資生堂を信頼してご愛用いただけるよう応対を強化します。

※ HDI（ヘルプデスク協会）とは
世界中で約50,000のメンバーが加盟する世界最大のサポートサービス業界の国際機関で、アメリカの経済誌『フォーチュン』に掲載さ
れている世界企業上位500社のうち90％もの企業が加盟し、世界中に100の支部を有しています。日本支部のHDI -Japanでは、数百社の

資生堂お客さま窓口、HDI主催「クオリティ（電話）格付けモニタリング」にて
最上位の三つ星を2年連続獲得

企業が加盟しています。
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２０１４年度
クオリティ（電話）格付けモニタリング
三つ星獲得

HDIから認定証を授与される
お客さまセンター長伊與田、窓口スタッフ

お客さまお一人おひとりの
心に寄り添った応対を強化

経験豊富な美容アドバイザーが対応。
「きらめきMs.美容相談室」開設

「美容液や乳液を使った後で開けようとすると、すべって開けづらい」といっ
たお客さまの声が寄せられたため、蓋に凹凸を付加し、すべりにくい容器に改
良しました。

「クレ・ド・ポー　ボーテ」 ラ・クレーム、
クレームコントゥールデジュー

お客さまの声を反映した商品事例

クレ・ド・ポー　ボーテ
ラ・クレーム
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ブラシの持ち手をダイヤルのように回すだけで、自由自在に好み
の発色にコントロールできるというブラシ一体型のチークの形状
を採用したところ、発売直後に「ブラシのしまい方が分からな
い」といった声が寄せられました。お客さまにブラシの利便性を
伝えるため、しまい方について、当初、能書のみの記載でした
が、外箱・商品本体にもしまい方に関する情報を追加しました。

商品特長を最大限に発揮するために、本体にセットされている化
粧用具。マキアージュの2品に添付されていた専用チップ・専用
スポンジについて、「取り替え用として、別々に買えるようにし
てほしい」というお客さまからの要望に応えて、別売りでの販売
を開始しました。

「マキアージュ」 トゥルーチーク

「マキアージュ」 トゥルーアイシャドー用のチップ＆ブラシ、
リキッドファンデーション用 キメならしスポンジ

「TSUBAK I 」 シャンプー・コンディショナー つめかえ用

つめかえ用のそそぎ口の「開けにくい」「縦に裂けてしまった」というご意見に対して、開けやすいように仕様を変更し、
開け方の表示をより分かりやすく改善しました。
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ビューティーコンサルタントは、店頭でお客さまの要望に応じ、商品や美容情報をお一人おひとりの肌や化粧生活にあわせ
てご紹介するという重要な役割を担っています。1998年から、美容のプロとしてさらに質の高いカウンセリング活動をめざ
し、業界で初めて美容知識・技術についての「厚生労働省認定社内検定制度」を導入しています。また、成長戦略の1つであ
る「カスタマーファースト戦略」の店頭活動の実現に向けて、売上ではなく、「お客さまからの応対満足度」をビューティ
ーコンサルタントの活動評価に組み入れています。お客さまの声は毎月ビューティーコンサルタントにフィードバックさ
れ、活動の振り返りや課題への気づきを通じて、応対レベルとお客さま満足のさらなる向上につながっています。
海外においても、お客さま満足を最大化し、愛用者拡大につなげるために「国際版応対ソフト」を開発・導入するととも
に、世界中のビューティーコンサルタントが「おもてなし」の心を店頭で具現化する行動指標「SHISEIDO BEAUTY
CONSULTANT OMOTENASHI  CREDO（シセイドウビューティーコンサルタント オモテナシ クレド）」を配布し、日々の
活動に活かしています。

日本を含む世界89の国と地域で活動するビューティーコンサルタントが、日頃培っている美容技術や「おもてな
しの心」による応対力向上を競いあう、「第3回グローバル ビューティーコンサルタントコンテスト世界大会」
を2012年7月 ホテル グランパシフィック ル・ダイバにて開催しました。大会は2004年から4年に1度開催して
おり、今回の参加総数は約20,300名で、予選を経て選抜された32名（日本16名・海外16名）が、持てる美容技
術・提案力・おもてなしを発揮しました。また今回、日本と香港から大会初となる2名の男性ビューティーコンサ
ルタントも出場を果たし、会場の注目を集めました。

大会は、店頭でお客さまと接するビューティーコンサルタントに向けて、以下の2つを目的に開催されました。1
つは、この大会を通じ日頃の美容技術・応対を振り返り磨きなおすことで、美容のプロフェッショナルとしての
スキルを向上させることです。コンテストは順位を競うことが目的ではなく、日々の店頭活動を向上させるため
のきっかけづくりの場です。2つ目は、全社員で取り組む「カスタマーファースト戦略」の実現です。お客さまの
気持ちに寄り添い、お客さまに喜んでいただくために自分は何ができるのか、自分にできるカスタマーファース
トが何かを考え、行動に移すことを目的としています。

カテゴリーB（入社3年目以上対象）で最優秀賞を受賞したジュー・ジンさん（資生堂（中国）投資有限公司）
は、「今回の受賞は私自身の努力だけではなく、多くの方のサポートにより得られたものです。大会を通じて得
た多くの気付きを同僚たちに伝え、共に進歩し、資生堂の『おもてなし』の精神を伝える店頭活動を実践したい
と考えています」とあらたな決意を語りました。

お客さま満足度向上のための活動

お客さま応対

資生堂 「第3回グローバル ビューティーコンサルタント コンテスト世界大会」

最優秀賞 ジュー・ジンさん
（資生堂（中国）投資有限公司）

スキンケア部門の競技の様子
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資生堂グループ企業情報サイト watashi+  (ワタシプラス）

視覚障がいのあるお客さまに向け、美容情報や化粧品の基本的な知識などを、
音声対応でわかりやすく発信しています。

お客さまの気持ちやニーズに応える、魅力ある情報づくりやサイト運営に努め、資生堂の商品・美容・企業など多岐にわた
る情報を「資生堂グループ企業情報サイト」や「Watashi＋（ワタシプラス）」などにて配信しています。

リスナーズカフェ

お客さま満足度向上のための活動

お客さまへの情報提供・サービス

資生堂ウェブサイト

肌が変わる思春期直前の子どもたちに向けて、紫外線対策や洗顔方法などの美
容生活情報をわかりやすく発信しています。

キッズのためのキレイクラブ
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あらゆる方々の生活環境に配慮したデザインが「ユニバーサルデザイン」で
す。この考え方は、すべてのお客さまに安心して心地よくお使いいただける商
品づくりをめざす資生堂にとっても大きなテーマです。

資生堂では「ユニバーサルデザイン」の専門的理論や法律などを踏まえ、商品
の特性に合わせた『資生堂ユニバーサルデザイン　ガイドライン』を2005年に
まとめました。6原則14項目にわたる内容で構成され、商品の企画部門、デザ
イン部門、設計部門が共有しながら商品づくりを進めています。ガイドライン
の制定に当たって、実際の商品が「どのようなお客さまに」「どのようなシー
ンで」「どのように」使用されているかを正確に把握することが大きなポイン
トとなりました。また、できるだけ多くの場面を想定することも重要でした。

例えば「使い方が明瞭である」という原則の中に「直感との一致」というチェ
ックポイントがあります。これは、誰が見ても「ここを握り、ひねれば栓が開
く」ことが直感的に分かるということを示します。こうした点に配慮したデザ
インは「使いやすいデザイン」ということになります。反対に、いかにもそこ
を押すと開きそうなボタンがありながら、それはただの飾りで機能しない場
合、直感を裏切ったことになり「使いにくいデザイン」という印象になってし
まいます。

2008年秋に発売された『エリクシールプリオール』は、60歳以上の方を対象
に開発されました。容器の開発にあたっては、数多くの対象年齢のお客さまと
デザイナーが直接面談し、日頃の化粧行為で不便な点がないか、実際に容器を
手にしていただきながらヒアリングしました。そこで出てきた要望を右の写真
のようにデザインに反映しています。

今後もお客さまの立場からの視点を大切にしながら開発を進めてまいります。

ボトルとキャップの間にすき間をもたせ指がか
りをつくることでキャップを回しやくなる工夫
をしている。

これまでは商品の正面にデザインとして英語で
入っていた「化粧水」などのアイテム名称を裏
面の見やすい位置に大きく表示。
シールもはがしやすいよう、つまみやすくして
いる。

お客さま満足度向上のための活動

ユニバーサルデザイン

資生堂は、代替法に基づく安全性保証体系を確立し、これにより2013年4月から開発に着手する化粧品・医薬部外品におけ
る動物実験を廃止しました。なお、社会に対して安全性の説明をする必要が生じた場合を除きます。
今後も引き続き有効な代替法の開発を継続するとともに、代替法の公定化（各国・地域の法制度において正式な実験方法と
して認可されること）に向けて積極的かつ強力に各国の行政機関に働きかけてまいります。

化粧品の動物実験廃止を目指し、ステークホルダーの方々と意見交換を行いました。

動物実験と代替法に対する取り組み

動物実験廃止に向けた取り組み

Copyright (C) 1995-2014Shiseido Co., Ltd. All Rights Reserved.　
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社会とともに。地域社会との関わりを通してともに発展することをめざします。

コミュニティー参画および発展

資生堂の社員による社会貢献活動は、「未来椿活動」と「社会貢献くらぶ」を両輪としています。
未来椿活動は、創業140周年にあたる2012年度から、資生堂全グループ社員が業務の一部として取り組んでいる社会貢献活
動です。これまでの資生堂の歩みを支えていただいたお客さまや社会に対して、社員自身が立案・計画した活動を実践する
ことで、感謝の気持ちを還元していきます。
社会貢献くらぶは、「社会のために何かしたい」と考える社員のために、社員個々の環境や都合に合わせて選べる活動プロ
グラムを提供することで、社会参画の機会を創出しています。

社員による社会貢献活動

未来椿活動

アユーララボラトリーズは、東日本大震災の復興支援活動として岩手県宮古
市の仮設住宅にて、演奏家「たのシック」とともに、美容と音楽を楽しんで
いただく活動を継続しています。
「五感への訴求を通じた癒しやストレスからの解放」を価値の基本としてい
るアユーラでは、音楽とコラボレーションすることにより、アユーラらしい
癒しのひとときをお届けできるのではないかと考え2011年より活動をスター
トしました。

これまでに7回実施しており、音楽演奏と参加のみなさんとの合唱、アユーラ
のビカッサマッサージで心もからだもリフレッシュしていただくとともに、
日常生活のことや支援活動に対する感じ方などについて、集まった方とコミ
ュニケーションをとる時間を設け、仮設住宅に避難されている方々との親睦
を深めました。

「いかがですか？」はじける笑顔でコミュニケ
ーション

2013年度まで、世界130の事業所で700件の活動を行いました。活動に参加した社員からは「地域や社会に貢献してい
る実感が得られ、感謝の気持ちを伝えることができた」「活動を通し、社員同士の結束が高まり、絆が生まれた」との感
想が寄せられています。資生堂は、末永くお客さまや社会とつながっていくために、今後も未来椿活動を継続していきま
す。

被災地での継続した音楽とマッサージによる癒し活動

日本での取り組み
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震災から3年が経過しましたが、仮設住宅にはまだまだたくさんの人が生活し
ていること、高齢化が進んでいることに加えて、こういった活動が集会場で
のコミュニケーションのきっかけとなっており、「次はいつ来てくれます
か？」といった声が聞かれるなど、継続要望が強いことを実感しました。

チェロとギターの音色にうっとり

ヘルスケア事業を担当する3部門（資生堂ヘルスケア事業部、資生堂薬品、資
生堂ビューティーフーズ）は、2013年10月に、荒川の清掃を実施しました。
この活動は、飲料を扱う会社として「水」に関する環境保全に取り組むべ
く、NPO「荒川クリーンエイド・フォーラム」と協働して2012年より活動を
スタートしました。
仕事上では密接なつながりがあるものの、組織を超えてのコミュニケーショ
ンが不足していると感じていた3部門は、荒川の清掃をきっかけに「組織力」
をもっと発揮できないかとの期待も込めて活動を継続しています。

当日は、気温30℃を超える猛暑でしたが、総勢107名、汗をかきながら一所
懸命みんなで頑張りました。
回収したペットボトルは1,474本、粗大ゴミの他にゴミ袋は150袋となり、収
集班を3社混合で編成し、お互い競い合い、楽しみながら活動するとともに、
仲間同士の交流を深めました。

活動を継続する中で、自分たち自身もゴミに対する問題意識が高まってきて
います。微力ですが、今後も未来の地球や子どもたちのために、チームヘル
スケアとしてこの活動を継続していきたいと思います。

一心不乱にゴミ集め

集めたゴミとともに107名で記念撮影

未来の地球のために －荒川の清掃で紡ぐ大きな一体感－

経営企画部では、「これからの日本、これからの世界の未来を担う学生に役
に立つことがしたい｣という目的のもと、2012年度より大学生を対象にし
た、資生堂のブランディングプロセスを用いて、自分自身のブランディング
に取り組むセッションを実施しています。

2013年度のテーマは「自分たちの大学」。合計で、東京の6つの大学から学
生60名にご参加いただき、自分たちの大学を、広報チームになったつもりで
ブランディングするという設定で活動しました。

パネルを活用したセッションの様子

新たな自分を発見！ －大学生を対象にしたブランディング手法の勉強会－

資生堂グループ企業情報サイト　CSR/環境 カテゴリー　バックナンバー　2014年度版

126



「皆で意見を出し合うことで自分では気づかなかったところに気づくことが
でき、それがとても楽しかった」「今まであまり好きではなかった自分の大
学を、活動をきっかけに好きになれた」など、それぞれに気づきを得ていた
だくとともに、グループでディスカッションしながら進めることの楽しさや
広がりを実感していただく機会となりました。

また参加した社員からも「学生の真摯な意見に触れ、学べることが多かっ
た」「もっとゆっくり話したかった」など充実した時間であったことに加
え、手応えも感じることができました。

真剣にディスカッションする参加者

中国での取り組み

2008年より、中国・甘粛省（かんしゅくしょう）蘭州市（らんしゅうし）の
「資生堂集団（グループ）植林基地」にて、10年にわたる植林活動をスター
トしました。2013年までの6年間で、42.7haの山の斜面に約8万本の苗木を
植え、定着率は90％以上を保ち、確実に緑が広がっています。

2014年4月18日の第7回植林活動でも、中国・日本の資生堂グループ社員だ
けでなく、甘粛省のお取引先さまや政府関係者を含めた総勢66名が植林を行
いました。参加者の多くは自主的にボランティアとして参加したメンバーで
した。

資生堂ではこれからも、この活動を通じて日中の友好関係を深め、CO2削減
による環境保護とともに、現地雇用の創出など中国社会に貢献できる取り組
みをめざしていきます。

急斜面での植林

上海ゾートス社では、定期的に地下鉄駅でのボランティアと近隣の公園の清
掃活動を行っています。2013年度はそれぞれの活動に3回ずつ取り組みまし
た。
地下鉄のボランティアでは、職員の指示に従って利用者の誘導および安全・
秩序維持の呼びかけを行い、非常に混んでいる朝の通勤時間帯の事故未然防
止とマナーアップに協力しました。
また、オフィス近隣の川沙公園での清掃活動は、多くの方々が利用する公園
を少しでも気持ちよく使っていただくため、毎回2時間をかけて、清掃・美化
活動を実施しました。

旗を持って地下鉄利用者を誘導

中国での植林活動

地道に継続しています ―地下鉄でのマナーアップ活動＆公園の清掃活動―

アジア・オセアニアでの取り組み
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資生堂イタリアでは、血管奇形専門のミラノのブッツィ病院の協力を得て、
血管腫を患う子どもたちやティーンエイジャーを対象にメーキャップセミナ
ーを行っています。
これは、資生堂イタリアの全部門で開催した、未来椿活動提案コンテストで
優勝した活動です。2012年よりこの活動を開始し、2013年は12月にスタッ

血管腫を患う子どもたちへのメーキャップセミナー

アメリカ・ヨーロッパでの取り組み

フ4名が病院を訪れ、顔に血管腫のある7歳から14歳の子どもたち3名を対象
に活動を行いました。

今回2回目の受講となる最年長の少女はこの活動を大変喜んでおり、少女の両
親も、「1回目のセミナー以来、少女が前向きな気持ちになり、自分に自信が
持てるようになった」と語ってくださいました。

この活動が、子どもたちの喜びにつながり、日々の生活をより充実したもの
にすることを願い、活動を継続してまいります。

メーキャップの様子

満面の笑顔で

どちらの活動も、地域への感謝の意味を込めて、生活の一部となっている地
下鉄のマナー向上や、憩いの場である公園の美化活動を地道に継続していま
す。
一般の方々の関心はまだまだ高いとはいえませんが、このような地道な活動
を続けていくことで、少しずつでも安全で美しい街づくりと、環境意識の向
上につながればと思い活動しています。

ゴミを逃さず、隅々まできれいに
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2005年に創設した社員参加型の社会貢献支援組織。趣旨に賛同した資生堂グル
ープ社員が毎月の給与から1口100円の積み立てを行い、「女性を取り巻く社会
問題の改善」「化粧によるQOL（Quality of Life＝生活の質）の向上」「地球
環境保全」の3つの観点から運営の堅実性と透明性を併せ持つ社会貢献活動団体
を支援団体として選定し、寄付を行っています。組織の運営は自薦・他薦によ
って選ばれた社員である運営委員の手で行われ、災害時には社員の義援金募集
実施の判断も行っています。 
また、支援団体との協働活動として、花椿基金の使途を説明する「活動報告
会」や、社員と協働で行う「ワークショップ」「講演会」「映画鑑賞会」を開
催し、交流を深めています。 
創立以来、総額105,089,400円の寄付金（2005～2013年度）を社員から支援
先へお届けしています。

また、2014年6月、資生堂汐留オフィスにて「資生堂 花椿基金」2013年度寄
付金贈呈式を行い、支援団体の代表の方々からは、寄付に対するお礼の言葉を
いただきました。
目録を贈呈した運営委員は、各団体の皆さまと交流する中で活動の様子を直接
伺い、それぞれの活動をより深く理解し、身近な問題として感じられる貴重な
機会となりました。参加した運営委員からは、「社会貢献活動の醍醐味である
花椿基金を社員に伝え、当社の事業活動にも影響し活発化するよう、頑張りた
いです。」「『花椿基金』という多くの社員の想いを集結し、社会の役に立て
たいです。」「大切な寄付金の運用について、支援先の活動を肌で感じながら
見極めたいです。」との感想が寄せられました。

2013年度花椿基金寄付金贈呈式
全国色素性乾皮症（XP）連絡会 有元さま（左か
ら２人目）長谷川さま（左）に目録贈呈

2013年度花椿基金寄付金贈呈式
ジャパン・プラットフォーム　平野さま（左）
に目録贈呈

社会貢献くらぶは2005年に発足した、国内の社員が気軽に社会貢献活動に参加できる仕組みです。「ボランティア」や
「寄付」などを切り口に、さまざまな活動プログラムを提供しています。ボランティア活動の各種サポート制度を設け、
「一人ひとりが社会問題解決の視点を持ち、自ら考え行動する」風土をつくるとともに、社員の一体感醸成と視野の拡が
りを後押ししています。

花椿基金

社会貢献くらぶ
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2014年12月2日(火)に、花椿基金第２回運営委員会（審査会）
を汐留オフィスで開催し、２０１５年度の支援団体を決定しまし
た。
審査会では、団体による公開プレゼンテーションを行ない、運営
委員と事務局で「花椿基金評価基準」に基づき評価しました。

■2015年花椿基金支援団体一覧 （10団体）■ 
(1)    全国女性シェルターネット
(2)    資生堂社会福祉事業財団
(3)    全国色素性乾皮症（ＸＰ）連絡会
(4)    世界自然保護基金ジャパン（ＷＷＦジャパン）
(5)    セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン
(6)    日本自然保護協会
(7)    ジャパン・プラットフォーム
(8)    オペレーション・スマイル・ジャパン
(9)    ジョイセフ
(10)  ＪＨＰ学校をつくる会

審査会でプレゼンテーションを聴講する様子

 

2015年度の支援団体が決定しました

2014年3月、色素性乾皮症（XP）患者94名の方に、資生堂ブランド「アネッサ」「ドゥーエ」（※）、グル
ープ会社資生堂薬品（株）より販売している「サンメディック」、（株）ピエール ファーブル ジャポンより

10年目…資生堂日やけ止め商品でXP患者支援

販売している「アベンヌ」の日やけ止め商品を提供しました。

色素性乾皮症（XP）は、遺伝子の損傷を修復する機能障がいのために、強い日光過敏や神経症状を発症する
進行性の難病です。
XP患者は、紫外線を受けた部分が早期にがん化する恐れがあるため、肌に日やけ止めを塗った上に紫外線防
御服も着用する必要があります。

資生堂は社会貢献活動の一環として、2000年よりXP患者の方々に対する支援活動を開始し、患者ご家族を対
象とするセミナー（日やけ止め商品の使用法）や、社員ボランティアによるXP患児の保育活動、花椿基金支
援による全国大会の開催など、さまざまな支援活動を行っています。

2005年からは、資生堂の日やけ止め商品の使用を希望されるXP患者の方々への商品提供を行い、以来継続し
て年に1回、「全国色素性乾皮症（XP）連絡会」を通じてご希望の商品をお届けしており、2014年で10年目
を迎えました。
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2014年3月20日（金）汐留オフィスで、花椿基金支援団体を学ぶ機会として、支援団体の一つ「ジャパン・
プラットフォーム（以下JPF）」の活動報告会を開催し、14名の社員が参加しました。
ジャパン・プラットフォームは、NGOや経済界、政府が対等なパートナーシップのもと、国内外の自然災害
や難民発生時に効率的かつ迅速に支援を行う日本発の国際人道支援組織です。資生堂花椿基金では、東北の復
興をめざした支援活動を行うNGOや地元NPOの助成や、被災地の自治体や関係団体などとの連携・調整事業
を通して、2011年から被災地を支援しています。

具体的には、以下の4項目を中心に支援しています。
① 行政が対応できない社会的弱者をサポートする「セーフティネット支援」
② 仮設住宅や避難者同士のコミュニティ再構築等に貢献する「コミュニティ支援」
③ 被災者の交流や生きがい創出にもつながるよう支援する「生業支援」
④ 支援団体や行政、関係組織との連携／調整をサポートし、効果的に復興を支援する「コーディネーション
＆サポート」

報告会では、JPF平野さまと岩手担当関口さまより、岩手県の現状をお伝えいただきました。震災当初の緊急

「ジャパン・プラットフォーム」の活動報告会を開催

XP子どもたちからのお礼メッセージカード

患者のご家族からは、「紫外線カットクリームは、1年を通じXPの子どもたちの敏感な肌を紫外線や皮ふがん
の発病から守ってくれるとても重要な必需品です。御社の商品を安心して子どもたちに使用させていただけま
すこと、心より感謝申し上げます。皆さまからの温かいご支援に感謝し、子どもたちとの日々を大切に過ごし
てまいります」との声をいただきました。
※「ドゥーエ」は、販売元であるマルホ（株）さまと協力のうえ提供しています。

支援から、仮設住宅などで居住地が整った現在、日常の生活を応援する「復興まちづくり・地域づくりの本格
化」へとフェーズが変化していることが分かりました。花椿基金からの寄付が被災者の方々に寄り添う活動の
一助となる反面、未だ支援の手が足りないことにも気づかされ、今後も継続的に応援する必要性を強く感じる
機会となりました。

支援から、仮設住宅などで居住地が整った現在、日常の生活を応援する「復興まちづくり・地域づくりの本格
化」へとフェーズが変化していることが分かりました。花椿基金からの寄付が被災者の方々に寄り添う活動の
一助となる反面、未だ支援の手が足りないことにも気づかされ、今後も継続的に応援する必要性を強く感じる
機会となりました。
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関口さま（岩手担当）の講演 平野さまの説明を聴講する様子

参加した社員からは以下の感想が寄せられました。
・被災地の近況を知ることができ、毎月の寄付金の使い方も知ることができて良かった
・震災から3年が経過した今もなお厳しい状況にいる方や、新たなステップに入り新たな悩みを抱えてらっし
ゃる方がいることを知り、長期間の支援の大切さを理解できた。

2013年8月26日（月)、汐留オフィスとリサーチセンターを中継し、花椿基金支援団体を学ぶ機会として、支
援団体の一つ「オペレーション・スマイル・ジャパン」の活動報告会を開催し、30名の社員が参加しまし
た。

口唇口蓋裂（こうしんこうがいれつ）とは、唇や上顎などが裂けた顔面障がいの病気です。「オペレーショ
ン・スマイル・ジャパン」は、この症状を持つ開発途上国の子どもに無料の手術を提供しており、資生堂花椿
基金では2011年から支援をしています。
発症の原因は不明で、アジアでは出産の際に約1/500人の割合で発症しています。先進国では出生直後に治療
を受けられますが、開発途上国では経済的な理由等で治療を受けられないことが多く、母乳を摂れず死亡する
ケースもあります。

そんな子どもたちのために、花椿基金では以下の3項目を中心に支援しています。
① アジア地域の子どもたちへの治療費（手術代：25,000円/人　等）
② 日本医療チームのアジアにおける派遣費用
③ ワールドケア・プログラム（重度の顔面障がいを持つ子どもに、先進医療技術を有する国で手術を行うプ
ログラム）

報告会ではオペレーション・スマイル・ジャパン事務局長三上さまより、団体の発足後初となる「ワールドケ
ア・プログラム」の様子を、TBSテレビで放映された映像を用いてご説明いただきました。プログラム対象者
となるフィリピンから来日したエンジェルちゃん（2歳）の顔が、手術後に笑顔に変わった感動的な瞬間を、
参加者一同で共有することができました。

「オペレーション・スマイル・ジャパン」の活動報告会を開催
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三上事務局長の講演 真剣に話を聞き入る社員たち

・報告会に参加して直接話を聞くことで、新しい気づきが得られ、寄付をする励みになった。
・活動の内容が具体的に分かることで、意義のある応援をしていると感じることができた。
などの感想が寄せられました。

参加した社員からは、
・自分がどれだけ役に立てるかはわからないが、世の中を知り、人を知ることが、誰かの役に立てる第一歩だ
と感じた。

資生堂では2009年より「TABLE FOR TWO（以下、TFT）」の主旨に賛同
し、TFTの活動に参加しています。

「TFT」とは"食糧が余っている先進国"と"食糧が足りない開発途上国"、こ
の「食の不均衡」を解消し、先進国と開発途上国の人々をともに健康にす
ることをめざして始まった、日本発の新しい社会貢献活動です。食堂等
で、通常より低カロリーで栄養バランスの取れたヘルシーメニューに対し
て価格を20円上乗せして設定し、その20円を寄付金として、TFTを通じて
アフリカの子どもたちの給食費に充てるというものです。資生堂もこの活
動に賛同し、2009年7月より食堂施設のある国内事業所でTFTを導入してい
ます。アフリカの子どもたちへの給食提供を通じて、子どもたちの成育だ
けではなく、学ぶ楽しさの気づきや、学ぶ意欲の継続への足がかりとなっ
ています。

「食事をしながら社会貢献」「食事をするだけで社会貢献」のTFTへ、これ
からも支援を続けてまいります。

TFT事務局より頂戴した感謝状

食堂施設のある全事業所での「TABLE  FOR  TWO」の取り組み

その他の活動
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集めてボランティア活動

使用済み切手や書き損じハガキなどを集めて、途上国の女性と妊産婦を支援する活動や、子どもたちの教育支援を行って
います。 
2005年から、それまで各部門ごとに行っていた活動を統合し、全社に拡大して実施しています。時間・場所の制約な
く、誰でも気軽に参加できる「ボランティア活動」として、年間を通じて活動する他、年2回のキャンペーンも実施して
います。 
集めた使用済み切手は、「公益財団法人ジョイセフ」を通じて、途上国の再生自転車輸送費やお母さんと赤ちゃんの命を
救う活動（ホワイトリボン運動）などに役立てられています。また、書き損じハガキなどは、未使用の国内切手に換えた
うえで「一般財団法人民際センター」に提供。メコン５ヵ国（タイ・ラオス・カンボジア・ベトナム・ミャンマー）の子
どもたちのダルニー奨学金として役立てられています。

ソーシャルスタディーズデー

1993年から始まった、年間3日を上限に社員の社会貢献を目的にしたさまざまな活動を「出勤扱い」とする制度です。
2013年度の利用件数は63名、取得日は72日で、ボランティア活動、献血、ドナー登録などに利用されています。

2011年3月に発生した東日本大震災では、資生堂の事業所、得意先・取引先で損壊などの被害を受けました。資生堂では、
「事業継続計画」に基づき、地震発生直後に、緊急対策本部を立ちあげ、被害状況の把握と商品の継続供給に向けた体制を
構築するとともに、被災地への支援活動を行いました。

災害支援活動

東日本大震災

韓公使に贈呈

2014年8月3日（日）に、中華人民共和国雲南省で発生したマグニチュード6.5の地震に対し、資生堂は、復興支援として
500万円の義援金を拠出しました。8月8日（金）、柴田執行役員が中国大使館を訪問し、お見舞いの言葉と一日も早い被災
地の復旧復興の希望を伝え、韓志強公使に義援金を贈呈しました。韓公使からは被災地の状況の説明があり、感謝の意を表
していただきました。

中華人民共和国雲南省での地震への義援金贈呈
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また、資生堂社員有志より「NPOジャパン・プラットフォーム」を通じて総額586,000円（支援賛同者1,172人）の義援金
を贈呈しました。この義援金は、被災者への食糧、生活物資、衛生用品等の配布のほか、学校校舎が倒壊または損壊した学
校に対しては、教室用仮設テントおよび生徒用机椅子セットの配布などに役立てられています。

NPOジャパン・プラットフォームにて贈呈 NPOジャパン・プラットフォームよりいただいた感謝状

NPOジャパン・プラットフォームにて贈呈 NPOジャパン・プラットフォームよりいただいた感謝状

2013年11月9日（土）にフィリピンのレイテ島東部を襲った台風は、フィリピンに甚大な損害を与えました。この災害に対
し、資生堂社員有志より「NPOジャパン・プラットフォーム」を通じて総額978,000円（支援賛同者1,956人）の義援金を
贈呈しました。この義援金は、被災者への支援物資の配布、感染症予防のための医療支援、住宅再建のための資材提供など
に役立てられています。

フィリピン台風（ハイエン）への義援金贈呈

Copyright (C) 1995-2014Shiseido Co., Ltd. All Rights Reserved.　
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CSR・環境活動および人事関連の具体的な実績をデータでご覧いただけます。

活動実績データ

領域 項目 指標 単位 2013年
3月期

2014年
3月期 対象

女性・化粧
（美容）

資生堂ライフ
クオリティー　
ビューティー
プログラム

ライフク
オリティ
ー
ビューテ
ィーセン
ター

設置国・
地域数
（施設数）
（※1）

国・地
域
（箇
所）

3（5） 3（5） 国内
外

利用者数 名 1,690 1,583 国内
外

ライフク
オリティ
ー
ビューテ
ィーセミ
ナー
（注1）

開催延べ件数 件 2,206 2,812 国内
外

参加延べ人数 名 38,525 49,859 国内
外

ジュニア活動

資生堂子
どもセミ
ナー 受講者数

（※2） 名

1,241 701 国内

親子スキ
ンケア教
室

45組90 16組29 国内

資生堂ランニングクラブ

ランニング教
室
開催件数

回 2 2 国内

社外講演会
開催件数 回 2 3 国内

資生堂女性研究者
サイエンスグラント 受賞者数 名 10 10 国内

文化

資生堂ギャラリー（銀座）

来館者数

名 36,358 42,399 国内

資生堂企業資料館（掛川） 名 23,483 27,970 国内

資生堂アートハウス（掛川） 名 27,902 29,576 国内

社員の
社会貢献 資生堂花椿基金（注3） 月間賛同口数

（※3） 口 15,743 17,162 国内

社会活動関連データ

資生堂グループ企業情報サイト　CSR/環境 カテゴリー　バックナンバー　2014年度版

136



（注・※）1. 資生堂ライフクオリティービューティーセミナー：国内では、2011年に事業化した「高齢者美容サービス」
と、これまで実施してきた高齢者、障がいのある方や、学生、社会人などを対象とした各種美容セミナーを統
合、2013年より「資生堂ライフクオリティー事業」として展開

2. 資生堂子どもセミナー：肌が変わる思春期直前の子どもたちに、｢肌」や｢清潔」についての情報や自分の肌の
正しい手入れ法をお伝えする体験型の出前授業

3. 資生堂花椿基金：社員が給与引きで寄付を行うとともに、支援活動としてボランティアにも参加する。現在の
支援団体は9団体

※1 日本（東京）、中国（上海）、台湾（台北・高雄）。2011年4月に香港設置。
※2 対象は　小学5・6年男女児童
※3 1口：100円、3月実積

（単位：人）

※国内は各年4月1日時点、海外は各年12月末時点とする

人事関連データ

資生堂グループ社員数
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（単位：人）
地域別社員数
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※国内は各年4月1日時点、海外は各年12月末時点とする

男女別リーダー数・比率

※国内リーダー数は2014年4月1日時点、海外リーダー数は2013年12月31日時点とする
※海外のリーダーとはManager以上とする
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※対象：社員（有期契約社員除く）

平均勤続年数

労働時間・有給休暇取得率

2014年4月入社社員：東京都区部住居の場合

※いずれも地域手当9,000円（地域により異なる0～9,000円）を含む。

初任給
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※対象範囲は管理職、総合職、美容職社員（役員・参与除く）

エコール資生堂の対象者数

離職率

※国内資生堂グループ対象者：管理職・総合職
※資生堂販売株式会社対象者：美容職のみ（有期契約社員を除く）

※国内資生堂グループ
※育児休業（時間）取得率＝育児休業（時間）取得者数／期首国内社員数×100
※全社員（有期契約社員含む）とする

育児休業、育児時間取得者とカンガルースタッフ数
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介護休業、介護時間取得者数

※国内資生堂グループ
※介護休業（時間）取得率＝介護休業（時間）取得者数／期首国内社員数×100
※全社員（有期契約社員含む）とする

※短時間勤務利用者とは、育児時間および介護時間を取得している者とする
※短時間勤務制度利用率＝短時間勤務利用者数／期首国内社員数×100
※全社員（有期契約社員含む）とする

※国内グループ対象者：管理職・総合職、資生堂販売株式会社　対象者：美容職（有期契約社員を除く）
※復職率＝当年度の育児休業からの復職者数／当年度の育児休業からの復職予定者数×100
※定着率＝前年度の育児休業からの復職者のうち当年度3月末日時点で在籍している社員数／前年度の育児休業からの復職者数×100

短時間勤務制度利用者数

産前産後休暇・育児休業後の復職率・定着率
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定年後再雇用制度利用者数

※各年6月末日時点のデータ

※本社外国籍役員が現地法人を兼任している場合に、現地人役員としてカウントする
※複数社の役員に就いている場合もカウントする

対象者：国内グループ社員

※受講者数とは、1回当たり（eラーニング、ペーパー読み合わせ者含む） の人数

※業務上災害は休業を伴う労働災害にあった件数
※国内工場における業務委託先の業務災害発生件数は業務委託先からの情報提供件数

障がい者雇用率

海外関連会社役員の非日本人比率

人権啓発・企業倫理研修の開催実績

業務上災害発見件数
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※国内資生堂グループの業務災害発生件数
※強度率＝労働損失日数／延労働時間数×1,000

※国内資生堂グループの休業災害率および時間損失負傷災害件数率とする
※休業災害率（LTI）＝時間損失負傷災害件数／延労働時間数×200,000
※LTI FR＝業務災害発生件数／延労働時間数×1,000,000

※定義：産業医数は選任している事業所ごとに1名（複数の常勤産業医および非常勤産業医と契約している場合には複数名）でカウント

※各年4月1日時点のデータ
※1 構成比＝労働組合員数／社員数（管理職・有期契約社員含む）×100

業務上災害強度率

休業災害率、時間損失負傷災害件数率

産業医・産業保健スタッフ一人あたりの社員数

労働組合数、構成比
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※海外はworkcouncilを含む（2013年度）

労働組合がある法人割合

環境活動関連データ

国内
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海外

※海外非生産事業所については、主要な事業所のみ
*1　中味製造量
*2　生産数量

Copyright (C) 1995-2014Shiseido Co., Ltd. All Rights Reserved.　
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客観性・透明性を高めるため、各テーマにあわせ外部識者の方々からご意見をいただいています。

ステークホルダーとのエンゲージメント

資生堂は、「サステナブルな社会の実現をめざし、ステークホルダーとの対話と協働を通じて、社会の課題と期待に応える
活動を展開し、人々の美しさ、健やかさを創造する経営を推進する企業」でありたいと考えています。

2013年についても、この基本的考え方のもと、『リスク予防の視点から重点的に取り組むべき活動』と『競争力の源泉とな
る女性領域の活動の方向性』をテーマにステークホルダーダイアログを開催し、社会情勢の移り変わりから考える今の資生
堂の課題や期待についてご意見をいただきました。

なお、いただいたご意見は、今後のCSR活動の計画立案に活かしてまいります。

ステークホルダーダイアログ

資生堂は、2010年3月に「化粧品における動物実験廃止を目指す」宣言をし、以来5回にわたり、有識者・学術関係者・動物
愛護団体のステークホルダーのみなさまとともに円卓会議を開催し、さまざまな議論を重ねてまいりました。そして、みな
さまの声を反映して、動物実験代替法を中心とした新安全性保証体系を確立したことにより、2013年4月より開発に着手す
る化粧品・医薬部外品における社内外での動物実験を廃止しました。
第六回となる今回はこれまでの締めくくりの回として、ご参加いただいたみなさまにお集まりいただき、2013年度の資生堂
の取り組み成果やご参加のみなさまそれぞれの廃止に向けた取り組みを共有するとともに、これまでの円卓会議を振り返り
ました。

化粧品の成分の動物実験廃止を目指す円卓会議

第六回「化粧品の成分の動物実験廃止を目指す円卓会議」を開催

2014年3月19日（水）10：30 -  12：15
東京銀座資生堂ビル会議室

開催日時：
場所：
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円卓会議にご参加いただいた方々（50音順）

資生堂参加者

高木國雄法律事務所
横浜国立大学大学院工学研究院 教授
NPO法人 動物実験の廃止を求める会（JAVA） 理事
鳥取大学染色体工学研究センター 客員教授
株式会社日経BPコンサルティング プロデューサー
経済産業研究所 コンサルティングフェロー
日本毒性学会 元理事長
I IHOE 人と組織と地球のための国際研究所 代表

浅野 明子 氏
板垣 宏 氏
亀倉 弘美 氏
田中 憲穂 氏
中野 栄子 氏
藤井 敏彦 氏
吉田 武美 氏
(司会)  川北 秀人 氏

株式会社 資生堂 執行役員
株式会社 資生堂 品質評価センター長

岩井 恒彦
知久 真巳

資生堂事務局

資生堂と参加者の取り組み進捗の共有

■資生堂の2013年度の主な取り組み進捗と成果

資生堂より、2013年度の活動実績と今後の取り組みについて報告しました。
主な内容は以下のとおりです。

（１）新安全性保証体系と代替法の開発状況について
2013年3月末までに、化粧品・医薬部外品における動物実験を廃止し、代替法を中心とした新安全性保証体系に切り替えま
した。
この新安全性保証体系 [PDF: 279KB]は、「情報による保証」（原料情報やメーカー情報などの情報による一次評価、コンピ
ュータシミュレーションを用いた予測（in silico））、「代替法による保証」（細胞を用いた代替試験（in vitro））、「ヒ
トによる最終確認」（医師管理下での連用試験やヒトパッチテスト等）というステップで構成されます。「動物実験を行わ
ないための安全性保証体系」ではなく、「動物実験という選択肢はすでに存在しないという認識」のもとで、資生堂にとっ
ての新しい安全性保証体系を確立したものです。
１年間、この新安全性保証体系を実行するとともに、皮膚感作性、光感作性、遺伝毒性、生殖発生毒性の各項目について、
それぞれの評価方法を改善し、精度の向上と適用範囲の拡大を図りました。

（２）代替法の公定化・業界標準化について
皮膚感作性試験代替法（h-CLAT）について、OECDテストガイドライン化に向けたプロセスの着実な進展 [PDF: 267KB]が
ありました。また、眼刺激試験代替法についても日本における公定化に向けた進展 [PDF: 1.10MB]が見られるなど、EUに続
き日本でも代替法の公定化への流れが加速していると認識しています。

（３）動物実験に依存しない化粧品の安全性保証に関する討論会
本討論会は、社内の安全性保証体系の科学的妥当性や社会受容性などについて、社外有識者と資生堂の研究者がともに検討
するためのもので、2012年より開催しています。2013年度も3回開催し、反復投与毒性や生殖発生毒性等についての安全性
保証体系について検討しました。2014年度も引き続き開催の予定です。

株式会社 資生堂 CSR部長塩島 義浩
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（４）各国の制度状況と当社の対応について

・ 中国…これまで、全ての化粧品について安全性担保のために動物実験結果の提出が義務付けられていましたが、2013年
12月の通達により「中国国内で製造される一般化粧品については動物実験でなくても企業が安全性を担保したデータを提
出すれば認められる可能性がある」とされました。ただし、動物実験に代わる具体的な安全性担保の手法は提示されてい
ません。どのようなデータを提出すれば認められるのか、資生堂では中国のリサーチセンターと日本のリサーチセンター
と共同で検討しています。

・ 韓国…2014年１月に機能性化粧品の審査時の安全性に関する資料について改定告知があり、認められる試験法が大幅に
拡大されました。

・ EU…2013年3月から、動物実験の全面禁止が施行されましたが、資生堂はＥＵ規制を順守することができています。

その他、イスラエルやインドでも動物実験禁止に向けた動きがあるなど、EU以外でも禁止への動きは加速していると認識し
ています。

■参加者からの取り組み報告

動物実験の廃止を求める会（JAVA）の亀倉氏からは、前回の円卓会議以降の取り組みとして、2013年7月に開催された第7
回化粧品規制協力国際会議のステークホルダーセッションに参加して事実上の動物実験禁止の提言・要望を行ったこと、
2014年１月に、国際的動物保護団体「Cruelty Free I nternational」や英国の化粧品メーカー「ザ・ボディショップ」など
と協力して厚生労働大臣に化粧品の動物実験廃止を求める約12万筆の署名を提出したこと、EUの動物実験廃止にあわせて大
手メーカー各社への質問状を送付したことなど、イベント開催やメディア露出などとあわせさまざまな活動を行った旨の報
告がありました。
　横浜国立大学大学院工学研究院教授の板垣氏からは、代替法についての社会の認知度を向上させるための取り組みとし
て、2014年12月に開催を予定している「日本動物実験代替法学会第27回大会」についての紹介がありました。「過去から
の脱却と未来に向けたキックオフ」を全体テーマに、皮膚科医や3次元プリンティングの研究者による講演、10のテーマ別
シンポジウムなどの開催を予定し、今後、マスコミへの告知などを積極的に行っていくとの報告がありました。

これまでの円卓会議の意義

今回で締めくくりとなる円卓会議の歩みや意義についても、改めて振り返っての意見交換が行われました。
第一回の会議が行われたのは2010年6月。資生堂が「2011年3月までに自社での動物実験施設の閉鎖」「2013年3月までに
化粧品の動物実験廃止を目指す」という方針を打ち出したことがきっかけでした。続く2010年11月の第二回会議で、「代替
法の開発と実用化の推進」「他社への働きかけ」「行政への働きかけ」「消費者への働きかけ」という４つの課題を明確
化。その後も、資生堂の取り組みの進捗状況や社会状況、さらなる課題などについて、情報共有や意見交換を続けてきまし
た。
参加者からは、「さまざまなステークホルダーが一堂に集まり、利害関係を超えて議論できた結果、イノベーションを生み
出した」「対立する意見を持つステークホルダーとの円卓会議の開催は、非常に勇気のいることだが、本円卓会議は、エン
ゲージメント事例として、日本企業におけるベストプラクティスではないか」「円卓会議は終わりになるが、それぞれの課
題に対するアプローチは継続的に必要である」といった声が寄せられました。
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【ご意見】亀倉さんからご指摘があったように、法律を制定・改正するのでなく現行
法の運用で動物実験を実質的な禁止に持っていくというのは有効なアプローチだと思
います。動物の虐待や遺棄は動物愛護法でも犯罪行為として明記されていますが、実
際にはペットを捨てる人がたくさんいるというように、法律があってもきちんと運用
されていないという状況が、特に日本の場合は多いように感じます。実験動物に関し
ても「苦痛の軽減」や「実験の必要不可欠性」などが、基準で明確に定められていま
すので、その基準を厳正に守って行政がチェックに入るだけで、かなり状況はよくな
るのではないでしょうか。
また、そのように「使われていない」法令をきちんと適用させていくには、やはり情
報公開による世論の喚起が必要です。企業の社会的責任という意味からも、自社だけ
ではなく業務委託先なども含め、しっかりと管理すると同時にいい面も悪い面も含め
た情報公開をしていく、消費者に納得していただけるまで説明する、そうした姿勢が
求められるのではないかと思います。

【ご意見】代替法については、研究面での課題もたくさん残っていますが、同時に社
会への普及に関する課題も認識しなくてはならないと思います。私は当初資生堂の社

ご参加いただいた皆さまからのご意見・ご提案（50音順）

浅野 明子氏／高木國雄法律事務所

板垣 宏氏／横浜国立大学大学院工学研究院 教授

員としてこの円卓会議に参加し、2011年以降は外部の人間として参加していますが、
代替法というものが化粧品業界以外でいかに知られていないかということを、外に出
てみて改めて痛感しました。例えば、日本学術振興会の科学研究費助成事業（科研
費）の申請の項目に「代替法」というkey wordさえ含まれていないのが現状で、大学
等の研究者は「代替法」では研究費の申請が困難です。ですから、どんなに資生堂が
素晴らしい取り組みをしても、資生堂だけがやっているのでは意義は半減します。例
えばシンポジウムでの発表などを通じて、知識を広く共有化するとともにブラッシュ
アップを図ることなども考えられるのではないでしょうか。もちろん知的財産権に関
する問題などはありますが、代替法というものをどう社会に広めていくのかを考える
ことは、今後の重要な課題だと思います。
円卓会議は今回で最後になりますが、ここで積み残された課題を明確化すること、そ
してそこに対して今後どうアプローチしていくのかを考えることも重要だと思います。
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【ご意見】これまで活動する中で、資生堂など一部の企業を除いた日本の企業、そし
て政府からはこの動物実験の問題をいまだ「対岸の火事」としてしか受け止めていな
い印象を受けています。今後の活動においては、立法や法改正の前にまずは、今ある
法や制度の運用によって「事実上の動物実験禁止」を実現する方法を探っていきたい
と考えています。そのためには、業界全体の意識改革が必要です。業界団体である日
本化粧品工業連合会は「動物実験廃止は無理」とまったく取り合わないようですが、
韓国の化粧品業界団体は動物実験の禁止に概ね同意していると聞いています。そうし
た海外の動きと歩調を合わせることも考えつつ、日本の業界も変わっていくべきだと
思います。
最後に、4年にわたる六回の会議に参加し、率直な意見を交わす機会をいただいたこと
にお礼を申し上げます。先ほど、資生堂から「当社の安全性保証体系の中には『動物
実験』という文言自体が存在しない」というお話を聞いて大変嬉しく思いました。動
物実験という選択肢がそもそも存在しない、というところからイノベーションを生み
出していけるような、人道的・倫理的な社会の構築を目指していきたいと思っていま
す。

【ご意見】動物実験廃止はもちろん実現すべき課題ですが、そのためにはなんといっ
ても代替法の開発が重要です。現状として、日本はその点でかなり高い水準まで来て
いると思います。日本動物実験代替法評価センター（JaCVAM）および日本動物実験代
替法学会が中心になって、非常に熱心に開発を促進してきましたし、資生堂さんのほ
かコーセー、マンダムなど複数の民間企業、また日本化粧品工業連合会などからも、
さまざまな形でサポートをいただいております。
また、確立された代替法については、次は第三者による評価、バリデーションの段階
に進むわけですが、日本化学工業協会が昨年、バリデーションに特化したサポートを
表明されました。バリデーションには非常に費用がかかることもあり、大変ありがた
く思っております。また、日本製薬工業協会も、一部のバリデーションに向けた取り
組みにご参画いただいていますし、厚労省や経産省にもさまざまな形でサポートをい
ただいています。
そのように、行政および企業や業界団体の支援により、かなり開発が進んできている
のではないかというのが私の現状認識です。

亀倉 弘美氏／NPO法人 動物実験の廃止を求める会（JAVA）理事

田中 憲穂氏／鳥取大学染色体工学研究センター 客員教授
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【ご意見】お話を伺っていて、この１年間でも代替法の開発にめざましい進展があっ
たことがよく分かりました。その一方で、そもそも代替法とは何なのかということ
が、まだまだ世の中に伝わっていないということも感じます。
例えば、昨年の美白化粧品の白斑被害の問題のように、何か事件や事故が起こればメ
ディアは大騒ぎしますが、企業が通常から安全性確保のためにどんな取り組みをして
いるのかはほとんど報じられません。これはもちろん、私たちメディアの責任もある
のですが、企業の側も何のために代替法というものを開発しているのか、一般の人た
ちにも分かりやすく伝える努力をもっとしていただければと思います。
現状では、化粧品企業が自分たちの取り組みを世の中に対して発信することに対し
て、まだあまり積極性がないように感じられます。「ここまで言うと言い過ぎかな」
という思いもおありかもしれませんが、そこをあえて公の場で主張されていくことも
場合によっては必要なのではないでしょうか。例えば学会で発表されている専門的な
内容などを、もっと噛み砕いて、広く一般の人たちにも発信されていくのが一案だと
思います。

【ご意見】これまでこの円卓会議に参加させていただいて、ステークホルダーの意
見、規制制度の問題、会社の価値観という3つの要素を受け止めた上でイノベーション
を生み出すという、CSRのエッセンスを全て含み込んだ、素晴らしい試みだったと感
じています。
動物実験の問題に限らず、日本の消費者というのは環境や安全性、人権などのテーマ
に非常に関心が薄いという実情があり、それが一部で指摘されている業界団体などの
動きの鈍さにもつながっています。しかし一方で、他の国にはそうしたことに非常に
敏感な消費者も多い。グローバルに展開していく企業が、そうした外の価値観をどこ
まで早く取り込めるかは、今後の重要な課題ではないでしょうか。
また、代替法の開発のように、ステークホルダーの意見を受け入れ、多大なコストを
かけてイノベーションを起こした企業に対し、どう評価をするかということも考えて
いくべきだと思います。かかったコストに見合う評価や報酬がなければ、他の企業も
なかなか後には続きません。
国外と国内の意識のギャップ、そして企業の努力への評価。この２点は、今後NGOと
企業が一緒に考えていくべき問題だと思います。

中野 栄子氏／株式会社日経BPコンサルティング プロデューサー

藤井 敏彦氏／経済産業研究所 コンサルティングフェロー
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【ご意見】毒性学の立場からすれば、一つの代替法だけで安全性がすべて担保できる
ということは決してあり得ません。確かに代替法の研究は非常に進んできましたけれ
ども、試験管の中での実験（in vitro）では、何千何万という遺伝子を含む我々の細胞
の中で、実際にどのような動きがあるのかがなかなかはっきりとは見えてきません。
いろいろな実験方法を組み合わせて実施することで、はじめてその部分をカバーでき
るのではないかと思います。
今後、より研究が進み、細胞の中の動きがもっと明確に把握できるようになれば、科
学的根拠としての代替法の重みもいっそう増していくでしょう。医薬品開発の中でも
今、さまざまな代替法が用いられていますので、そのことを周知させていくことが、
ひいては化粧品開発においても、代替法によって安全性担保ができるんだということ
を知らせていくことにつながるのではないでしょうか。

吉田 武美氏／日本毒性学会 元理事長

海外で企業が事故・事件を起こしたとき、不買運動などが発生するかどうかの一つの
分かれ目は、その会社がそれまで、安全確保のための取り組みについての経過報告を
どれだけ行っていたかです。そうした「安全取り組み経過広報」をきちんと果たして
いた企業であれば、「これだけ注意していたのだから、ある程度は仕方ない」と思っ
てもらえる面もあるでしょう。日本では、事故などの際もその結果だけが批判され、
そこに至るプロセスは無視される傾向があるので難しいのですが、これまでこの円卓
会議で報告されてきたような、代替法の開発など安全性の向上に向けた取り組みや努
力については、ぜひ今後もさまざまな形で発信していっていただきたいと思います。
また、この円卓会議は日本人だけで構成されていましたが、もし最初からいろいろな
国の人たちが参加していれば、議論の対象を日本に限定せず、世界的なスタンダード
を前提とした議論が行えていたかもしれません。この４年で、資生堂さんの売上にお
ける海外市場の比率もより高くなったとお聞きしますし、次に皆さんとお会いする機
会があれば、半分以上は日本人じゃない方がいらっしゃる場で、プレゼンテーション
も英語で、ということになるだろうと思っております。そういった、開かれたフォー
ラムに進化していく過程となる、非常にすばらしい場を提供していただけたことに感
謝します。

円卓会議を振り返って

（司会）川北 秀人氏／I I HOE  人と組織と地球のための国際研究所 代表
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当社の動物実験廃止決定にあたって、この円卓会議は非常に大きな役割を果たしてい
ただいたと考えています。これだけさまざまな立場のステークホルダーの皆さまと、
一つの課題について意見を交わし、そこから生まれるものを企業経営に取り込んでい
くという取り組みは、当社にとってもまったく初めてのことでした。美の追求と提供
を使命とする会社として、「動物実験はやらない」という前提のもと、さらなるイノ
ベーションを目指すとともに、代替法をはじめとする化粧品の安全性についての考え
方を広く知らしめるために今後も尽力していきたいと思います。
社会のグローバル化が加速し価値観の多様化が進む中で、新たな社会課題も次々に現
れてきています。今後、多種多様な課題と直面していくことになるであろう当社にと
って、この円卓会議は非常に貴重な経験となりました。社会と共生し、よりよい社会
づくりに貢献し、社会から必要とされる企業であり続けるために、これからも真摯な
取り組みを続けてまいりたいと思います。ご多忙のところ、４年間にわたってご参加
いただいたみなさまに感謝するとともに、引き続きのご支援をお願い申し上げます。

株式会社資生堂 執行役員 岩井 恒彦
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株式会社クレイグ・コンサルティング　代表取締役
小河 光生 氏

＜資生堂らしさがCSRの中軸＞ 
資生堂のCSR/環境サイトのトップページには、同社らしいCSRテーマが並んでいる。たとえば、ライフクオリティビューテ
ィーセンター。あざやしみ、白斑など肌のさまざまな悩みにプロが的確なアドバイスをする活動で、すでに長い年数取り組
んでいる同社の看板活動である。従来の活動に加え、がん治療による副作用で悩んでいる人へのアドバイスや、がん患者へ
の美容ケアなど年々活動をステップアップしている。この活動は、同社が定めているCSR重点分野のひとつ「女性・化粧」
に関連して、社会全体に貢献しようとする姿勢が良く出ており、高く評価できる。
またたとえば、東日本大震災における取り組み。同社は震災以来、被災地の仮設住宅に暮らす人々を訪れ、メーキャップや
ハンドマッサージを行う「ビューティー支援活動」を地道に続けてきている。この継続力も評価できるが、現地のニーズを
くみ上げ創意工夫を凝らしている点を高く評価したい。たとえば、昨年始めた活動に、香りによって気分・睡眠不調などを
緩和する研究がある。被災地ではいまも不安によって不眠に悩む人々がいる。同社が得意とする香りを使ってリラックス効
果を生む「アロマコロジー技術」を活かして、被災地の方々に貢献できないかという試みが始まっている。
こうした「資生堂らしいCSR活動」が評価に値するのは、本業のテクノロジーを活用して社会と同社自身の両方に価値が出
る点である。社会課題に取り組む企業は多く存在するが、メセナ的な活動やボランティア活動は、企業の収益力やボランテ
ィアを推進する人任せなところがある。そうした企業では、ある一時期活動が活発でもなかなか持続しない。記憶が風化す
るに従い、被災地支援から撤退する企業が多くなっていることが、このことを如実に証明している。
しかし、本業のテクノロジーを通して行う活動であれば、それが本業と関係するのであるから営々と長く続けていくことが
できる。たとえば、ライフクオリティビューティーセンターの事例で言えば、社会的弱者であるがん患者を勇気づけ、その
患者の家族をも励ましていく社会的意義があると同時に、同社の美容部員はこの活動の中で、ファンデーションの新しい技
術や使い方に気づきを得ることができる。それはたとえばシニアメーキャップという新しい事業分野につなげることで、事
業にいかせる可能性がある。前出の、被災地で実証実験が進むアロマコロジ―技術を活用した不眠対策もまたこの好事例で
ある。

＜アテリアリティ、中期計画との連携を高めたい＞ 
一方で、同社がグループグローバルでさらに成長していくための課題をいくつか提起したい。
昨年わたしは本稿において、同社のCSR活動の目標が「企業価値を維持し高める」ことにあるので、CSR活動と経営計画と
の関係性を上げていくべき、と申し上げた。またバリューチェーン全体のリスク/チャンスの分析などをとおして、マテリア
リティの特定を進め、資生堂が取り組むべき項目に優先順位づけをしてほしいと申し上げた。この点は継続して取り組んで
ほしい。同社のOur Missionにある「美しい文化生活の創造」は社会との関係の中で実現される。社会的価値の高いイノベー
ションを生み出すことが、Our missionの実現、つまり同社の存在価値とイコールだからだ。
より事業戦略と密接な点を申し上げれば、欧米のCSR先進企業は、CSR活動をブランド価値向上にとどめず、市場の購買判
断軸に取りこむ、きわめて戦略的な活動に昇華している。同社が掲げる「新しい価値の創造」を戦略的に進め、市場への啓
蒙や新機軸の経営を世界に知らしめ、次世代の経営はこうあるべきと示してほしい。

第三者意見
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＜マネジメント層の参画をさらに強めたい＞ 
CSRと経営計画との連動を高める前提として、マネジメント層がCSR活動に関わる頻度と質をさらに高めていきたい。同社
のCSR委員会は取締役会直轄だが、CSR全般的にマネジメント層が積極的に関わっている印象がやや弱い。
たとえば、社長のトップコミットメントは漠然とした社会課題への対応だけではなく、より具体的にビジネスへの影響や、
経営戦略の中でそれをどう生かしていくか、さらにCSRへの取り組みがどのように同社の成長戦略に関係してくるのかを明
確に示したい。
一般に統合報告書の流れがグローバルで進んできているが、財務情報と非財務情報をどのように開示していくかという点
は、突き詰めると将来自分たちがどのようになっていたいか、そのありたい姿をバックキャスティングすることで現在の活
動の意味づけを行うことに行きつく。ぜひこの点を同社のマネジメント層で議論して、開示につなげていきたい。

＜カギは事業部門の参画＞ 
CSRと経営計画の融合を進めるカギは事業部門の参画にある。融合した活動を行うのは、最前線の現場社員だからだ。事業
部門は他社との厳しい競争の中にある。そのため彼らが事業計画を策定すると、顧客だけに強くフォーカスしすぎる。しか
し、現在の複雑な市場環境においては顧客だけを見ていては同質的な競争からは抜け出せない。自らのマルチステークホル
ダーを考慮して、事業戦略を作ることができるかが大事である。企業のイメージは顧客だけが作るものではない。その商品
やサービスを素敵だと定義づけるのは、ステークホルダーである。いかにステークホルダーを含めて良質のブランドを作っ
ていくか。言い換えれば、事業部門にいかにマルチステークホルダーの視点を持たせられるかが、CSR推進部門のチャレン
ジである。

Copyright (C) 1995-2014Shiseido Co., Ltd. All Rights Reserved.　
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本対照表を作成するにあたり、「GRIサステナビリティ・レポーティング・ガイドライン第3.1版」を参考にしました。
本ウェブサイト以外の媒体にて記載の場合は、その媒体の名称を記載しています。

※GRIガイドライン第3.1版と国連グローバル・コンパクトの原則との対応を記載しています。ただし、グローバル・コンパ
クトの原則とGRIガイドライン第3.1版との正式な対応表がグローバル・コンパクト事務局より未発行のため、一部自社に
おいて解釈を加えています。

※「記載箇所」について
「該当なし」は、関連がない、もしくは重大なレベルに関わる事例がない項目。「空欄」は、開示がない項目。

項
目  指標 記載箇所 GC

1.1  
組織にとっての持続可能性の適合性と、その戦略に
関する組織の最高意思決定者（CEO、会長またはそ
れに相当する上級幹部）の声明

CSRトップコミットメント  

1.2  主要な影響、リスクおよび機会の説明

資生堂CSR3つの約束/
CSR活動の領域/

CSR活動の推進体制/
資生堂のリスクマネジメント/

有価証券報告書/
企業データ

 

GRIガイドライン

1. 戦略および分析

編集方針およびGRI「サステナビリティ・レポーティングガイドライン」との対照表はこちらよりご覧いただけます。

編集方針・GRIガイドライン対照表

資生堂のCSR・環境は、以下の方針で編集しています。

各活動の取り組みを、ISO26000（社会的責任に関する手引き）の７つの中核主題に準じてご紹介しています。
各ページの報告内容を簡潔にし、読みやすくしました。
グループの報告を充実させるために、海外での取り組みにも焦点を当てました。
CSR・環境および人事関連の実績報告を一覧で開示しています。
当ウエブサイトに掲載している情報の対象期間は、2013年度（2013年4月1日から2014年3月31日）を中心としています
が、一部当該期間以前もしくは以後直近の内容も含まれています。
国連グローバルコンパクト、GRI（Global Reporting Initiative）のサステナビリティー・レポーティング ・ガイドライン
第3.1版（G3.1）、2010年11月に発行された ISO26000（社会的責任に関する手引き）を参考にしています。
対象範囲は、株式会社資生堂と資生堂グループ各社（連結子会社）94社、2014年3月31日現在としています。
上記対象範囲と異なるデーターにつきましては、注釈を明記しています。

編集方針
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項目  指標 記載箇所 GC

2.1  組織の名称 企業データ  

2.2  主要なブランド、製品および／またはサービス 企業データ  

2.3  主要部署、事業会社、子会社および共同事業などの
組織の経営構造 企業データ  

2.4  組織の本社の所在地 企業データ  

2.5  
組織が事業展開している国の数および大規模な事業
展開を行っている、あるいは報告書中に掲載されて
いるサステナビリティの課題に特に関連のある国名

企業データ  

2.6  所有形態の性質および法的形式 企業データ  

2.7  参入市場（地理的内訳、参入セクター、顧客／受益
者の種類を含む） 企業データ  

以下の項目を含む報告組織の規模

2. 組織のプロフィール

2.8  

従業員数
事業数
純売上高（民間組織について）あるいは純収入（公
的組織について）
負債および株主資本に区分した総資本（民間組織に
ついて）
提供する製品またはサービスの量

企業データ/
有価証券報告書  

2.9  

以下の項目を含む、規模、構造または所有形態に関
して報告期間中に生じた大幅な変更 
施設のオープン、閉鎖および拡張などを含む所在地
または運営の変更
株主資本構造およびその資本形成における維持およ
び変更業務（民間組織の場合）

有価証券報告書  

2.10  報告期間中の受賞歴 企業データ  

報告書のプロフィール

項
目  指標 記載箇所 GC

3.1  提供する情報の報告期間（会計年度／暦年など） 編集方針

3.2  前回の報告書発行日（該当する場合） 2014年6月  

3.3  報告サイクル（年次、半年ごとなど） 基本的に年に１回発行  

3.4  報告書またはその内容に関する質問の窓口 「資生堂のCSRについてのお問
い合わせ」  

3. 報告要素
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報告書のスコープおよびバウンダリー

項目  指標 記載箇所 GC

3.5  

以下を含め、報告書の内容を確定するためのプロセ
ス
重要性の判断
報告書内のおよびテーマの優先順位付け
組織が報告書の利用を期待するステークホルダーの
特定

資生堂CSR3つの約束/
CSR活動の領域/
CSR活動の推進体制

 

3.6  報告書のバウンダリー（国、部署、子会社、リース
施設、共同事業、サプライヤー（供給者）など） 編集方針  

3.7  報告書のスコープまたはバウンダリーに関する具体
的な制限事項を明記する 編集方針  

3.8  
共同事業、子会社、リース施設、アウトソーシング
している業務および時系列でのおよび／または報告
組織間の比較可能性に大幅な影響を与える可能性が
あるその他の事業体に関する報告の理由

有価証券報告書  

3.9  
報告書内の指標およびその他の情報を編集するため
に適用された推計の基となる前提条件および技法を
含む、データ測定技法および計算の基盤

編集方針/
活動実績データ  

3.10  以前の報告書で掲載済みである情報を再度記載する
ことの効果の説明、およびそのような再記述を行う
理由（合併／買収、基本となる年／期間、事業の性
質、測定方法の変更など）

有価証券報告書  

3.11  
報告書に適用されているスコープ、バウンダリーま
たは測定方法における前回の報告期間からの大幅な
変更

有価証券報告書  

GRI内容索引

項目  指標 記載箇所 GC

3.12  報告書内の標準開示の所在場所を示す表 GRIガイドライン
対照表  

保証

項目  指標 記載箇所 GC

3.13  

報告書の外部保証添付に関する方針および現在の実
務慣行。サステナビリティ報告書に添付された保証
報告書内に記載がない場合は、外部保証の範囲およ
び基盤を説明する。また、報告組織と保証の提供者
との関係を説明する

第三者意見  
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ガバナンス

項目  指標 記載箇所 GC

4.1  
戦略の設定または全組織的監督など、特別な業務を
担当する最高統治機関の下にある委員会を含む統治
構造（ガバナンスの構造）

コーポレート
ガバナンス  

4.2  
最高統治機関の長が執行役員を兼ねているかどうか
を示す（兼ねている場合は、組織の経営におけるそ
の役割と、このような人事になっている理由も示
す）

コーポレート
ガバナンス  

4.3  
単一の理事会構造を有する組織の場合は、最高統治
機関における社外メンバーおよび／または非執行メ
ンバーの人数および性別を明記する

コーポレート
ガバナンス/
企業データ

 

4.4  株主および従業員が最高統治機関に対して提案また
は指示を提供するためのメカニズム

通報窓口の設置/
社員の声を聞く仕組み/
社員の相談窓口/
人事・公正な評価/

良好な労働組合との関係

 

4.5  
最高統治機関メンバー、上級管理職および執行役に
ついての報酬（退任の取り決めを含む）と組織のパ
フォーマンス（社会的および環境的パフォーマンス
を含む）との関係

コーポレート
ガバナンス  

4.6  最高統治機関が利害相反問題の回避を確保するため
に実施されているプロセス

CSR活動の推進体制 /
コーポレート

ガバナンス

 

4. ガバナンス、コミットメントおよび参画

4.7  
性別およびその他のダイバーシティ指標へのあらゆ
る考慮を含む、最高統治機関およびその委員会メン
バーの構成、適性および専門性を決定するためのプ
ロセス

コーポレート
ガバナンス/
企業データ

 

4.8  
経済的、環境的、社会的パフォーマンス、さらにそ
の実践状況に関して、組織内で開発したミッション
（使命）およびバリュー（価値）についての声明、
行動規範および原則

資生堂グループ企業理念/
資生堂CSR3つの約束/
CSR活動の領域

 

4.9  

組織が経済的、環境的、社会的パフォーマンスを特
定し、マネジメントしていることを最高統治機関が
監督するためのプロセス。関連のあるリスクと機会
および国際的に合意された基準、行動規範および原
則への支持または遵守を含む

CSR活動の領域/
CSR活動の推進体制 /

国連グローバルコンパクト・コ
ンパクトへの参加/

環境方針（社会との約束）

 

4.10  
最高統治機関のパフォーマンスを、特に経済的、環
境的、社会的パフォーマンスという観点で評価する
ためのプロセス

CSR活動の推進体制/
コーポレート
ガバナンス
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外部のイニシアティブへのコミットメント

項目  指標 記載箇所 GC

4.11  
組織が予防的アプローチまたは原則に取り組んでい
るかどうか、およびその方法はどのようなものかに
ついての説明

CSR活動の推進体制  

4.12  
外部で開発された、経済的、環境的、社会的憲章、
原則あるいは組織が同意または受諾するその他のイ
ニシアティブ

国連グローバルコンパクト・コ
ンパクトへの参加  

4.13  

組織が以下の項目に該当するような、（企業団体な
どの）団体および／または国内外の提言機関におけ
る会員資格
統治機関内に役職を持っている
プロジェクトまたは委員会に参加している
通常の会員資格の義務を越える実質的な資金提供を
行っている
会員資格を戦略的なものとして捉えている

国連グローバルコンパクト・コ
ンパクトへの参加/

環境方針（社会との約束）/
生物多様性の保全への取り組み

 

ステークホルダー参画

項目  指標 記載箇所 GC

4.14  組織に参画したステークホルダー・グループのリス
ト

コミュニティー参画
および発展/

ステークホルダーとのエンゲー
ジメント

 

4.15  参画してもらうステークホルダーの特定および選定
の基準 Our Way  

4.16  
種類ごとのおよびステークホルダー・グループごと
の参画の頻度など、ステークホルダー参画へのアプ
ローチ

コミュニティー参画
および発展/

ステークホルダーとのエンゲー
ジメント/

CSR・環境メール配信サービス

 

4.17  
その報告を通じた場合も含め、ステークホルダー参
画を通じて浮かび上がった主要なテーマおよび懸案
事項と、それらに対して組織がどのように対応した
か

ステークホルダーとのエンゲー
ジメント
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側面：間接的な経済的影響

項
目  指標 記載箇所 GC

EC8 中核
商業活動、現物支給、または無料奉仕を通じて、主
に公共の利益のために提供されるインフラ投資およ
びサービスの展開図と影響

コミュニティー参画および発展  

EC9 追加 影響の程度など、著しい間接的な経済的影響の把握
と記述 社会活動関連データ  

環境

項
目  指標 記載箇所 GC

  マネジメント・アプローチ 環境方針 環境目標と実績  

側面：原材料

項
目  指標 記載箇所 GC

EN1 中核 使用原材料の重量または量 2013年度 環境負荷実績 /
環境活動関連データ 原則 8

EN2 中核 リサイクル由来の使用原材料の割合 2013年度 環境負荷実績 /
環境活動関連データ

原則
8.9

側面：エネルギー

項
目  指標 記載箇所 GC

EN3 中核 一次エネルギー源ごとの直接的エネルギー消費量 2013年度 環境負荷実績 /
環境活動関連データ 原則 8

EN4 中核 一次エネルギー源ごとの間接的エネルギー消費量 2013年度 環境負荷実績/
環境活動関連データ 原則 8

EN5 追加 省エネルギーおよび効率改善によって節約されたエ
ネルギー量 生産での取り組み 原則

8.9

EN6 追加
エネルギー効率の高いあるいは再生可能エネルギー
に基づく製品およびサービスを提供するための率先
取り組み、およびこれらの率先取り組みの成果とし
てのエネルギー必要量の削減量

生産での取り組み 原則
8.9

EN7 追加 間接的エネルギー消費量削減のための率先取り組み
と達成された削減量 生産での取り組み 原則

8.9
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経済

項
目  指標 記載箇所 GC

  マネジメント・アプローチ 有価証券報告書

側面：経済的パフォーマンス

項
目  指標 記載箇所 GC

EC1 中核
収入、事業コスト、従業員の給与、寄付およびその
他のコミュニティへの投資、内部留保および資本提
供者や政府に対する支払いなど、創出および分配し
た直接的な経済的価値

有価証券報告書  

EC2 中核 気候変動による組織の活動に対する財務上の影響お
よびその他のリスクと機会 環境目標と実績 原則 7

EC3 中核 確定給付型年金制度の組織負担の範囲 企業年金による社員のライフプ
ラン・サポート

EC4 中核 政府から受けた相当の財務的支援 該当なし

側面：市場での存在感

項
目  指標 記載箇所 GC

EC5 追加 主要事業拠点について、現地の最低賃金と比較した
性別ごとの標準的新入社員賃金の比率の幅 初任給 原則 1

EC6 中核 主要事業拠点での地元のサプライヤー（供給者）に
ついての方針、業務慣行および支出の割合

公正な競争・取引の徹底 
中国における工場の中国産原材
料の調達比率（金額ベース）
2013年度（1～12月）
原料：27% 材料：95%

 

EC7 中核
現地採用の手順、主要事業拠点で現地のコミュニテ
ィから上級管理職となった従業員の割合 人事関連データ 原則 6

5. マネジメント・アプローチおよびパフォーマンス指標
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側面：水

項目  指標 記載箇所 GC

EN8 中
核

水源からの総取水量 2013年度 環境負荷実績 /
環境活動関連データ

原則 8

EN9 追
加 取水によって著しい影響を受ける水源 該当なし 原則 8

EN10 追
加

水のリサイクルおよび再利用量が総使用水量に占
める割合  原則

8.9

側面：生物多様性

項目  指標 記載箇所 GC

EN11 中
核

保護地域内あるいはそれに隣接した場所および保
護地域外で、生物多様性の価値が高い地域に所
有、賃借、または管理している土地の所在地およ
び面積

該当なし 原則 8

EN12 中
核

保護地域および保護地域外で、生物多様性の価値
が高い地域での生物多様性に対する活動、製品お
よびサービスの著しい影響の説明

該当なし 原則 8

EN13 追
加 保護または復元されている生息地 該当なし 原則 8

EN14 追
加

生物多様性への影響をマネジメントするための戦
略、現在の措置および今後の計画 生物多様性の保全への取り組み 原則 8

EN15 追
加

事業によって影響を受ける地区内の生息地域に生
息するIUCN（国際自然保護連合）のレッドリスト
種（絶滅危惧種）および国の絶滅危惧種リストの
数。 絶滅危険性のレベルごとに分類する

該当なし 原則 8

側面：排出物、廃水および廃棄物

項目  指標 記載箇所 GC

EN16 中
核

重量で表記する直接および間接的な温室効果ガス
の総排出量

2013年度 環境負荷実績 /
環境活動関連データ 原則 8

EN17 中
核

重量で表記するその他の関連ある間接的な温室効
果ガス排出量 商品での取り組み 原則 8

EN18 追
加

温室効果ガス排出量削減のための率先取り組みと
達成された削減量

現3カ年（2014～2016年度）
環境活動方針と目標/
環境活動関連データ

原則
7.8.9

EN19 中
核

重量で表記するオゾン層破壊物質の排出量 該当なし 原則 8

EN20 中
核

種類別および重量で表記するNOx、SOxおよびそ
の他の著しい影響を及ぼす排気物質

2013年度 環境負荷実績 /
環境活動関連データ 原則 8
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EN21 中
核 水質および放出先ごとの総排水量 2013年度 環境負荷実績 /

環境活動関連データ 原則 8

EN22 中

中

核 種類および廃棄方法ごとの廃棄物の総重量 2013年度 環境負荷実績 /
環境活動関連データ 原則 8

EN23 核 著しい影響を及ぼす漏出の総件数および漏出量 該当なし 原則 8

EN24 追
加

バーゼル条約付属文書I、II、IIIおよびVIIIの下で
有害とされる廃棄物の輸送、輸入、輸出、あるい
は処理の重量、および国際輸送された廃棄物の割
合

該当なし 原則 8

EN25 追
加

報告組織の排水および流出液により著しい影響を
受ける水界の場所、それに関連する生息地の規
模、保護状況、および生物多様性の価値を特定す
る

該当なし 原則 8

側面：製品およびサービス

項目  指標 記載箇所 GC

EN26 中
核

製品およびサービスの環境影響を緩和する率先取
り組みと影響削減の程度 商品での取り組み 原則

7.8.9

EN27 中
核

カテゴリー別の再生利用される販売製品およびそ
の梱包材の割合 商品での取り組み 原則

8.9

側面：遵守

項目  指標 記載箇所 GC

EN28 中
核

環境規制への違反に対する相当な罰金の金額およ
び罰金以外の制裁措置の件数 該当なし 原則 8

側面：輸送

項目  指標 記載箇所 GC

EN29 追
加

組織の業務に使用される製品、その他物品、原材
料の輸送および従業員の移動からもたらされる著
しい環境影響

2013年度 環境負荷実績 /
研究・調達・物流・販売での取

り組み
原則 8

側面：総合

項目  指標 記載箇所 GC

EN30 追
加 種類別の環境保護目的の総支出および投資 2013年度環境会計 原則

7.8.9
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労働慣行とディーセント・ワーク（公正な労働条件）

項
目  指標 記載箇所 GC

  マネジメント・アプローチ 労働慣行  

側面：雇用
項目  指標 記載箇所 GC

LA1 中
核

性別ごとの雇用の種類、雇用契約および地域別の
総労働力 人事関連データ ※原則

6

LA2 中
核

従業員の総離職数および離職率の年齢、性別およ
び地域による内訳 人事関連データ 原則 6

LA3 追
加

主要事業拠点ごとの派遣社員またはアルバイト従
業員には提供されないが、正社員には提供される
福利

福利厚生  

LA15 中
核

性別ごとの出産・育児休暇後の復職率および定着
率

勤務形態への配慮/
人事関連データ

※原則
6

側面：労使関係

項
目  指標 記載箇所 GC

LA4 中核 団体交渉協定の対象となる従業員の割合 良好な労働組合との関係/
人事関連データ

原則
1.3

LA5 中核 労働協約に定められているかどうかも含め、著しい
業務変更に関する最低通知期間 雇用 原則 3

側面：労働安全衛生

項
目  指標 記載箇所 GC

LA6 追加
労働安全衛生プログラムについての監視および助言
を行う、公式の労使合同安全衛生委員会の対象とな
る総従業員の割合

社員の安全と健康/
人事関連データ 原則 1

LA7 中核 地域別および性別ごとの、傷害、業務上疾病、損失
日数、欠勤の割合および業務上の総死亡者数 人事関連データ 原則 1

LA8 中核
深刻な疾病に関して、労働者、その家族またはコミ
ュニティのメンバーを支援するために設けられてい
る、教育、研修、カウンセリング、予防および危機
管理プログラム

社員の安全と健康/
人事関連データ 原則 1

LA9 追加 労働組合との正式合意に盛り込まれている安全衛生
のテーマ 社員の安全と健康 原則 1
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側面：研修および教育

項目  指標 記載箇所 GC

LA10 中
核

性別ごとおよび従業員のカテゴリー別の、従業員
あたりの年間平均研修時間 人事関連データ ※原則

6

LA11 追
加

従業員の継続的な雇用適性を支え、キャリアの終
了計画を支援する技能管理および生涯学習のため

のプログラム

人材の活用と育成  

LA12 追
加

定常的にパフォーマンスおよびキャリア開発のレ
ビューを受けている従業員の性別ごとの割合 人事・公正な評価 ※原則

6

側面：多様性と機会均等

項目  指標 記載箇所 GC

LA13 中
核

性別、年齢、マイノリティーグループおよびその
他の多様性の指標に従った、統治体（経営管理
職）の構成および従業員カテゴリーごとの従業員
の内訳

人事に関する基本方針/
ダイバーシティの尊重/
人事関連データ

原則
1.6

側面：男女同一報酬

項目  指標 記載箇所 GC

LA14 中
核

従業員のカテゴリー別および主要事業拠点別の、
基本給与および報酬の男女比 賃金 原則

1.6

人権

項
目  指標 記載箇所 GC

  マネジメント・アプローチ 人権  

側面：投資および調達の慣行

項目  指標 記載箇所 GC

HR1 中
核

人権への懸念に関する条項を含む、あるいは人権
についての適正審査を受けた重大な投資協定およ
び契約の割合とその総数

人権 原則
1.2.3.4.5.6

HR2 中
核

人権に関する適正審査を受けた主なサプライヤー
（供給者）、請負業者およびその他のビジネス・
パートナーの割合と取られた措置

公正な競争・取引の徹底 原則
1.2.3.4.5.6

HR3 中
核

研修を受けた従業員の割合を含め、業務に関連す
る人権的側面に関わる方針および手順に関する従
業員研修の総時間

企業倫理の浸透/
人権啓発（教育）/
人事関連データ

原則
1.2.3.4.5.6
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側面：無差別

項目  指標 記載箇所 GC

HR4 中
核 差別事例の総件数と取られた是正措置 人権 原則

1.2.6

側面：結社の自由
項目  指標 記載箇所 GC

HR5 中
核

結社の自由および団体交渉の権利行使が侵害され、
または著しいリスクに曝されるかもしれないと判断
された業務および主なサプライヤーと、それらの権
利を支援するための措置

該当なし 原則
1.2.3

側面：児童労働

項目  指標 記載箇所 GC

HR6 中
核

児童労働の事例に関して著しいリスクがあると判断
された業務および主なサプライヤーと、児童労働の
有効な廃止に貢献するための対策

人権の尊重・差別に関する方
針/

資生堂グループサプライヤー行
動基準

原則
1.2.5

側面：強制労働

項目  指標 記載箇所 GC

HR7 中
核

強制労働の事例に関して著しいリスクがあると判断
された業務および主なサプライヤーと、あらゆる強
制労働の防止に貢献するための対策

人権の尊重・差別に関する方
針/

資生堂グループサプライヤー行
動基準

原則
1.2.4

側面：保安慣行

項目  指標 記載箇所 GC

HR8 追
加

業務に関連する人権の側面に関する組織の方針もし
くは手順の研修を受けた保安要員の割合  原則

1.2

側面：先住民の権利

項目  指標 記載箇所 GC

HR9 追
加

先住民の権利に関係する違反事例の総件数と取られ
た措置 該当なし 原則

1.2
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側面：評価

項目  指標 記載箇所 GC

HR10 中
核

人権に関する審査および/または影響アセスメント
の対象となっている業務の割合とその総数

人権 
国内外全事業所を対象としてい

る
 

側面：改善

項目  指標 記載箇所 GC

HR11 中
核

公式の苦情処理メカニズムを通して取り組み、決
着された、人権に関する苦情の件数

通報窓口の設置/
社員の相談窓口/

良好な労働組合との関係
※原則
1.2

社会

項
目  指標 記載箇所 GC

  マネジメント・アプローチ コミュニティー参画および発展  

側面：地域コミュニティ

項目  指標 記載箇所 GC

SO1 中
核

地域コミュニティとのエンゲージメント、影響ア
セスメントおよびコミュニティ振興プログラムが
実施された事業の割合

社会活動関連データ/
社員による社会貢献活動  

SO9 中
核

潜在的だが著しい、または実際に、マイナス影響
を地域コミュニティに与える事業 該当なし  

SO10 中
核

潜在的だが著しい、または実際に、マイナス影響
を地域コミュニティに与える事業で実施された予
防策および緩和策

該当なし  

側面：不正行為

項目  指標 記載箇所 GC

SO2 中
核

不正行為に関連するリスクの分析を行った事業単位
の割合と総数 違反の報告 原則 10

SO3 中
核

組織の不正行為対策の方針および手順に関する研修
を受けた従業員の割合 企業倫理の浸透 原則 10

SO4 中
核 不正行為事例に対応して取られた措置 違反の報告 原則 10

資生堂グループ企業情報サイト　CSR/環境 カテゴリー　バックナンバー　2014年度版

169



側面：公共政策

項目  指標 記載箇所 GC

SO5 中
核

公共政策の位置づけおよび公共政策立案への参加
およびロビー活動

国連グローバルコンパクトへ
の参加

原則
1.2.3.4.5.
6.7.8.9.10

SO6 追
加

政党、政治家および関連機関への国別の献金およ
び現物での寄付の総額

2013年度実績「政治献金な
し」

<対象範囲：日本国内>
原則 10

側面：反競争的な行動

項目  指標 記載箇所 GC

SO7 追
加

反競争的な行動、反トラストおよび独占的慣行に関
する法的措置の事例の総件数とその結果

2013年度実績「法的措置な
し」

<対象範囲：日本国内>
 

側面：遵守

項目  指標 記載箇所 GC

SO8 中
核

法規制の違反に対する相当の罰金の金額および罰金
以外の制裁措置の件数

2013年度実績「罰金および罰
金以外の制裁措置なし」
<対象範囲：日本国内>

 

製品責任

項
目  指標 記載箇所 GC

  マネジメント・アプローチ 消費者課題  

側面：顧客の安全衛生

項
目  指標 記載箇所 GC

PR1 中核
製品およびサービスの安全衛生の影響について、改
善のために評価が行われているライフサイクルのス
テージ、ならびにそのような手順の対象となる主要
な製品およびサービスのカテゴリーの割合

安心・安全なものづくりの推進 原則 1

PR2 追加 製品およびサービスの安全衛生の影響に関する規制
および自主規範に対する違反の件数を結果別に記載

2013年度実績「法規制および
自主規範に対する違反なし」
（薬事法等に基づく行政指導等

を受けた事例）
<対象範囲：日本国内>

原則 1
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側面：製品およびサービスのラベリング

項
目  指標 記載箇所 GC

PR3 中核
各種手順により必要とされている製品およびサービ
ス情報の種類と、このような情報要件の対象となる
主要な製品およびサービスの割合

お客さま満足度向上のための活
動 原則 8

PR4 追加
製品およびサービスの情報、ならびにラベリングに
関する規制および自主規範に対する違反の件数を結
果別に記載

2013年度実績「1件」（法規制
および自主規範に対する違反・
「リコール＆自主回収」事例）
<対象範囲：日本国内>

原則 8

PR5 追加 顧客満足度を測る調査結果を含む、顧客満足に関す
る実務慣行

お客さま満足度向上のための活
動  

側面：マーケティング・コミュニケーション
項
目  指標 記載箇所 GC

PR6 中核
広告、宣伝および支援行為を含むマーケティング・
コミュニケーションに関する法律、基準および自主
規範の遵守のためのプログラム

安心・安全なものづくりの推進  

PR7 追加
広告、宣伝および支援行為を含むマーケティング・
コミュニケーションに関する規制および自主規範に
対する違反の件数を結果別に記載

2013年度実績「規制および自
主規範に対する違反なし」（景
品表示法や薬事法等に基づく行
政指導等を受けた事例）
<対象範囲：日本国内>

 

側面：顧客のプライバシー

項
目  指標 記載箇所 GC

PR8 追加 顧客のプライバシー侵害および顧客データの紛失に
関する正当な根拠のあるクレームの総件数

2013年度実績「3件」（プライ
バシーマーク審査機関へ報告し
た個人情報漏洩事故事例）
<対象範囲：（株）資生堂>

原則 1

側面：遵守

項
目  指標 記載箇所 GC

PR9 中核 製品およびサービスの提供、および使用に関する法
規の違反に対する相当の罰金の金額

2013年度実績「法規の違反に
対する罰金なし」

<対象範囲：日本国内>
 

関連がない、もしくは重大なレベルに関わる事例がない項目
開示がない項目

該当なし
空欄
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